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平成３０年第３回さつま町議会定例会会議録 

                            （第１日） 

○開会期日    平成３０年９月６日  午前９時３０分 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○会議の場所   さつま町議会議事堂 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○当日の議員の出欠は次のとおり 

 出席議員（１６名） 

   １番  上 囿 一 行 議員      ２番  上久保 澄 雄 議員 

   ３番  三 浦 広 幸 議員      ４番  柏 木 幸 平 議員 

   ５番  米 丸 文 武 議員      ６番  田 野 光 彦 議員 

   ７番  舟 倉 武 則 議員      ８番  岩 元 涼 一 議員 

   ９番  朝 倉 満 男 議員     １０番  岸 良 光 廣 議員 

  １１番  新 改 幸 一 議員     １２番  宮之脇 尚 美 議員 

  １３番  川 口 憲 男 議員     １４番  森 山   大 議員 

  １５番  新 改 秀 作 議員     １６番  平八重 光 輝 議員 

 欠席議員（なし） 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○出席した議会職員は次のとおり 

 事 務 局 長  福 田 澄 孝 君   局長補佐兼議事係長  半 﨑 幹 男 君 

 議 事 係 主 査  竹 下 和 男 君 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○地方自治法第１２１条の規定による出席者は次のとおり 

 町     長  日 髙 政 勝 君   副  町  長  上 野 俊 市 君 

 教  育  長  原 園 修 二 君   総 務 課 長  﨑 野 裕 二 君 

 企画財政課長  押 川 吉 伸 君   財産管理課長  原 田 剛 志 君 

 税 務 課 長  下 田 良 二 君   保健福祉課長  櫻   伸 一 君 

 高齢者支援課長  岩 元 義 治 君   子ども支援課長  鍛治屋 勇 二 君 

 農 政 課 長  四 位 良 和 君   耕地林業課長  杉水流   博 君 

 商工観光ＰＲ課長  羽 有 郁 夫 君   ふるさと振興課長  市 來 浩 二 君 

 建 設 課 長  小永田   浩 君   水 道 課 長  三 角 芳 文 君 

 消  防  長  中 間 博 巳 君   教育総務課長  角   茂 樹 君 
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○本日の会議に付した事件 

第 １ 会議録署名議員の指名 

第 ２ 会期の決定 

第 ３ 諸般の報告 

第 ４ 行政報告 
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第 ７ 議案第５１号 さつま町ひとり親家庭等医療費助成に関する条例の一部改正について 

第 ８ 議案第５２号 平成３０年度さつま町一般会計補正予算（第２号） 
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第１１ 議案第５５号 旧白男川小学校改修工事請負契約の締結について 

第１２ 議案第５６号 平成３０年度さつま町消防本部高規格救急自動車購入契約の締結につい 

           て 

第１３ 議案第５７号 平成３０年度さつま町消防本部高度救命資機材購入契約の締結について 
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           （第２号）について 
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△開  会  午前９時３０分   

○議長（平八重光輝議員）  おはようございます。ただいまから平成３０年第３回さつま町議会定

例会を開会します。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△開  議   

○議長（平八重光輝議員）   

 これから本日の会議を開きます。 

 本日の日程は、お手元に配布してある議事日程のとおりであります。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第１「会議録署名議員の指名」   

○議長（平八重光輝議員）   

 日程第１「会議録署名議員の指名」を行います。 

 会議録署名議員は、会議規則第１２７条の規定によって、１３番、川口憲男議員及び１４番、

森山大議員を指名します。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第２「会期の決定」   

○議長（平八重光輝議員）   

 日程第２「会期の決定」の件を議題とします。 

 お諮りします。本定例会の会期は、本日から９月２８日までの２３日間にしたいと思います。

御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（平八重光輝議員）   

 異議なしと認めます。 

 よって、会期は、本日から９月２８日までの２３日間に決定しました。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第３「諸般の報告」   

○議長（平八重光輝議員）   

 日程第３「諸般の報告」を行います。 

 一般的なことについては、印刷してお配りしてありますので、口頭報告は省略します。 

 次に、監査委員から例月出納検査及び平成３０年度学校備品監査結果の報告がありましたので、

印刷してお配りしてあります。御了承願います。 

 これで、諸般の報告を終わります。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第４「行政報告」   

○議長（平八重光輝議員）   

 日程第４「行政報告」を行います。 

 町長の報告を許します。 

〔町長 日髙 政勝君登壇〕 

○町長（日髙 政勝君）   

 おはようございます。町長報告につきましては、印刷してお配りいたしているところでありま

すが、その中で、６月２２日の森林災害協定締結式並びに６月３０日の鹿児島大学医学生卒業医

師等との意見交換会に関する事項、８月２日の北薩空港幹線道路整備促進期成会中央要望、８月
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９日の大規模災害時における被害状況調査の支援協力に関する協定調印式について、補足して報

告を申し上げます。 

 まず、６月２２日の森林災害協定の締結についてであります。これは鹿児島県の北薩地域振興

局、県の森林土木協会の川内支部及び本町との３者におきまして、地震、台風、集中豪雨等に伴

い発生をいたします風倒木、あるいは山腹崩壊、土砂流出等の被害状況の情報収集活動に関しま

して本協定を締結したところであります。 

 近年、異常気象によりまして、森林被害が各地で発生をし、被害を深刻化させております。さ

らには集中豪雨などが常態化している状況にあります。 

 このような中、県森林土木協会の機動力をお借りしながら、県や町が互いに連携をいたしまし

て情報収集をすることで、災害にいち早く対応し、被害状況の把握や早期復旧に取り組んでまい

ることにいたしたところでございます。 

 次に、６月３０日に開催されました鹿児島大学医学生、卒業医師等との意見交換会についてで

あります。この意見交換会につきましては、鹿児島大学医学部医学科に県から就学資金の貸与を

受けて入学しております、いわゆる地域枠の学生の皆さん方と出身地の自治体関係者や医師会役

員等が交流をすることで、地域医療への関心を深めていただくことを目的に、昨年度から県内

１０カ所で順次開催をされているものであります。 

 今回は３カ所目の開催となりまして、学生と研修医の合計１５名とさつま町及び薩摩川内市の

職員、県医師会役員等が参加をいたしまして、地域の現状や地域医療のあり方等について活発な

意見が出されたところであります。 

 本町出身者の学生からは、将来は医師が少ない地元に戻り、地域のために働きたいと、そうい

うお話もいただきまして、地域医療への力強い思いを感じたところでございます。 

 次に、８月２日に行われました北薩空港幹線道路整備促進期成会中央要望活動についてであり

ます。 

 ４市２町で期成会を組織いたしておりますので、例年１１月の１回要望活動をいたしておりま

したけれども、今回から年２回ということで、今回は、まずは国の来年度予算の概算要求の時期

を捉えまして実施をいたしたところであります。 

 北薩横断道路の整備においては、鹿児島空港から北薩鹿児島空港道路間、及び広瀬道路から泊

野道路間の関係、それから紫尾道路から南九州西回り自動車道阿久根北インター間の早期完成に

ついてお願いをいたしたところであります。 

 道路関係の、とにかく予算の総額の所要額をしっかりと確保していただきたいということと、

平成３１年度予算規模の拡大についてお願いをいたしておりますし、特にこの路線につきまして

は、国が新たに定めました重要物流の道路に指定をしていただきたいというようなことを事務次

官等にお願いをいたしたところであります。 

 この重要物流の道路については、本町におきましては、日特の関係のプラグの輸送の関係、あ

るいは阿久根市の日本一のブリのヨーロッパとかアメリカへの輸送の関係、あるいは阿久根の食

肉の輸送という関係もありますので、こういった事例を含めまして強く要望をいたしたところで

あります。 

 以上の項目について、国交省の事務次官、技官、道路局の次長、財務省の主計局次長に直接面

談をいたしまして要望をいたしてまいりました。さらに県の選出の国会議員の先生方に対しまし

ても要望を行ったところであります。 

 次に、８月９日に行われました大規模災害時における被害状況調査の支援協力に関する協定の

調印式についてであります。 
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 本協定については、平成２３年８月２６日付で、さつま町測量設計会社と協定を既に締結をし

ておりましたけれども、協力業者に変更がございましたことから、再度協定の見直しを行ったと

ころであります。 

 これまでの支援協力内容につきましては、樋門、樋管の巡視、冠水地区の緊急的な交通止め、

崩土、路肩決壊箇所の連絡、応急措置の検討、河川被災水位の確認と報告、以上の５項目でござ

いましたけれども、今回新たに被災現場でのドローン等での撮影を加えまして協定を締結したも

のであります。 

 以上で報告を終わります。 

〔町長 日髙 政勝君降壇〕 

○議長（平八重光輝議員）   

 これで、行政報告を終わります。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第５「議案第４９号 さつま町税条例等の一部改正

について」、日程第６「議案第５０号 さつま町通学費

補助条例の一部改正について」、日程第７「議案第

５１号 さつま町ひとり親家庭等医療費助成に関する条

例の一部改正について」、日程第８「議案第５２号 平

成３０年度さつま町一般会計補正予算（第２号）」、日

程第９「議案第５３号 平成３０年度さつま町介護保険

事業特別会計補正予算（第１号）」、日程第１０「議案

第５４号 平成３０年度さつま町上水道事業会計補正予

算（第１号）」   

○議長（平八重光輝議員）   

 日程第５「議案第４９号 さつま町税条例等の一部改正について」から、日程第１０「議案第

５４号 平成３０年度さつま町上水道事業会計補正予算（第１号）」までの議案６件を一括して

議題とします。 

 各議案について、提案理由の説明を求めます。 

〔町長 日髙 政勝君登壇〕 

○町長（日髙 政勝君）   

 それでは、議案第４９号から議案第５４号までを一括して、提案の理由を申し上げます。 

 まず、「議案第４９号 さつま町税条例等の一部改正について」であります。 

 これは、地方税法等の一部改正に伴いまして、本条例の一部を改正しようとするものでありま

す。 

 次に、「議案第５０号 さつま町通学費補助条例の一部改正について」であります。 

 これは、さつま町通学費補助制度の見直しを行うということに伴いまして、本条例の一部を改

正しようとするものであります。 

 次に、「議案第５１号 さつま町ひとり親家庭等医療費助成に関する条例の一部改正につい

て」であります。 

 これは、所得税法の一部改正に伴いまして、本条例の関係につきましても一部を改正しようと

するものであります。 

 次に、「議案第５２号 平成３０年度さつま町一般会計補正予算（第２号）」についてであり

ます。 
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 これは、道路維持費に要する経費及び農地農業用施設災害復旧費、道路橋梁河川災害復旧費、

物産観光施設費並びにその他所要の経費を補正しようとするものであります。 

 歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ３億８,１４９万１,０００円を追加し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ１３９億３,９５６万６,０００円とするものであります。 

 次に、「議案第５３号 平成３０年度さつま町介護保険事業特別会計補正予算（第１号）」で

あります。 

 これは、償還金及び一般会計繰出金並びにその他所要の経費を補正しようとするもので、歳入

歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ１億５,０４４万６,０００円を追加し、歳入歳出予算の総

額を歳入歳出それぞれ３４億８,７７６万５,０００円とするものであります。 

 最後に、「議案第５４号 平成３０年度さつま町上水道事業会計補正予算（第１号）」であり

ます。 

 これは、営業費用及び営業外費用並びに建設改良費の経費を補正しようとするもので、収益的

収入及び支出において、収益的支出に１０１万３,０００円を追加し、収益的支出の総額を４億

２,４０５万７,０００円に、収益的収入に３００万円を追加し、収益的収入の総額を４億

３,３８１万２,０００円にしようとするものであります。 

 また、資本的収入及び支出において、資本的支出に５００万円を追加し、資本的支出の総額を

１億９,７３９万９,０００円に、資本的収入から１,３００万円を減額し、資本的収入の総額を

３,８８２万９,０００円とし、資本的収入額が資本的支出額に不足する額１億５,８５７万円に

つきましては、当年度消費税及び地方消費税資本的収支調整額８９７万８,０００円、過年度分

損益勘定留保資金１,１２２万９,０００円、当年度分損益勘定留保資金１億３,８３６万

３,０００円に改めようとするものでございます。 

 それぞれ内容につきましては、所管の課長に説明させますので、よろしく御審議くださいます

ようお願いを申し上げます。 

〔町長 日髙 政勝君降壇〕 

○税務課長（下田 良二君）   

 「議案第４９号 さつま町税条例等の一部改正について」の内容の御説明を申し上げます。 

〔以下議案説明により省略〕 

○教育総務課長（角  茂樹君）   

 「議案第５０号 さつま町通学費補助条例の一部改正について」御説明を申し上げます。 

〔以下議案説明により省略〕 

○子ども支援課長（鍛治屋勇二君）   

 「議案第５１号 さつま町ひとり親家庭等医療費助成に関する条例の一部改正について」御説

明いたします。 

〔以下議案説明により省略〕 

○企画財政課長（押川 吉伸君）   

 それでは、「議案第５２号 平成３０年度さつま町一般会計補正予算（第２号）」について御

説明申し上げます。 

〔以下議案説明により省略〕 

○高齢者支援課長（岩元 義治君）   

 それでは、「議案第５３号 平成３０年度さつま町介護保険事業特別会計補正予算（第

１号）」につきまして、内容の説明を申し上げます。 

〔以下議案説明により省略〕 
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○水道課長（三角 芳文君）   

 それでは、「議案第５４号 平成３０年度さつま町上水道事業会計補正予算（第１号）」につ

いて、内容を説明いたします。 

〔以下議案説明により省略〕 

○議長（平八重光輝議員）   

 ただいま議題となっています各議案に対する質疑は、９月１１日の本会議で行いますので、当

日まで審議を中止しておきます。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第１１「議案第５５号 旧白男川小学校改修工事請負契約の締結について」   

○議長（平八重光輝議員）   

 次は、日程第１１「議案第５５号 旧白男川小学校改修工事請負契約の締結について」を議題

とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

〔町長 日髙 政勝君登壇〕 

○町長（日髙 政勝君）   

 「議案第５５号 旧白男川小学校改修工事請負契約の締結について」であります。 

 これは、旧白男川小学校の改修工事につきまして、去る８月２２日、入札を執行しましたこと

から、さつま町議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定に

基づき、議会の議決を求めるものであります。 

 内容につきましては、商工観光ＰＲ課長に説明させますので、よろしく御審議くださるようお

願いいたします。 

〔町長 日髙 政勝君降壇〕 

○商工観光ＰＲ課長（羽有 郁夫君）   

 それでは、議案集は５５ページをお願いいたします。「議案第５５号 旧白男川小学校改修工

事請負契約の締結について」、内容の説明をさせていただきます。 

〔以下議案説明により省略〕 

○議長（平八重光輝議員）   

 これから、本件に対する質疑を行います。質疑はありませんか。 

○岸良 光廣議員   

 今の説明で、浄化槽は別という説明でしたけど、例えば従来小学校で使用しているときも浄化

槽があるんですが、今回改修することによって、浄化槽をまた新規で後々設置する予定なのか、

それとも今ある浄化槽を併用して使うのか、その辺を教えてください。 

○商工観光ＰＲ課長（羽有 郁夫君）   

 この白男川小学校の改修工事につきましては、地元業者へのやっぱり発注機会を設けるという

ことで、浄化槽工事を分割発注という形で執行を９月３日の日にしておりまして、関電気商会さ

んが落札をされております。落札額は１,４０４万円でございます。新たに新設するという形に

なります。 

○岸良 光廣議員   

 その浄化槽は、何人槽でしてありますか。 

○商工観光ＰＲ課長（羽有 郁夫君）   

 ７２人槽で計画してございます。 

○岸良 光廣議員   
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 ７２人槽というのは、これはマックスですよね。ということは、通常はそれだけ要らないとい

うことです。毎日７２人槽を使うということは、毎日１００人近くの利用者があった場合に、実

際平均として今の入居者、要するに宿泊する方々、あるいは使用する方々がマックス７２人いる

んですよ。毎日そんなにいないでしょう。何でそんな７２人槽が要るんですか。浄化槽の、わか

りますか、これ。常備何人使用した場合に何人槽が適槽というのがあるんですけど、ただ７２人

槽でありますっておかしいと思いますよ。これ本当にもう一回調べたほうがいいですよ。 

 なぜこういうことを言うかというと、実際浄化槽については、例えば毎日７２人ずっと使うん

であれば、それだけ要るでしょう。だけど、１年間平均して５０人しか平均ない場合は７２人槽

要らないんですよ。４２人槽でもいいんですよ。その辺を、ただ７２人いるんだから７２人槽一

千何百万円と、本当にこれは幼稚な考えです。もうびっくりしますよね。だから、その辺をもう

一回ちょっと考え直したほうがいいと私は考えるんですが、その辺をもう一回ちょっと業者のほ

うやら、いろんなところで調べ直して計画されたほうがいいというふうに指摘をしておきます。 

○議長（平八重光輝議員）   

 答弁はありませんか。 

○商工観光ＰＲ課長（羽有 郁夫君）   

 最初のずっと計画をしていく中で、設計業者と協議をする中では、最初９２人槽という形で上

がってきておりまして、それを計画していく中で、いろいろイベントとかカフェとか、その分で

最終的に。体育館の部分もありますので、７２人槽という形で９２人槽から落とした経緯はござ

います。 

○議長（平八重光輝議員）   

 ほかにございませんか。 

○川口 憲男議員   

 全協でも入札結果のところをちょっと聞いたんですけど、今お聞きしまして１億１,４００万

円、もろもろありますけれども。この入札執行調書をいただいたときには、入札価格が１億

５８０万円でして、再入札価格落札というのがあるんですが、ここの流れをちょっと私全くわか

りませんので、入札価格１億５８０万円に対して、落札価格が１億１,４２６万４,０００円にな

った、このいきさつ。それで、再入札価格落札というのがここに出てきているんですけども、こ

この流れをちょっとお示し願いたいと思うんですが。 

○副町長（上野 俊市君）   

 ただいまの御質問でございますけれども、落札価格は税抜き価格でございまして１億５８０万

円ということで落札をされておりまして、これによります表記は１億１,４２６万４,０００円に

ついては消費税を含む金額ということで御理解いただきたいと思います。 

○議長（平八重光輝議員）   

 ほかにございませんか。 

○宮之脇尚美議員   

 今回の校舎の跡の改修ということでありますが、当然スポーツコンベンションが中心になると

思うんですけれども、その他必要なそういう施設等の利用も見込んでの改修かと思うんですけれ

ども、その外構関係は全く予定されていないのか、そこら辺について説明をお願いします。 

○商工観光ＰＲ課長（羽有 郁夫君）   

 外構、あと校舎の裏の支障木という部分については、執行残のほうで対応させていただきたい

と考えているところです。 

○宮之脇尚美議員   
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 執行残で対応するということなんですが、あったひこですっということですよね、端的に言え

ば。そういう無計画なことでよろしいんでしょうか。あとプール等をどうするのか。そこら辺も

まず検討される必要があるかと思います。場合によっては駐車場等も必要ですから、グラウンド

等も一部そういう舗装等も必要になってくるんじゃないかというふうに思うんですけれども、あ

そこの場合は体育館の横に小さな駐車場がありますけれども、多分そういう一定の量の宿泊者が

いますと、当然駐車スペースというのも必要になってくるというなふうに理解しているんですが、

そこら辺の外構を含んだ形での計画というのをその執行残でできるんでしょうか。 

○商工観光ＰＲ課長（羽有 郁夫君）   

 この今の駐車場の部分、あと校庭にあるトイレがありますので、そこのところの解体撤去を含

めまして、今現在、工事請負費の執行残が２,８２９万６,０００円ありますので、その中で対応

させていただきたいと考えているところでございます。 

○宮之脇尚美議員   

 さっきから言いますように、その中でということなんですが、そこら辺について、全くまだ現

在のところは計画されていないということになるんですか。 

 私が申し上げているのは、そういう計画的に、この工事関係についてはやって、積算根拠をち

ゃんと示すということが必要じゃないかと思うんですよ。先般からいろいろ問題になっておりま

すけれども、校舎については、今回は落札して決定しておりますが、以前に申し上げたと思うん

ですけれども、そういう積算根拠を持った説明というのをしないと、執行残でやりますというよ

うな簡単なやり方というのが、それでその行政執行というのが本来の姿なのか、町長、これはど

のようなふうに考えられますか。 

○町長（日髙 政勝君）   

 議員がおっしゃるとおり、こういう整備については、全体的な計画を立てて進めるというのが

順当なやり方だというのが、もうおっしゃるとおりでございますけれども、ただ非常に事業費が

かなり上がってきたということでありますので、この辺のことについては、一つは入札の状況も

ありますけれども、やっぱり段階的なところで整備をしていくという考え方が当初もありました

ので、当初から非常にかなりの投資になるとちょっと大変だなと。そしてまた、年的な整備でそ

ういう必要なところは順次やっていくというようなこともございましたので、たまたま今回はこ

ういう入札残がありますので、それの中では対応もできるところも出てくるかと思っております。 

 おっしゃるとおり、もう当初から必要とされるものは計画をして、予算もそれだけのものを対

応をするということになりますけれども、なかなか事業費がかなりかかるというようなこともあ

りましたので、これについては、この財政の状況を見きわめて、年次的に対応したほうがいいん

じゃないかということで当初は当たってきておりましたので、その辺は御理解をいただきたいと

思うところであります。 

 一方、補助金の関係もうまく国土交通省のこういう事業を入れるように相談をしてありますが、

また私のほうからも、あとまた、何とか補正予算というか、そういうこともあるようであります

から、そういうのか、あるいはほかの団体の執行状況を見て、補助金の返納があった場合は、そ

ういうものを何とか御配慮いただきたいということも要望してありますので、そういう状況を見

ながら整備をしていきたいと思っているところでございます。 

○宮之脇尚美議員   

 ただいま町長から説明がありましたように、やはり予算というのは、執行残があれば執行残で

やりますよということは、これは理解できるんですが、あくまでも建物に付随したものは、それ

は理解できます。これは校舎の改築の予算として計上されているわけですから、それを外構に回
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しますよということ自体がおかしいと。これは予算を組み替えて、執行残については別途予算を

組んでそういう請負工事を計上していくと、減額をしてですね。そういうのが手順になるかと思

うんですよ。 

 ですから、私が申し上げているのは積算根拠を持って、そういう予算編成をして、ちゃんと補

正予算で反映させていくということが必要じゃないかと思うんですが、そこら辺の手順というの

が、担当課長はおわかりなのかどうか。ただいま町長から説明がありましたように、補助金も場

合によっては増額のことも予定をされるというようなこともあるんですが、そこら辺も見きわめ

て、一緒になって執行することが適正な予算執行ではないかと、これが行政の本来の姿ではない

かというふうに、これは指摘をして、回答は要りませんけれども、今後十分注意をして執行に当

たっていただきたいというふうに思います。 

○町長（日髙 政勝君）   

 御指摘にありますとおり、当初から本当は外構とか必要な部分もやるべきで、いわゆる予算の

中に計上してやるべきでありましたけれども、なかなか先ほどから申し上げているとおり、非常

に事業費規模が上がったということもあったものですから、この辺についてはちょっと後々財源

の状況を見ながら、補正でも、あるいは年次的にやっていくという考え方であったんですが、今

度入札残がたまたまこういう形で出ましたので、これについては、当初の契約としたら追加工事

になりますので、外構とかそのほかはですね。これはもう、この入札残というのはおっしゃると

おり、補正で減額をして、新たな工事として、またこういう外構とか、あるいは撤去とか、そう

いうものについては予算を計上していく、そういう予算の正式な手続を踏まえた上で対応をする

必要があるかと思っておりますので、その辺はまた今後御提案を申し上げていきたいと思ってい

るところであります。 

○議長（平八重光輝議員）   

 ほかに質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（平八重光輝議員）   

 質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

 お諮りします。本件は会議規則第３９条第３項の規定によって、委員会付託を省略したいと思

います。御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（平八重光輝議員）   

 異議なしと認めます。よって、本件は委員会付託を省略することに決定しました。 

 これから、討論を行います。討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（平八重光輝議員）   

 討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

 これから、本件を採決します。 

 お諮りします。本件はこれを可決することに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（平八重光輝議員）   

 異議なしと認めます。よって「議案第５５号 旧白男川小学校改修工事請負契約の締結につい

て」は、可決されました。 

 ここでしばらく休憩します。 
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 再開は、おおむね午前１０時４５分といたします。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

休憩 午前１０時３４分 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

再開 午前１０時４５分 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○議長（平八重光輝議員）   

 休憩前に引き続き会議を開きます。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第１２「議案第５６号 平成３０年度さつま町消防

本部高規格救急自動車購入契約の締結について」、日程

第１３「議案第５７号 平成３０年度さつま町消防本部

高度救命資機材購入契約の締結について」   

○議長（平八重光輝議員）   

 次は、日程第１２「議案第５６号 平成３０年度さつま町消防本部高規格救急自動車購入契約

の締結について」及び日程第１３「議案第５７号 平成３０年度さつま町消防本部高度救命資機

材購入契約の締結について」の議案２件を一括して議題とします。 

 各議案について、提案理由の説明を求めます。 

〔町長 日髙 政勝君登壇〕 

○町長（日髙 政勝君）   

 それでは、「議案第５６号 平成３０年度さつま町消防本部高規格救急自動車購入契約の締結

について」、「議案第５７号 平成３０年度さつま町消防本部高度救命資機材購入契約の締結に

ついて」であります。 

 これは、高規格救急自動車購入及び高度救命資機材購入につきまして、去る７月２６日、それ

ぞれ入札を執行いたしましたことから、さつま町議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は

処分に関する条例第３条の規定に基づき、議会の議決を求めるものであります。 

 内容につきましては、消防長に説明させますので、よろしく御審議くださるようお願いをいた

します。 

〔町長 日髙 政勝君降壇〕 

○消防長（中間 博巳君）   

 それでは、「議案第５６号 平成３０年度さつま町消防本部高規格救急自動車購入契約の締結

について」、内容の説明をいたします。 

〔以下議案説明により省略〕 

○消防長（中間 博巳君）   

 続きまして、「議案第５７号 平成３０年度さつま町消防本部高度救命資機材購入契約の締結

について」、内容の説明をいたします。 

〔以下議案説明により省略〕 

○議長（平八重光輝議員）   

 これから、ただいまの議案２件について、一括して質疑を行います。質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（平八重光輝議員）   

 質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 
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 お諮りします。ただいまの議案２件は会議規則第３９条第３項の規定によって、委員会付託を

省略したいと思います。御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（平八重光輝議員）   

 異議なしと認めます。よって、ただいまの議案２件は委員会付託を省略することに決定しまし

た。 

 これから順に討論、採決を行います。 

 まず、「議案第５６号 平成３０年度さつま町消防本部高規格救急自動車購入契約の締結につ

いて」、討論を行います。討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（平八重光輝議員）   

 討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

 これから、本件を採決します。 

 お諮りします。本件はこれを可決することに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（平八重光輝議員）   

 異議なしと認めます。よって、「議案第５６号 平成３０年度さつま町消防本部高規格救急自

動車購入契約の締結について」は、可決されました。 

 次に、「議案第５７号 平成３０年度さつま町消防本部高度救命資機材購入契約の締結につい

て」、討論を行います。討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（平八重光輝議員）   

 討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

 これから、本件を採決します。 

 お諮りします。本件はこれを可決することに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（平八重光輝議員）   

 異議なしと認めます。よって、「議案第５７号 平成３０年度さつま町消防本部高度救命資機

材購入契約の締結について」は、可決されました。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第１４「報告第７号 平成３０年度さつま町土地開

発公社事業変更計画及び事業会計補正予算（第２号）に

ついて」   

○議長（平八重光輝議員）   

 次は、日程第１４「報告第７号 平成３０年度さつま町土地開発公社事業変更計画及び事業会

計補正予算（第２号）について」を議題とします。 

 内容の説明を求めます。 

〔町長 日髙 政勝君登壇〕 

○町長（日髙 政勝君）   

 それでは、「報告第７号 平成３０年度さつま町土地開発公社事業変更計画及び事業会計補正

予算（第２号）について」であります。 

 これは、公有地の拡大の推進に関する法律第１８条第２項の規定に基づき提出がありましたの
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で、地方自治法第２４３条の３第２項の規定に基づき、別冊のとおり提出をするものであります。 

 内容につきましては、ふるさと振興課長に説明させますので、よろしく御審議くださるようお

願いをいたします。 

〔町長 日髙 政勝君降壇〕 

○ふるさと振興課長（市來 浩二君）   

 「報告第７号 平成３０年度さつま町土地開発公社事業変更計画及び事業会計補正予算（第

２号）について」説明いたします。 

〔以下議案説明により省略〕 

○議長（平八重光輝議員）   

 ただいまの報告に対する質疑は、９月２８日の本会議で行いますので、当日まで審議を中止し

ておきます。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△散  会   

○議長（平八重光輝議員）   

 以上で、本日の日程は全部終了しました。９月１０日は、午前９時３０分から本会議を開き、

一般質問を行います。 

 本日はこれで散会します。 

散会時刻 午前１０時５８分   
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平 成 ３０ 年 第 ３ 回 定 例 会 一 般 質 問 

平成３０年９月１０日（第２日） 

順 番 
（議席番号）

質 問 者
質  問  事  項  ・  要  旨 

１ （２） 

上久保 澄雄

１ 少子高齢化社会に向けた自治組織の維持と活性化策について 

  少子高齢化、人口減少が着実に進む中、地域コミュニティーの維

持存続は、予想以上に厳しい状況を迎えることが必至と考える。町

は５カ年間の実施計画により課題分析・振興策を示しているが、

様々な問題が顕在化してきている中、今後における地域組織のあり

方と活性化をどのように進めようと考えているか伺う。 

２ 自然災害への対応策の推進について 

 (1) 指定された避難場所において、生活の維持を図るため、施設

の環境整備を図る必要があると考えるが、町長の考えを伺う。 

 (2) 自力での避難要請が困難な方々に対する緊急通報システムの

整備促進を図る必要があると考えるが、町長の考えを伺う。 

 (3) 内排水の処理に対する機能充実を図る必要があると考える

が、町長の考えを伺う。 

２ （15） 

新 改  秀 作

１ 教育行政について 

 (1) 小中学校の全国学力・学習状況調査及び全国体力・運動能

力、運動習慣等調査の結果について伺う。 

 (2) 教職員の働き方改革の進捗状況について伺う。 

２ 児童生徒の安全対策について 

 (1) 学校内における危険箇所の把握と整備状況を伺う。 

 (2) 児童生徒の登下校における危険箇所マップ等の作成及び点検

状況並びにその対応策について伺う。 

 (3) 学校、ＰＴＡ、警察等の関係機関との連携について伺う。 

３ （１） 

上 囿  一 行

１ 学校再編後の跡地の利活用について 

  中学校再編による山崎中学校、鶴田中学校及び薩摩中学校の跡地利

用計画と再編が決まっている小学校の跡地利用計画について伺う。 

２ 小学校の第２次再編計画状況について 

  求名小学校、永野小学校及び中津川小学校の再編に向けた協議状

況について伺う。 
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順 番 
（議席番号）

質 問 者
質  問  事  項  ・  要  旨 

４ （４） 

柏 木  幸 平

 

１ 地域おこし協力隊について 

  地域おこし協力隊の幅広い活動内容によって、各自治体の地域活

性化に差が出ていると感じる。今後、どういった分野を目的とし

て、地域おこし協力隊員を募集しようと考えているか伺う。 

２ 体育施設の空調設備について 

  今年の夏の暑さは、気象庁が災害と表明するくらいの猛暑であ

る。宮之城総合体育館の避難所としての機能やスポーツ振興を図る

観点から、空調設備の整備が必要であると考えるが、今後の対応を

どのように考えているか伺う。 

５ （13） 

川 口  憲 男

 

１ ごみの分別について 

  ごみの収集は、可燃ごみ、資源ごみ及び不燃・粗大ごみ等２１品

目に分別してごみの減量化に取り組んでおり、さらに生ごみリサイ

クルも虎居地区をモデルとして実施されている。焼却処分場及び最

終処分場施設であるクリーンセンターの残余年数が迫っていること

から、次の２点について町長の見解を伺う。 

 (1) 生ごみリサイクルを全町内で実施した時にクリーンセンター

の活用を何年見込めると考えているか。 

 (2) 最近、町内に紙類の収集場や新聞紙等の回収を見かける。町

の不燃物売払い収入への影響をどのように捉えているか。 

６ （６） 

田 野  光 彦

１ 空き家・空き地対策について 

  高齢化に伴い、町内には放置された危険な空き家や空き地が増加

してきている。施政方針にある「安全・安心なまち」を構築するた

めに早急にその対策を講じる必要があると考えるが、特に次の４点

について、町長の見解を伺う。 

 (1) 空き家は町内にどのくらい存在しているのか。特に危険な空

き家はどのくらいあるのか。 

 (2) これらの家屋の固定資産税は納付されているのか。特に、大

きな施設等の固定資産税の納付状況はどうなっているか。 

 (3) これらの放置された危険な空き家は、本町の景観から見ても良

くないが、今後、どのような対策を講じていこうと考えているか。
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順 番 
（議席番号）

質 問 者
質  問  事  項  ・  要  旨 

 (4) 住宅と住宅の間の空き地では、夏場は雑草が茂り有害虫の発

生で住民に迷惑がかかり、冬場は枯れ草となって火災の危険も

ある。また、景観上も良くないと思われるが、今後、どのよう

な対策を講じていこうと考えているか。 
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○本日の会議に付した事件 

第 １ 一般質問 
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△開  議  午前９時３０分   

○議長（平八重光輝議員）   

 おはようございます。ただいまから、平成３０年第３回さつま町議会定例会第２日の会議を開

きます。 

 本日の日程は、お手元に配付してある議事日程のとおりであります。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第１「一般質問」   

○議長（平八重光輝議員）   

 日程第１「一般質問」を行います。 

 一般質問は一問一答式となっております。質問時間は答弁を含めて６０分とし、質問回数の制

限はありません。 

 質問通告に従って発言を許可します。 

 まず、２番、上久保澄雄議員の発言を許します。 

〔上久保澄雄議員登壇〕 

○上久保澄雄議員   

 おはようございます。 

 まず、質問に入ります前に、九州北部、西日本を中心とした豪雨災害、さらには北海道におけ

る大規模地震によりまして被害を受けられました多くの方々に対しましてお見舞いを申し上げま

すとともに、一日も早い復興を願うところでございます。 

 それでは、別紙通告書に従いまして、順次質問をしてまいります。 

 まず、１番目の少子高齢化社会に向けた自治組織の維持と活性化策についてであります。 

 国が、地方創生、一億総活躍社会の実現構想を掲げてから久しいわけでございますけれども、

本年１月時点における人口動態調査によりますと、全国で前年比約３７万４,０００人減少、過

去最大の減少率となっており、本県では４７都道府県で１４番目に高い減少率となっております

が、相変わらず東京を中心に三大都市圏への一極集中は是正されていないわけでございます。 

 国におきましては、２０４０年ごろには６５歳以上の人口がピークになり、歴史上経験したこ

とのない時代に直面することになるとして、これらの諸課題に対する具体的な解決策を検討する

よう、先般、地方制度調査会に諮問がなされたところでございます。 

 本町においては、第２次総合振興計画の基本計画の中で、少子高齢化・過疎化の進行、集落機

能・活力低下、地域コミュニティーの問題等の克服への取り組む姿勢が力強く明記されており、

町長は本年度の施政方針におきましても、町民が夢と希望の持てる元気なまちの実現に取り組む

とされております。 

 また、自治会、町内会は、地域内の生活の場に生ずるさまざまな協働の問題に対処する組織、

いわゆる自分たちの地域は自分たちで考え処理しなさいという立場であるという一方、あわせて

公共行政の補完、協力を行う自治的な住民組織でもあるとしております。 

 この位置づけのもとに、各公民館、公民会におきましては、町からの活動助成を受けながら、

集落維持のための費用として、その大半は会員からの負担で賄っているのが現状でございます。

組織への加入率の問題、役員の世代交代、各種行事への固定した参加者、これは特定の方々とい

う意味でございますが、施設の維持管理に対する負担などなど、人口減少と高齢化は地域活動の

阻害要因として自治活動に大きく影響を与えてきつつあります。 

 そこで、町としては、これらの現状と具体的な課題をどのように捉え、少子高齢化社会におけ

る地域組織の維持と活性化についてどのように進めていこうと考えておられるのか、お伺いをい
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たします。 

 次は、２番目の自然災害への対応策でございます。 

 まず、例年にない猛暑日続きで、まさに異常気象と申しますか、集中豪雨や台風、火山活動、

地震など、全国各地で災害が多発してきておりますが、このような中において、我がまちの自然

災害への対応策について質問してまいりたいと思います。 

 まず、１番目の、避難所のあり方であります。 

 災害の危険が迫った場合、一時的に避難する施設として町内に３７カ所の指定緊急避難場所が

指定をされております。近年の厳しい気象状況下においては、空調等が完備しているところはよ

いですが、そうでない施設の場合、また、洋式トイレもそうでありますけれども、体力の弱い高

齢者や子供さんなど、長期化する避難生活には、精神的にも、また身体的にも大きな影響が出て

くる可能性があります。 

 また、プライバシーにも配慮した対応も検討の必要もあるかと考えますが、お伺いをいたしま

す。 

 次は、２番目の自力避難要請の困難者への対応についてであります。 

 現在、各公民館、公民会の組織を通じて、自主防災組織や隣人等が独居老人や要介護支援者に

ついての安否の確認、避難の助成等を行うこととなっております。まさに共助の精神でありまし

て、それぞれが役割を分担しての活動であり、今後ますます大事になってくる取り組みであると

考えます。 

 そこで、お伺いしますが、体の不自由な方や独居老人等で、自力で避難、救助要請の困難な

方々に対する緊急通報システムにつきましては、既に本町でも導入がなされておりますが、それ

こそ１分１秒を争うような緊急事態時においては、本システムは災害以外の面においても極めて

有効なツールであると考えます。 

 しかしながら、普及率については、低い状況にあるようでありますので、これは制度の周知と

支援体制の一層の充実を図る必要があるのではと考えますが、伺います。なお、あわせて制度の

導入状況と利用内容等実績についてもお伺いをいたします。 

 最後に、内排水対策についてであります。 

 この件については、以前にも質問をいたしましたが、今回の西日本豪雨災害についても、内水

の排水が十分に機能しなかったために浸水が長期化した原因ともなっております。 

 本町におきましても築堤箇所が存在しており、内水による被害発生の可能性が高いわけであり

ます。また、過去においても、その例があるわけであります。したがいまして、排水ポンプの配

置やポンプ車の増、さらには固定した排水施設の整備など、本町のみでの対応が困難であるとし

たら、隣接市との広域での取り組みも１つの方法であると思いますが、考え方をお伺いをいたし

ます。 

 １回目の質問を終わります。 

〔上久保澄雄議員降壇〕 

〔町長 日髙 政勝君登壇〕 

○町長（日髙 政勝君）   

 おはようございます。上久保澄雄議員から、自治組織の維持と活性化方策、自然災害の対応策

への推進、２項目についての御質問をいただきましたので、お答えをさせていただきます。 

 御質問のとおり、町の公民会、公民館におきましては、人口の減少、あるいは担い手不足とな

ります人材の高齢化が進みまして、公民会長などの役員選出の困難とか、あるいは戸数が減るこ

とによって住民負担の増加になる、そしてまた地域行事であります伝統行事等の維持継続という
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ことが、年々厳しい状況にあると考えております。いわゆる地域の活力が、年々衰退の方向にあ

るというのが現状にあるかと思っております。 

 各区の公民館におきましては、平成２８年度から平成３２年度までの５カ年計画となります地

域づくり活性化計画を策定していただいております。これにつきましては、さつま町にとっては、

こういうことは、ほかの市町村には余り見られない例でございますけども、こういう計画に基づ

いて、自分のまちは現状がどういう立場に、どういう環境に置かれているのか、そしてまた、そ

ういうことをしっかり把握した上で、未来に向かってどういう村づくりを描いていくかというの

が、やっぱり地域全体で考えていくということが最も基本なことでありますので、こういう視点

に立ちまして計画づくりを進めているところでございます。 

 本年度は、先ほど申し上げました５カ年計画の３年目ということになっておりますので、計画

の検証ということで進行管理もしっかり行っていただくようにお願いもいたしているところであ

ります。あわせて、計画を実践していただくために、町のほうでは地域元気再生事業の補助金も

拡充しながら支援を行っておるところであります。 

 また、高齢化と戸数減に伴いまして、公民館、公民会の運営負担ということが非常に叫ばれて

おりますので、公民館につきましては、そういうことに対処するために平成２７年度から、この

公民館活動の運営補助金の増額を行ってきておりますし、そういった財政支援も行っております。

本年度からは、いわゆる区の公民館長、行政の立場からいいますと地区の行政推進員という役割

も兼ねてもらっているわけでありますが、そういうことで報酬の増額も行ったところでございま

す。 

 新たな取り組みとしましては、自治活動をサポートするために、本年度から地域づくり支援員

を配置いたしまして支援をいたすことにいたしております。具体的には、これまで設置をしてお

りました公民館主事とか、あるいは社会教育指導員を再編いたしまして、新たに地域づくり支援

員ということで拠点の公民館等に配置をいたしまして、複数の区の公民館を所管する形で支援を

行うことといたしたところであります。業務内容的には、公民館主事とか社会教育の指導員が担

ってきておりました業務に加えまして、新たに地域力の向上に係る情報の提供とか収集、あるい

は相談活動、あるいはこういった活動を支援するということにいたしているところであります。 

 現在、支援員につきましては６名でございますが、これまでの高齢者学級などの社会教育法に

基づいた公民館の運営ということにいたしておるところでございますが、そのほか、区の公民館

とか行政との連絡調整、あるいは事務事業の支援、区公民館の推進体制及び連携体制づくりの支

援などについても、この業務を行うことにいたしております。もちろん、いろんな研修をする場

合の企画、実施についても行うようにいたしているところであります。 

 さらに、リーダーの育成とか課題解決に向けました地域活性化の取り組みなどについては、本

年度より企画財政課に地域振興係という専門の係を設けましたので、役場内の横断的な取り組み

を行うなどして関係課と協議をしながら、連携を深めながら、さらなる支援体制の充実の検討を

進めてまいることにいたしております。 

 一方で、本町では、先ほどから出ておりますとおり、戸数がだんだん減っていくということで、

役員のなり手もないとかいろんな課題もありますので、公民会の再構築を喫緊の課題としまして、

積極的に公民会の合併についても推進をいたしているところであります。今後におきましても、

地域活力を維持発展させるための一つとしまして、公民会合併が必要であると考えておりまして、

これについては自主的、主体的な合併の話し合いというのが必要でありますので、そういったこ

とを促進してまいりたいと考えております。 

 次の、大きな２番目の自然災害への対応策の推進についてでございます。 
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 指定されました避難所につきましては、生活の維持を図るための施設の環境整備の関係でござ

いますが、近年、毎年全国で大規模な災害が発生をしまして、人命はもとより、生活空間に大き

な被害をもたらしております。特に梅雨期の大雨とか台風などの水災害というのは、どうしても

６月を中心に、出水期と言われる夏場に集中をして発生をいたしております。近年の地球温暖化

の影響などもありまして、３５度を超えるような過酷な猛暑の条件下で、指定避難所で過ごされ

ると、そういうことについては、避難住民の皆様方の心労とか健康被害等について、意を払わな

ければならない課題と受けとめているところであります。 

 災害時の避難所につきましては、あくまで非常時の緊急的な避難ということで、臨時的な措置

という捉え方でございます。そこで日常的に生活することは想定されていないところであります

ので、避難が長期化する場合においては、状況によってでありますが、仮設住宅とか、あるいは

町営住宅、そういった生活可能な空間の準備をする必要がございます。これまでも、そういった

状況も入れた対策がとられてきておるところでございます。 

 ただ、一日、二日ということもありますけども、場合によっては、ちょっと避難も長引くとい

うこともありますし、先ほどありましたように、最近の気象状況というのが猛暑、酷暑になって

おりますので、そういったことを考えますと、時代の要請として、そういう避難所のあり方とい

うのを再検討することも必要かなと思っております。 

 数時間のこととはいいまして、ございましたとおり、暑さの対策とか、あるいはトイレの洋式

化の問題とか、あるいはプライバシーが確保できるような設備をするとか、いろいろあるかと思

いますので、これまで段階的にトイレの改修、いわゆる洋式化も進めてきております。それとま

た、組み立て式のトイレの備蓄もいたしておりますし、プライベート空間確保のための段ボール

製のパーティションの設置ができるものも備蓄をいたしておりますが、こういうところも今後も

必要かと思っております。 

 指定避難所の中でも、集会施設などについては快適と言えないところもございます。特に体育

館、これのところは非常に厳しい環境下にあるかと思っているところでございます。災害の規模、

あるいは対象地域の状況によりますが、こうした施設については、まだまだ空調施設等も整備さ

れていないところでございます。したがいまして、地域の集会施設を臨時的に使用させていただ

く、こういった臨機応変の対応も必要になってくるかと思っております。 

 また、一般の避難所で過ごすことが困難な方々については、一時避難としては、今、町が

３７施設の避難所を設けておりますが、そこに避難をしていただいて、もし、どうしてもそこで

過ごすことが困難な方については、２次的に町で指定をしました福祉避難所というのがございま

すので、そちらのほうに移動をしていただくということになろうかと思っております。これまで

宮之城の保健センターとか鶴田の保健センター、薩摩の農村環境改善センターの３カ所を福祉避

難所として設置をしておりましたけども、これらの、今後需要が増加するんじゃないかと、そう

いうことに鑑みまして、今年度、新たに社会福祉施設を運営いたします５法人と、災害発生時に

おける福祉避難所の設置運営に関する協定書を、ことしの４月１日に締結をいたしたところでご

ざいます。高齢者の方、障害者などの要配慮者に対しての、専門職とか専門的な施設等の整備さ

れたところで受け入れ態勢を充実してきたということでございます。 

 いずれにいたしましても、万が一被災をした場合は避難所に避難をし、助け合う、命をその後

もしっかり守っていくということが必要でありますので、避難者の皆様の健康被害を最小限に抑

えるための環境対策というのは、それぞれのケースに応じまして、今後も引き続き臨機応変に対

応をしてまいりたいと思っております。 

 それから、自力で避難要請が困難な方々に対する緊急避難システムを整備する必要はないかと
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いうことであります。 

 現在、緊急時に避難を要する場合におきましては、支援が必要な方につきまして、災害時要援

護者制度を設けております。事前に登録をしていただくことで、地域の方や行政のほうで、あら

かじめ援護者を把握しまして、いち早く支援を行える制度でございます。現在、町内では

４６７名の方が登録をしていただいております。 

 これらの中で、避難準備段階でありましたり、あるいは急病などを含みまして緊急的な連絡、

通報も必要な場合がございますので、その連絡手段の確保も大事なことであります。携帯電話に

おきましてはシニア向けの機種も発売をされておりまして、ボタンのワンクリックによりまして、

家族を初めとする登録者に連絡できるものもございますけれども、高齢者の方では機器を持たな

い方も多くいらっしゃるところであります。 

 町におきましては、緊急時の通報体制を確保するため、機器のボタンを押すことで専門の事業

者に通報される、おっしゃったこの緊急通報体制の整備事業、これと、近隣の方に通報される公

民会福祉無線通報体制整備事業を設けているところでございます。現在の利用者につきましては、

緊急通報体制整備事業が７名、前年度の利用内容では、急病による緊急通報が１件、相談・連絡

が６件、事業者からの定期的な安否確認が１６１件など、その他を含め２１７件となっておりま

す。 

 また、福祉無線の通報体制整備事業におきましては、６３名の方が利用をされております。 

 今後におきましても、高齢化の進行に伴いまして、ひとり暮らしや高齢者のみの世帯の割合が

年々高くなりますことから、御質問にありますように、緊急時の通報体制がさらに確保されるよ

うに、高齢者の皆さんとか、あるいは、押すと対応していただきます地域の福祉関係者の皆さん

方に広報、啓発をしてまいりたいと思っております。 

 実は、一昨日の土曜日、救急の日で、救急週間でありますけども、土曜日の日は町のほうでも、

救急医療、救急週間ということで、薩摩郡の医師会病院と一緒になって救急医療講座を開設をい

たしたところでございますが、約２００名近くの方がおいでをいただきました。特に今回の場合

は防災について避難の関係とか、そういうことも中心にお話をさせていただいたところでござい

ます。関係機関のほうからも注意の喚起をして、自分の命は守るということやら、共助の体制の

大事さということについてもお願いをいたしたところでございます。 

 最後に、内排水の処理に対する機能充実についてでございます。 

 川内川の本流については、御案内のとおり河川激特工事が無事に完成をし、そしてまたダムの

再開発工事についても本年度で終了ということでございますので、外水からの被害というのは、

平成１８年以上の雨が降らない限りは大丈夫だろうというふうに思っております。 

 ただ、全て安全ということでは決してないわけでありまして、今の雨の降り方というのは、時

間１００ミリを超えるというような、想定を超えるような大きな雨でございますので、そういう

ことがありますと、また氾濫があるということは想定をしていかなければならない。さらにまた、

ソフト的な避難体制というのは常に考えておく必要があろうかと思っているところであります。 

 そのようなことから、あとはおっしゃるとおり、内排水の処理の関係でございます。 

 現在、町のほうにおきましては、内水対策を図るために、毎分８トンの排水処理能力のある内

水対策用の水中ポンプを１２台、自前で購入をして所有をいたしております。出水期の初めの

６月上旬に、内水被害に遭遇する頻度が高いと思われる箇所については、事前に水中ポンプを配

置いたしているところであります。 

 また、内水被害が想定をされる、特に低地であります虎居の樋門でございますが、そこに町の

ほうから強い要望をいたしまして、何とか排水ポンプ車を設置していただきたいということでお
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願いをしまして、１台、実現をしたところでございます。これについては、毎分６０トンの排水

処理能力があるポンプ車でございますが、これについては、そのような事態になる前に、川内川

の河川事務所の出張所を通じまして配置をしていただいているところでございます。 

 なお、この排水ポンプ車の増車については、国交省とかそういうところには毎年要望はいたし

ておりますけども、もう今は川内川流域全体の、そういう中で、上流、下流、ポンプ車もありま

すけれども、それをお互いに使うなら、川内川流域一帯ですので、なかなか厳しいところはあり

ます。国交省とされましても、ほかの九州管内で大きな被害がない場合は、そちらのほうから融

通し合うというような考え方も持っていらっしゃるところでありますが、とにかく、私どもとし

ましては、常にそういう内水排水対策については、国交省のほうには毎年お願いをいたしている

ところでございます。 

 以上で答弁を終わります。 

〔町長 日髙 政勝君降壇〕 

○上久保澄雄議員   

 ただいま、少子高齢化社会に向けた自治組織の維持と活性化策についてということで答弁をい

ただきました。いろんな手立てをされていることは理解をいたしております。報酬の改定、ある

いはまた地域の活動助成金、補助金の増額とか、そういった形での支援というのは十分いただい

ているかというふうに思っております。 

 ただ、この少子化、あるいは高齢化社会に向けた町の施策という面で、いろんな施策を企画さ

れておるんですけれども、この諸計画に基づいて、地域のコミュニティーの維持存続を現状のま

まで図っていくと、これはもうとても私はできないんじゃなかろうかと。現段階では、今の状態

で何とかできておりますけれども、先ほど申し上げましたように人口動態調査とかそういった数

字、町のほうとしては６０年ですか、１万５,０００人をキープするんだと。私は、ちょっと厳

しいんじゃなかろうかと、非常に割り込むんじゃなかろうかという気がいたしてます。そうなり

ますと、現在の半分ぐらいになるわけです、人口の。それで地域の今のシステムが、果たして正

常に機能するかどうかということを危惧しているわけでございます。 

 財政的な支援と、これは、先ほど申し上げましたようにありがたいことでございますが、ただ、

地域によっては、例えば戸数が５戸とか１０戸に満たないと、非常に少数の公民会とか。これも

町長のほうで先ほど申されましたが、公民会合併はさらに進めていくんだという話でございます

けれども、なかなか、これは相手あっての話で、ほんなら隣と合併しましょうと簡単にはいかな

い問題もいろいろあるようであります。そういう中で、５戸であっても単独で維持していくんだ

といったところもございます。 

 そういった状況の中において、特に福祉の分野なんですが、この分野については、各行政の所

管に関する分野まで、もう地域にどんどんおりてきているんです。具体的に申しますと、例えば

地域支え合い推進員とか、在宅福祉アドバイザー、健康づくり推進員、これも一本化されたんじ

ゃなかろうかというふうに思いますが。こういうふうにして、やはり最後に頼りとするのは近隣、

近所、お隣さん、ここが一番頼りになるわけですけれども、なかなか手が回らないと。非常に高

齢者の方、対象者の方は多くなってきている、最近ですね。そういった意味では、この役を受け

られた方々は、非常に大変な思いをされているんじゃなかろうかというふうに思うところでござ

います。 

 したがいまして、町の中心部を除く周辺部の各公民会、公民館の大方は、もう想像以上に少子

化、高齢化が進んでおります。公民会の組織自体の維持も危ぶまれるといったような状況も、そ

ろそろ生じてくるんじゃなかろうかというふうに危惧しているところでございます。自治組織で
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すから、これは、あくまでも自分たちで自分たちのことはやると、できることはやるんだと、こ

れはもう基本ですので当然のことですが、要は行政からおりてくる部分が、もう地域としては、

これ以上おろすところはないわけですね。地域で誰かお願いしようかなと、これはもうできない

わけでして、地域で全部受けんにゃいかんということになるわけですので、その辺については十

分行政のほうと、町とされても考えながら取り組んでいただきたいと。 

 中心部の非常に人口の多いところ、こういったところは人材も豊富でしょうけれども、末端の、

非常に戸数も少ない、人口も少ないというところに、役だけはいっぱいくると。これでは、もう

受けようもないと、１人で３つ、４つも役を受けんにゃいかんというような体制も生じてまいり

ますので、かなりの負担となってくるというところが、非常に大きな課題であるというふうに思

っております。 

 町としては、町民に対して、常に夢あるいは希望を与え、その実現に努力をされていくという

ことは、これはもう改めて申し上げるまでもないんですが、一方においては人口の推移など、将

来の動静をある程度想定しながら、地域の活性化につながるような組織のあり方についても、研

究検討をされていく時期に来ているんじゃなかろうかというふうに思います。 

 国においては、どのような答申が今後出されるのかは判りませんけれども、町全体として、行

政と地域の役割といいますか、立場について、新たな時代に対応した自治組織の構築という考え

方もあるのではないかと考えます。こういった面についても検討をする必要があるというふうに

思います。まだ早からよということじゃなくて、この問題についても、ひとつ検討をしていかれ

る必要があると思いますが、町長、再度お聞きいたします。 

○町長（日髙 政勝君）   

 今、議員のほうからございましたとおり、将来を展望したときに人口減というのは、日本の社

会、さつま町に限らずですけども、もう日本全体がどんどん減っていく。今１億２,７００万人

とかそういう人口が、やがては８,８００万人ですか、そういうところまで減って、一番懸念を

されるのが、例えば自治組織としてはもちろんでありますけども、治安をする、そういう、例え

ば警察官になる若者がいない、自衛隊に入る若者がいなくなる、本当に厳しい世の中が、これか

ら到来するだろうと。 

 今、「未来の年表」という本が出ておりますけども、その第２弾が出ておりますが、それを見

たら、これは日本の社会は本当どうなるのかなと、非常に危惧を抱かざるを得ないわけでありま

すけども。もちろんおっしゃるとおり、さつま町も今度の地方創生の総合戦略の中で、これから

の人口の流れを見たとき、今２万１,０００人ですが、約半分、１万１,０００人になるだろうと、

そういう推測は出ております。これを何とか、人口減に歯どめをかけるということは至難のこと

ですから、その人口減をいかに緩やかなものにして、減を先延ばして、そういう手だてをやっぱ

りしなければならないということで、早くからこういういろんな手だてを講じてはおりますけど

も、本当に子供がこれだけ産まれない社会に、誰が想像したんでしょうかね、こういう時代が来

るということを。子供がたくさん産まれるのは、もう当然の成り行きとしてあった時代が、全く

その想定が崩れてしまったということですので、もう支える人がいなくなると。日本の今までの

若者中心の社会の構造システムというのが大きく変わってくる、いろんな社会のところまで支え

る人がいなくなるわけですから、いろんなシステムが見直しをせざるを得ない、そういう時代に

入ってくるということを認識しなければならないと思っております。 

 やはり、行政といっても、限られた財源でありますし、限られた職員でありますので、行政が

全て、町民の全てにわたる生活のあらゆる分野まで面倒を見るというのは、これは限界がありま

す。財政的にも職員の数からしてもですね。そういう社会においては、やはり身近な共同生活を
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している、社会生活をしている隣近所、そういう人たちがお互いに、高齢化はどんどん進んでい

って、本当に高齢者の皆さん方が支えていかんにゃいかんという時代なんですけれども、元気な

方はやはりそういう社会性をもって、お互いにみんなで助け合っていく共助の社会、それがこれ

からはどうしても必要になってくると思っております。お互いに支え合っていく、助け合ってい

く、この隣保共助の精神というのは、これからは非常に大事かなと思っております。 

 したがいまして、とにかく戸数自体もどんどん減っていきます。若者がもういなくなるわけで

すので、時々ＵターンとかＩターンとか、時にはあるかも判りませんが、それはごくわずかなこ

とであります。それで、やはり共存共栄をするためには、戸数が減っていけば、やがて、私は今

の公民館さえも合併をしなければならないだろう、そういう時代が来るかと思っております。組

織の問題を言えばですね。社会のいろんな活動というのが、そういう広域的な考え方で支え合っ

ていかないと成り立っていかんということになるのじゃないかなというふうに思っております。 

 したがいまして、今からでも本当に意識のあるところは、そういう公民会ではなくて公民館の

合併についても、これからは考えていく時代だと思っております。そうしないと、なかなか自治

組織の活動というのが難しくなっていくのかなと思っております。我々も、本当おっしゃるとお

り、行政事務というのは、自治組織である公民会の会長さんには行政連絡員、館長の皆さん方に

は行政推進員という立場で、自治活動を地元ではしながら、一方では役場のいろんな業務のお手

伝いもしていただくということで、役場の業務もおかげさまで順調にいかせてもらって感謝をい

たしておるところであります。 

 これも、おっしゃるとおり、役員のなり手もないということになると、今後のあり方というの

はどうするのか。例えば、どなたか専門の方に委託をしてやっていくのかということもあります

が、やはり地域の実情のことを判っていないと、なかなか運営も伝達もうまくいかないという一

つの隘路もあるんですけども、新たなシステムというのは、これから研究をしなければならない

と思っているところでありますが、今、こうしますという段階にはありませんけども、とにかく

そういう方向は大事かなと思っておりますので、いろんな関係機関とも、いろんな取り組みをし

ているところもまた調査をしながら、さつま町に適した方向についても研究をしてまいりたいと

思っております。 

○上久保澄雄議員   

 私がお聞きしたかったのは、ただいま町長が最後に申された、その件でございます。 

 人と同じようなことをやったって、いざ困った困ったと、そうじゃなくて、今回提案もなされ

ておるようでありますが、これはまた今から審議をする段階でございます。新聞には一部掲載さ

れましたけれども、包括業務の委託といったような、他に先駆けて、やはり常に検討していくと、

取り組んでいくと、この精神がやっぱり一番大事だろうと。今の公民会の話をしましたけれども、

なかなか地域の組織ですので、行政としてもあんまり立ち入るわけにもいかんような部分もある

だろうとは思いますが、公民館を中心として公民会、今後のあり方を、やはりこれは検討されて、

将来は人口が少なくなった場合、こういう方向性はどうだろうかなということも検討していかれ

ることは一番重要であるというふうに思います。 

 これについては、町長の答弁で、私の質問は終わりたいというふうに思います。 

 次に、災害の関係であります。 

 まず、避難所の関係でありますけれども、避難施設によっては、地区が管理をする施設、それ

から町が管理をする施設といったようなことで、大から小まで、規模の、あるわけでありますが、

これを早急に整備するというわけにもいかないと思います。 

 しかしながら、最近における災害の発生状況からいたしましても、いついかなる事態が発生す
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るか、もう今は予測がつきません。それだけは大丈夫だと、これは待てと言えないことでありま

すので、はら、しもたということのないように、先に先に手を打っていくと、これが一番大事だ

ろうと、決して私は無駄にはならないと。多くの人命を失う、あるいは財産を失うと、むしろそ

ちらのほうが大変な損害になりますので、そこに銭がなかとか、財政がないと、厳しいと、財政

どころじゃないと思います。貴重な人命を守るというためには、幾らつぎ込んでも私はいいんじ

ゃなかろうかと、理解をいただけるんじゃなかろうかというふうに思っておりますので。 

 大型の体育館等の関係については、同僚議員が後ほどまた質問をされるということですので、

私はこの質問については、ここでとどめておきたいと、あとにお任せをしたいというふうに思い

ます。できるところは、逐次整備をされるように要請をして、この件については質問を終わりま

す。 

 また、２点目の緊急通報システムについては、了承をいたしました。これについては、可能な

限り周知し、利用者の普及を図られるように期待をいたします。 

 なお、最後に内水処理についてであります。鶴田ダムの再開発事業の完了をもって、１８年災

のこの激特事業も終わったわけでありますが、ひとまず川内川沿線の安全は確保されたというふ

うに考えますけれども、内排水対策については、依然としてそのままの状況であります。対策は

何もとられていないわけであります。堤防の一部が決壊という事態に至らずとも、川内川の水位

が上昇すれば、必然的に内水は排水できなくなるわけです。川内川の水位は高いわけですからね。

持っていきようはないわけですので、これは重要な問題だというふうに思います。 

 先ほど、町長のほうの答弁にありましたポンプ車の配置とか、あるいは排水ポンプの購入とか、

今現在あるようでございますけれども、いざ、どっかいけんかあったといって問題が生じたと、

それから持って走っては、私は遅いと、間に合わんという事態もあると思います。 

 したがいまして、やはりポンプ等については、幾らあっても足りないというふうに思います。

また、規模も能力的に毎分８トンですか、毎分８トンというのは、たまった水は、流入量よりも

排水のほうはとてもきかないと思います。６０トンのこのポンプ車は別としましても。 

 それから、何とかこの辺は、今も続けていらっしゃると思うんですけれども、広域的には取り

組めないでしょうが、国のほうに、今がちょうどいい機会じゃないかというふうに思います。こ

れほど災害が発生し、また河川氾濫という事態も相当発生をいたしている時期でございますので、

今が、この重要河川の災害対策といった面では、一番いいチャンスではないかと、機会ではない

かと思いますので、強く関係機関に要請をしていただきますように、これはお願いになりますの

で、要請をいたしまして、私のほうの質問は終わらせていただきます。 

○町長（日髙 政勝君）   

 避難所の問題につきましては、今は、避難所の設置基準というのが、ちょっと認知度が上がっ

てきているのが、スフィア基準というのが、これは世界的な基準ですけれども、国際赤十字など

が求めたものでありますけど、そういったものになればいいんですけど、なかなか日本の場合、

そこまで徹底をしていないというようなことが言われております。例えば、トイレは何十人に

１人とか、いろんな基準が、給水とか衛生とか食料、栄養、シェルター、居留地などの分野別に

最適基準というのが示されておるわけですけども、それは一つの目安というんですか、世界的な

目安ということになっておりますので、日本はなかなかそういう環境にまだ追いついていないと

いうような状況がございます。できるだけ一旦避難をして、命が助かったということであります

ので、避難をして、さらにまた健康状態が悪くということにならないように、助かった命で、そ

の後もしっかり守っていけるような環境整備というのは非常に大事かと思っておりますので、年

次的に、一挙にはいきませんけども、そういった整備については、今後、意を用いてまいりたい
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と思うところであります。 

 それから、排水ポンプ車につきましても、最近、国のほうもなかなか予算的に厳しいというこ

とで、ポンプ車の配置というのは、もうどこの市町村も実現をしていない。ほかのハードという

んですか、河川整備計画に基づいて、これだけ災害がありますと、すぐ災害復旧とかハード整備、

そちらのほうは金が物すごくかかるというようなことになっておりまして、このポンプ車の予防

的な対策というのが、なかなか今は、難しい状況がございます。 

 今は、いろんな関係機関と連携をしながら、すぐ対応ができる体制もありますけども、できる

だけそういう身近なところで内水への被害が出ないような対応というのは必要でありますので、

引き続き要望は続けてまいりたいと思っているところであります。 

○議長（平八重光輝議員）   

 大変失礼しました。 

 以上で、上久保澄雄議員の質問を終わります。 

 次は、１５番、新改秀作議員の発言を許します。 

〔新改 秀作議員登壇〕 

○新改 秀作議員   

 通告に従いまして、次の２点について質問いたします。 

 １点目、教育行政について。 

 １、小中学校の全国学力・学習状況調査及び全国体力・運動能力、運動習慣等調査の結果につ

いて伺います。 

 ２点目、平成２８年度に実施されました文部科学省、教員実態調査によると、小学校教員の

３３.５％、中学校教員の５７.７％が週６０時間以上の勤務、つまり、月８０時間以上の過労死

ラインを超える時間外労働をしています。厚生労働省が示す時間外労働、時間外勤務時間が月

８０時間以上の過労死ラインを超えているということであります。 

 昨年、同僚議員が、時間外労働８０時間以上を超える教職員について、町内の小学校４.７％、

中学校４.５％という報告があったところでございます。２０２０年度からは小学校で英語が教

科になり、授業時間もさらに増えることとなります。子供たちに質の高い授業をするためにも、

必要な仕事を絞り込むことが何より重要であります。ゆとりを持って教育活動を進める現場環境

が必要であるという認識から、本町の小学校教員の働き方を含めた学校現場の現状、進捗状況に

ついて伺います。 

 ２点目、児童生徒の安全対策について。 

 １、学校内における危険箇所の把握と整備状況を伺います。 

 ２点目、児童生徒の登下校における危険箇所マップ等の作成及び点検状況並びにその対応策を

伺います。 

 ３点目、学校、ＰＴＡ、警察等の関係機関との連携について伺います。 

 以上です。 

〔新改 秀作議員降壇〕 

〔教育長 原園 修二君登壇〕 

○教育長（原園 修二君）   

 新改秀作議員から、教育行政及び児童生徒の安全対策について御質問をいただきましたのでお

答えをさせていただきます。 

 まず、小学校６年生と中学校３年生を対象に実施されます全国学力・学習状況調査についてで

すが、平成３０年度の調査は、４月１７日に全国一斉に実施をされました。内容は、基礎的な知
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識を問うＡ問題と知識を活用した応用力が問われるＢ問題で構成をされておりまして、これまで

の国語Ａ、国語Ｂ、算数Ａ、数学Ａ、算数Ｂ、数学Ｂに加えまして、ことしは基礎と応用を総合

的に問う理科の３教科で実施をされました。その結果でございますが、小学校では全てにおいて

県の平均を上回っております。また、全国と比較をすると、わずかに全国平均を下回るものもあ

りますが、全体的に全国より、ややよい結果であるというふうに捉えております。 

 このように小学校は全体的に少しずつ伸びてきておりまして、今後は課題であるＢ問題で問わ

れる知識を活用した思考力、判断力、表現力などの育成に向けて、各小学校の授業改善をさらに

指導してまいりたいというふうに考えております。 

 次に、中学校でありますが、中学校はいずれにおいても全国平均を下回っており、教育委員会

としましても重要な課題であるというふうに捉えております。中学校教職員の危機感を喚起し、

積極的に授業改善が図られるよう、各中学校を指導してまいりたいというふうに考えております。 

 ただ、これらは町の平均から見た状況でありまして、小学校、中学校ともに顕著な成果を上げ

ている学校もありますので、教育委員会といたしましては、そうした学校の取り組みを町内全体

に行き渡らせるよう、情報提供、指導助言に努めてまいりたいというふうに考えております。 

 次に、小学校５年生と中学校２年生を対象に実施されます全国体力・運動能力、運動習慣等調

査についてでありますが、本年度の結果がまだ公表されておりませんので、２９年度の結果につ

いて概略を申し上げます。 

 全種目、これは９種目あるわけでありますが、トータルで見ますと、小学校女子は全国平均を

上回っておりますが、小学校男子、中学校男子、中学校女子は全国平均をやや下回っております。

また、種目別で見ますと、本町の児童生徒は全国と比べてよいものは持久力、投力、投げる力、

にすぐれております。一方、反復横跳びでは、全ての学年、男女ともに全国平均を下回る結果と

なっておりまして、本町の児童生徒は敏捷性に課題があるというふうに捉えているところであり

ます。 

 運動習慣につきましては、本町の児童生徒は学校でも家庭でも体を自主的によく動かし、運動

に対する意識が高いという結果が出ています。スポーツ少年団や部活動への加入率も高く、目標

を持って運動に取り組んでいます。その一方で、スポーツ少年団や運動部活動で常に運動をして

いる児童生徒とそうでない児童生徒との差が年々大きくなる傾向にあり、二極化していることが

大きな課題であるというふうに言えます。 

 今後は、体育の授業の中での運動の質的、量的な向上を目指す取り組みについて工夫改善を図

るのはもちろんでありますが、休み時間等での自主的に体を動かす工夫、家庭での運動量の確保

などについても、各学校へ指導を努めてまいりたいというふうに考えております。 

 次に、教職員の働き方改革についてでありますが、町内の小中学校１３校全校で毎日、出校時

刻と退校時刻、出退勤の時刻、これを記録しております。校長は全職員の勤務時間とともに健康

状況も確認をしながら教育活動を展開しているところであります。 

 教育委員会といたしましては、この記録をもとに学期に１回、実態を把握するようにしており

まして、ことし６月の１カ月間を調査しましたところ、時間外の勤務時間は一月で１人平均

３４時間５０分というふうになり、昨年度と比較をすると３時間程度減少をしております。学校

ごとの平均を見てみますと、１日当たり１時間程度の時間外勤務をしている学校が４校、１時間

３０分程度が５校、２時間程度が４校という実態になっております。課題としては教頭の時間外

勤務が多いことが上げられます。 

 現在、各学校においては、年３回、労働安全衛生委員会を開きまして働き方や職場環境の改善

に努めているところです。そして、現在実施している定時退校日の取り組みにつきましては、小
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学校では曜日を決めて週１回実施、中学校では部活動との関係から確実に実施できる日を学校ご

とに決めて、月１回から４回程度実施しています。中学校の部活動につきましては、現在、ノー

部活デーとしまして、平日１回、土日１回の週２回は休養日とするという取り組みを進めている

ところです。 

 また、本年度からは、夏期休業中、夏休み中にリフレッシュウイークを設定いたしまして、

８月１１日から１７日までの１週間は原則として行事や部活動等を行わず、教職員が年次有給休

暇等の休みをとりやすい環境づくりを行っているところです。さらに、報告文書の精選等を行い、

事務の負担軽減を図るように努めているところです。 

 今後におきましても、各学校において教職員の業務改善の意識化を図り、勤務時間の管理の徹

底と業務の簡素化、効率化を進めながら、良質な教育環境の維持に努めてまいる所存であります。 

 続きまして、児童生徒の安全対策について。 

 まず、各学校における危険箇所の把握についてでありますが、本町では毎月１日を安全点検の

日と定めておりまして、各学校では、町の教育委員会が示した点検項目をもとに、校内を数カ所

に分け、個人またはグループで点検項目に従って点検をしているところです。町教育委員会では、

これらの各学校の安全点検の結果を、原則として毎月１０日までに報告をさせ、各学校の施設等

の現状を早期に把握し、学校職員で対応できる箇所につきましては即時に対応させ、学校職員で

は対応できない箇所につきましては、町の教育委員会を通じて業者に対応させていただいており

ます。修理が済むまでは立入禁止等の措置をとり、安全確保に努めているところでございます。 

 また、ことし６月に大阪で発生しました地震において、登校中の女子児童が倒壊したブロック

塀に挟まれ死亡するという大変痛ましい事故がございました。これを受けまして、本町の全小中

学校におきましてもブロック塀等の緊急点検を行い、国の基準等に従い必要な対策を講じてまい

ります。 

 次に、通学路の危険箇所マップの作成状況等についてでありますが、町教育委員会では、平成

２６年３月にさつま町通学路交通安全プログラムを策定いたしまして、警察、道路管理者、保護

者等の関係機関の協力を得て、通学時における児童生徒の交通事故等を防止するため、通学路の

安全対策等を講じてきておりまして、平成２８年２月には対策や危険箇所等を追加、整理してき

ているところであります。 

 現在、町内の全ての小中学校において、各学校区内の危険箇所マップが作成されておりまして、

保護者や地域の方から情報を得たり、学校職員が実際に現地を確認したりして、毎年、危険箇所

マップの見直しをするように指導しております。 

 今年度は、先ほども述べましたブロック塀についても、通学路沿いにあるのかないのか、各学

校に再度、点検を依頼しているところでありまして、それに加えまして、本年５月に発生した、

下校中に児童が殺害されるという新潟市での痛ましい事件を受けまして、子供を対象とした犯罪

等が発生する可能性はないか、防犯の観点から通学路を再点検し、９月２８日までに危険箇所を

報告するように指導をしているところであります。 

 これらブロック塀等の倒壊の危険性や防犯の観点も含めて、各学校から報告されてきました危

険箇所等につきましては、関係機関の協力のもとに必要な安全対策を講じる予定であります。 

 ３点目に、関係機関との連携についてでありますが、町の教育委員会といたしましては、各学

校に対し交通安全や地域の危険箇所、不審者等への対応等について、児童生徒や地域の実態に応

じて具体的に繰り返し指導するよう通知文を発出したり、管理職研修会等で指導したりしており

ます。 

 また、町では２名のスクールガードリーダーを委嘱しておりまして、登下校の時間帯に各小学
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校区を巡回して見守り活動をしていただいているところであります。 

 各学校におきましては、学校で定める安全計画のもとに、危険予知トレーニングなどを通した

日常的な安全指導を行ったり、危険箇所マップを活用して地域での過ごし方を指導しているほか、

さつま警察署や交通安全指導員による交通安全教室や不審者対応訓練を実施したり、集団下校訓

練を実施したりしております。 

 また、ＰＴＡや地域の方々の協力を得て、主に登校時間帯に通学路で見守り活動をしていただ

いております。 

 先般、国においても、登下校防犯プランがまとめられ、「登下校時における児童生徒の安全確

保について」という依頼文が発出されました。これらも踏まえながら、今後も引き続き、町、学

校、家庭、地域、警察等の関係機関が連携しながら、それぞれの立場で登下校の安全確保や安全

指導の徹底を図り、児童生徒の事故防止に向けた取り組みに努めてまいりたいというふうに考え

ております。 

 以上であります。 

〔教育長 原園 修二君降壇〕 

○議長（平八重光輝議員）   

 ここでしばらく休憩します。再開はおおむね午前１０時４５分とします。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

休憩 午前１０時３４分 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

再開 午前１０時４３分 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○議長（平八重光輝議員）   

 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

○新改 秀作議員   

 ただいま、教育長から答弁をいただいたわけでございます。小学校では全てにおいて、県平均

を上回っているということでございました。中学校においては全国平均を下回っておるというこ

とで、これもまた、先生たちの指導も要するところでございます。 

 小中学校においては優秀な学校もあるということであるようでございます。そうした中で、学

力向上の取り組みといたしまして、１つに、家庭での生活習慣の改善というのも、一つの課題で

もあるわけでございますけども、私がちょっともらった資料によりますと、この家庭での子供た

ちが家庭での生活リズムの集計結果というのを拝見いたしました。 

 そうして見たときに、私たちも早寝早起き、朝御飯とかいろいろ言われた中で、子供たちの就

寝時刻が非常に遅い、１１時以降に寝る子が４０％ぐらい、隣の小学校ではいるようでございま

す。私もいろいろ聞いたり調べたりしたわけでございますけども、勉強する子ももちろんいる中

で、多分、ゲーム、スマホ、あるいはタブレット、インターネット、先日も新聞にもネットの依

存の問題化、いろいろ鹿児島のある先生が書いていらっしゃいました。それも、相当多いと思う

わけでございますけども、学校として子供たちに、子供たちの指導あるいは、家庭に対する指導、

この辺をどのように行われているものか、その辺の状況をお示し願いたいと思うところでござい

ます。 

○教育長（原園 修二君）   

 子供たちの就寝時間が遅いというお話が出ました。スマホとかゲームとの関係ということが新

聞等でも取り沙汰されているところですが、現在、スマホやゲーム、パソコン等の所持率という
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ものは、県の平均よりかは若干下回っております。所持率そのものは。それが、子供たちの生活

にどう影響しているかということなんですが、調査したことがあるんですが、平日の利用時間で

一番多い時間は、小学校では３０分未満が３０％、３０分以上１時間未満が２１％、中学校では

３０分以上１時間未満と１時間以上２時間未満が、同じ２４％というふうになっております。

ゲーム、スマホの利用というものは、やはり、少しずつやっぱ浸透してきておりまして、それが、

やはり子供たちの就寝時間との関係というものは、見逃せないというようなふうに捉えておりま

す。 

 今まで、スマホとかゲーム、それについては、例えば、ネットでラインの書き込みでいじめを

するとか、有害情報とか、出会い系サイトとか、そういったふうな警察の関連での問題として取

り上げられることはありましたが、昨年、本町出身の中津川出身の益田明典先生の家庭教育講演

会、これを３回、宮之城地区、鶴田地区、薩摩地区で行ったわけです。その中でお話しになった

のは、益田先生が言っているのは、スマホやゲームが子供たちの睡眠の質を、睡眠を妨げている

というような話をされました。ゲームをすることによって、脳の発育にやはり影響があるのでは

ないかなということの話をなさったんです。これまでは、ゲームやスマホが警察とかそういった

問題の観点から取り上げられることがあったのに加えて、今度は、医療の分野から、そういった

健康とかそういった問題からも取り上げられて、非常に注目を集めて、また、私どもにとりまし

ては、たくさん保護者が参加されましたが、大変衝撃的でショックを受ける内容でもありました。 

 現在、校外生活指導連絡協議会というところで、９時以降はゲームやインターネット、それを

使用しないようにということで、各中学校のＰＴＡ等にも連絡をしまして、保護者等の理解、啓

発をお願いしていることころです。寝る時間が遅くなると、どうしても朝は、朝食を食べないと

か、そういったのにつながったりして、活力を奪われますので、議員がおっしゃったとおり、早

寝早起き、朝御飯、そういったもの、基本的な生活というものがしっかり守られるように、特に

小学校、中学校の時代は、心身ともに発育していく時代でありますので、特に大事なことだなと

いうふうに考えているところです。これについては、また、きちんと学校を指導してまいりたい

というふうに思います。 

○新改 秀作議員   

 私もいろいろ近隣の子供たちとか、土曜日、日曜日、子供たちを見ていると、ラインとかＳＮ

Ｓ、多分だと思いますけども、昼間ですけども盛んにやっている姿を拝見するわけでございます。

小学生はいいけど、中学生、高校生がまだやっていると思うんですけど、これが、ちょこっと聞

いたら返事がこないとか、いろいろやっている姿を見ていますと、非常にそういうことで、最終

的にはいじめにつながる、もちろん学力の向上にも影響するんですけども、そういうことがある

と、いろいろ事件もあるようですので、その辺の指導のほうも徹底してもらいたいと思うところ

でございます。 

 これには、家庭あるいは学校、ＰＴＡ、そういった連携がもちろん必要でございますので、子

供たちを守る対策というのも、よく考えていただきたいと思うことでございます。 

 次に、子供たちの学力向上には、非常に５日の南日本新聞の広場のところに、学力向上には新

聞が一番の教材であるんだということを書いてあったわけでございます。私も、今回のテストの

問題を、算数と国語を拝見いたしました。なかなか、３回ぐらい読まんな判らんぐらい、私、頭

悪いからちょっとあれですけども、３回ぐらい判らん、読解力ですよね、非常に似たような問題

で、３回ぐらい読まんな理解できないような、非常にそういうのを感じたわけでございます。町

内で、この新聞の活用ということで、小学校、中学校、どれぐらい活用されているものか、その

辺をお伺いいたします。 
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○教育長（原園 修二君）   

 新聞等の活用についてということでありますが、全体的な、全学校の実態把握はしておりませ

んが、柏原小学校でそういう実践があるというのは承知をしております。 

 ＮＩＥという、新聞を教育に生かすという運動団体が展開をしている運動でありまして、多く

の学校でそれが取り組まれておりますが、柏原小は学校を挙げて組織的に取り組んでいるという

ことであります。 

 読解力ということでありますと、本町は、読書指導に関しましては、非常に歴史をもっており

まして、親子２０分間読書指導の発祥の地でもありまして、読書は、非常によくやられているん

ですが、今回の全国学力学習状況調査の結果を見ますと、必ずしも読書そのものが国語の実力に

結びついているかというと、必ずしも、そのままストレートに結びついているというふうには、

ちょっと読めないところがありまして、読書の内容、質と、質が学力にどう結びついていくか、

あるいは読書をどういう文章を読ませてというようなところですね。そういったところは、非常

に大事なんだろうなと思っております。そういう観点では、新聞等は文章がしっかりきちんと構

成がとれておりますので、そういう論理的な文章とかそういったものをやっぱり読ませるという

指導は、非常に有効であるというふうに考えておりますので、議員御指摘のとおりの、そういっ

たＮＩＥ、新聞を教育に取り組んでいくような、実践はそれぞれやられておりますので、少し、

体系立って教育委員会のほうもバックアップできるような体制をとっていければというふうに考

えております。 

○新改 秀作議員   

 読解力あるいは、思考力、表現力というようなふうに力説されていらっしゃるのもあるようで

ございますので、新聞も、今、なかなか若い人もネットで見たりして、親が見ない人がいたり、

そういうのもあったりするわけでございますけども、なるべく新聞の活用というのも要請したい

と思うところでございます。 

 スポーツの関係でございますけども、相当、今、スポーツ少年団の関係で、いろいろ運動能力

は差があるということで、入っている人と入っていない人の差があるということを、今、答弁で

あったわけでございますけども、これも、いろんな体育の授業だけでなくて、スポーツ少年団も

いろんなスポーツ行事に、いろんな積極的に参加して、競技力向上あるいは体力向上に努力され

ている立派な指導者もいらっしゃいまして、非常に私たちも感謝するわけでございますけども、

また、この子供たちが中学校の部活に、基礎をつくっていただいて中学校の部活で頑張るという

ような、また、非常にいい循環であるのではないかと思うところでございます。これも、運動の

機会をたくさん設けることにより、それらの課題の改善に向けて取り組んでいただけますように、

一つの要請しておきますので、これで済む問題は終わりたいと思うわけでございます。 

 ２点目の、教員の働き方改革についてでございます。先ほど、進捗状況をいろいろ御説明もご

ざいました。３時間程度減少している、時間外勤務時間が３時間程度減少している、あるいは、

新しくリフレッシュ休暇をつくったんだということも、あるようでございます。また、これが、

ちょっと前のあれと変わっているんかなあと思うわけでございますけども、今の、前回の同僚議

員の質問にもあったわけでございますけども、この授業の間の、朝、先生が学校に来て、タイム

カードでなくして、自己申告で、方式で書いて提出して、６０時間以上で注意を受けて、非常に

普通の会社と違って見えないわけです。見えないというか、これで何も悪いことをしているあれ

じゃないんですけども、私たちには非常に見えないというようなことであるわけでございますけ

ども、鹿児島県は聞いてみますと、ほとんど、この方式でいっているようなことも聞いておるわ

けでございます。私たちから見ると形式的な勤務時間の把握ではなく、きちんと実績を把握して、
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そういうことが課題とならないように、それぐらいしか今のところは見えないわけですけども、

それで一応、取り組みとしては、非常に納得もいかないところもあるわけでございます。 

 教職員は、改革は、まず、その都度、またいろいろ、指針も出てくると思いますので、その時

でいいんですけども、教頭先生に対しては、この前も大きく新聞に取り上げられましたとおり、

４時間半ぐらいの残業で、残業じゃなくして時間外があると。前回も、去年もありましたとおり、

この時間をほとんど、校舎の管理に使われていると、いうようなことでございましたけども、前

回の答弁でガイドラインの発表が、それを受けて県の指針があるのではという答弁をちょっと見

たわけでございますけども、その後、これはどのような現状であるのか、前と変わらないのであ

るのか、その辺をお伺いいたします。 

○教育長（原園 修二君）   

 まず、勤務時間の記録の件であります。これ、自己申告でありまして、タイムカードで、こう

押す方式ではありませんし、こういったタグでピッとこうやって時間を計るというものでもなく

て、それぞれがパソコンを立ち上げて、それに記入をするという方式ですので、おっしゃった御

指摘ありましたとおり、正確性という点では若干、課題が残ってくるんだろうなというふうに感

じておりますが、学校のほうに確認をしましたところ、概ね勤務実態と大差はないというふうに

捉えています。正確ではありませんが、少しずつでもそういった記録の仕方ということが改善さ

れていけばいいなというふうに考えているところであります。 

 教頭先生の、時間外勤務の縮減ということが非常に大きな課題なんですが、現在、定時退庁日

を週１回に設けておりまして、例えば、皆さんこの日は絶対６時までには帰りましょうとか、

５時半までには皆さん帰ってくださいという、これが定時退庁日なんです。本来、勤務時間終了

に帰るというのがもう定時退庁日ですが、勤務時間を定めてそれの日に帰ってもらう、ただ、ほ

かの先生は帰っても教頭先生はちょっと残ってなんかやっているというようなことなどもありま

すし、なかなか教頭先生まで徹底するということが、なかなか難しい状況も若干残っていると思

います。ただ、これらに関しましては、教頭先生も含めて早く退庁できるようなふうに指導して

いるところです。 

 長い理由としましては、鍵を管理するのが大概、教頭先生が持っておりまして、朝も一番であ

けて、帰りも閉めて帰ると。朝早く、６時半ごろに来る先生がいると、どうしても教頭先生は、

その前に行ってあけますし、あと、残って仕事をしている人が全部帰ったのを見届けてから帰る

と。特に中学校などでは、部活動等をして、そのあとで、またなんかこう業務をちょっとやって

帰るということがあって、どうしても遅くなりがちになります。この定時退庁日ということをし

っかり位置づけて、そしてあと、鍵の施錠等、曜日によっては校長先生にお願いしてもいいとい

うふうにして、分担してやってもらうように、そういったふうに、実際、やっているところもあ

りますので、そういう点では、縮減につながっているのかなというふうに思います。 

 またあと、いろんな調査等、教育委員会からも時間外に電話してこうやることがありますので、

委員会のほうからもできるだけ時間外に電話してということは避けるようなふうに依頼をしてい

るところです。 

 県のほうでは、働き方改革の委員会がありまして、その都度、話し合いの状況というものを報

告いただいております。それに基づきまして、それぞれの地域、学校において取り組んでいかな

いといけない部分というものがありますので、県全体でやっていくもの、基本的なものと、それ

から地域、学校に合わせたものと、よく分析をしまして、少しでも無駄な時間といいますか、無

駄にこうすることがないようなふうに、効率的な業務が展開できるようなふうにというようなこ

とで、指導してまいりたいというふうに考えております。 
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○新改 秀作議員   

 いろいろあるようでございますけども、この仕事の分担ができれば一番いいのかなあと思って

いるところでございます。子供たちも時によっては、親の仕事の都合で子供をどっか玄関まで送

って、まだ門があいていないのにということも聞いたわけでございますので、親も親やけど、や

っぱりそういうのもあるそうですので、少しでも負担軽減になればと思っているところでござい

ます。 

 続きまして、先ほど、先日、今の教育委員会の関係の、包括業務委託のことについて、お伺い

するわけでございます。 

 小学校の事務作業、先生たちに聞いても早くからだったわけですけども、事務作業の軽減とい

うのは、一番の課題ではあったかと思うわけでございます。これを民間委託となりますと、どの

辺の民間委託か判りませんけども、非常に守秘義務が発生したりするわけですけども、その辺も

どの程度、委託するのか、今のところで判っているところで結構でございますので、委託の程度、

全てちゅうわけにはいかんですけども、業務のどの部分をやろうかなと思っているのか、判って

いたらお示し願いたいと思うわけでございます。 

○町長（日髙 政勝君）   

 今回の包括委託ということで、県内で初めての取り組みでございますけれども、内容は、目的

はいろいろもう説明してありますので、今、お尋ねのこの教育委員会の業務の中で、包括委託と

いうものを考えられる業務としましては、給食、学校給食の関係、それから、用務員とかそうい

うことも一部出てくるのかなとは思っております。そのほかは、特段あれですけども、今のとこ

ろは、そういう、今、臨時職員の方をかなりお願いしておりますので、そういうところのカバー

ができたらというふうに考えておりますけど、ただ、これはすぐというわけにはいかん、いろい

ろ話し合いをしながら、いうことでありますので、そういう業務としての考えられる事項はその

ようなものかというふうに考えております。 

○新改 秀作議員   

 今、町長は給食業務、これは、私たちに、この渡された資料を見ると、小中学校を行う教育支

援及び学校事務と書いてあったから、私は、それをお聞きしたんですけども、これではないとい

うことで理解していいんですか。事務作業、学校で行う、先生たちが行う事務作業を委託すると

いうことではないわけですか。教育長は、その辺をおっしゃった。 

○教育長（原園 修二君）   

 今の学校の中で行われている事務というのは、さっき議員がおっしゃったように、個人データ

とか、そういったものなどの管理に関しましては非常に微妙なところで、そこら辺については、

今のところは全く考えていないところではあります。 

○総務課長（﨑野 裕二君）   

 ただいま、包括業務委託の関係の質問がありますので、包括的な、全体的な概要でありますけ

れども、こないだ全協でも説明申し上げましたけれども、６つの業務を予定しておりますという

ことで、お示ししましたけども、具体的な個々の事務につきましては、どういった事務を、今、

なされているのかを点検をしなければならないと思っています。その点検が済んだ後で、その点

検をしたここからここまでの業務は、委託ができるできない、そういったものは分離しながら進

めていきたいと思っております。 

 それから、町長から給食センターの話もありましたけども、給食センターにつきましても民間

委託ができる業務の一つであるということで捉えておりまして、その枠組の中には、一応、先行

する形の中では入れているところでございます。 
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○新改 秀作議員   

 長くなりますけども、私は、やっぱり先生たちの事務事業が一番大変だということを聞いてい

ますので、なるべくなら守秘義務は、ない感じの、委託というのは、私はいいと思います。相当、

先生たちは、やっぱりそれに、時間も費やしてということを聞いておりますので、やっぱり、そ

の守秘義務がないと、あると思いますので、その辺は分けて、民間の全然、そういうところを、

今のところであるかなと思ったんですけど、それを事務関係のそういうところに、全学校あるん

じゃなくして、やっぱりそういうふうにして、負担軽減をしても私は個人的にはいいのじゃない

かと思うところでございます。 

 この辺、時間の関係で次に行きます。 

 先ほど、中学校の部活のこの、外部人材派遣、まあ言えば、部活動の人材を活用するというこ

とで、この前の新聞にも６割の学校が配置を希望するというような状況でございましたけども、

本町の中学校の、この指導者の外部人材の状況はどのようであるのか伺います。 

○教育長（原園 修二君）   

 部活動の外部指導員に関しましては、外部の方に協力をいただいているのはありますが、今、

町として謝金をお支払いするとか、そういったものについては、今のところありません。 

 新聞等に出ておりましたものにつきましては、外部指導員ということで、制度化されて、そし

て何らかの報酬なり、そういったものがつくということでの、この制度の改革のようであります。

それについて、来たら１時間幾らというような謝金みたいなものが発生するというのが、今の新

聞等でなされた外部指導員の制度でありまして、それについて希望がありますかという調査があ

ったということであります。 

○新改 秀作議員   

 いろいろ顧問が、指導者がいらっしゃるわけでございますけども、自ら、自分から進んで積極

的に指導される方もいらっしゃるという中でございます。そういう中で、いろいろ先生方も経験

がない関係で、いろいろ競技などを指導されて負担があるという方もいらっしゃると思うわけで

ございますので、その辺の対策も、指導者もいいし、積極的な指導者はいいんですけども、余り

指導者が厳し過ぎて生徒もついていけないという話も聞いたところでもございますので、まず、

その辺も、もしそういうのがあったら、その辺のほうの指導のほうもよろしくお願いするところ

でございます。 

 次に、時間がありませんのでもう行きます。 

 校内の安全対策のほうに行かせていただきます。 

 いろいろ、答弁もございました。これも毎月初めを安心・安全の日、そういうのでやっている

ということでございます。児童生徒の目線に立って施設の整備の点検を、なるべく早く、要請す

るところでございます。 

 続きまして、次に行きます。 

 健康の安全面ということで、普通教室のエアコンの設置、先ほど、内閣府でも菅官房長官が、

談話で来年の夏までには全部つけるんだ、なんとかっていうような談話を発表されたみたいであ

ったわけでございますけども、その辺については、健康の安全対策という面で、課長のほうから

でも、どうなっているのかお伺いいたします。 

○教育総務課長（角  茂樹君）   

 空調整備の関係につきましては、中学校につきましては、来年４月から１つの中学校になると

いうことで、今現在、宮之城中学校のほうに既存の校舎、また今、増築工事もやっております教

室等に空調は、今、整備をしたところでございます。 
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 小学校につきましては、本年度、当初予算の中でもお認めいただきました、来年７７教室に対

して、空調を整備するという設計業務の予算を組んでいただきましたので、今現在、その設計に

入っているところでございまして、その設計がまとまり次第、来年度の当初予算において、その

経費についてはお願いをしていくという段取りで、今現在、事務を進めているところでございま

す。 

○新改 秀作議員   

 暑さが半端じゃないところでございますので、その辺も、逐次、進めていただいたらと思うと

ころでございます。 

 次に、この校外のことに対してでございますけども、このブロック塀の問題、一応、全協の同

僚議員の質問で３１カ所と、あるようでございます。全然、進んでいるところと、今、教育長の

答弁も９月２８日までに、そういうところがあったら、すぐ届けてくれというような状況でもあ

るようでございますので、今から逐次これも改善されると思います。それも文科省の概算要求の

ほうでも、何かブロック塀のことは入ってたようでございますので、多分これも逐次、危険なと

ころから進められると思うわけでございます。個々には、いろいろ財産権の問題があったり、い

ろいろ難しい問題もあると思いますので、その辺もまた地主さんとよく相談の上、進めていただ

きたいと思うわけでございます。 

 続きまして、この防犯カメラの取り組みについて、さつま町には、今のところ、２台と設置し

てあるわけでございますけども、この設置基準の策定と設置計画について、どのようにお考えな

のか、総務課長で結構ですのでお伺いいたします。 

○総務課長（﨑野 裕二君）   

 ただいま、２９年度予算から防犯カメラの設置を進めているところでございますけれども、

１基当たり、１カ所、相対する方向が確認できますように２基体制で、１組１カ所を設置してい

るところでございますけれども、去年、２カ所、屋地の上町の交差点と虎居の轟町の交差点に設

置をしたところでございます。計画的に設置はしていく予定ではありますけども、具体的な設置

に対する基準というのはありませんで、警察署と協議をしまして、何基ぐらい、どこに、という

ようなことで、優先順位をつけながら、協議を進めていきながら設置をする予定にしております。

とりあえずは、主だった交差点等に設置をする予定で進めているところでございます。 

○新改 秀作議員   

 これも、いろいろと専門家、警察署と相談をして、いろいろこれも設置もプライバシーの問題

やらいろいろあると聞いておりますので、児童生徒の安全・安心だけでなくして、住民全体の安

全策としたら、やっぱり私は必要じゃないかと思うところでございますので、そういう取り組み

も、設置の対策が後手後手にならないように、その辺も逐次、設置のほうを要請いたします。 

 続きまして、家庭や地域の力を学校に生かす取り組みとして、登下校の見守りということで、

スクールガードの取り組みがあるわけでございますけども、先ほどの答弁で、２名の方が巡回し

ていらっしゃるということでございますけども、他町村も見ますと、相当たくさんの方が登下校

に、いろいろ腕章をつけて立っていらっしゃるのを拝見するんですけど、この辺を学校応援団、

社会教育課のほうで学校応援団、私が調べたところ１４０名、団体を含めて１４０名の方がいら

っしゃるわけですけども、そういう方に、個人では少ないですけど、団体を含めてですけども、

たくさんいらっしゃると思いますので、この辺の取り組みというのをどのようにお考えなのか、

ちょっと教育長にお伺いいたします。 

○教育長（原園 修二君）   

 スクールガードの方が、今、２人いらっしゃるわけですが、登校の指導に関しましては、それ
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ぞれの各小学校でＰＴＡの方等が自主的に、計画的にといいますか、ＰＴＡの申し合わせで、登

校の指導をしていただいて安全を確保ということで、協力をしていただいているところでありま

す。今、おっしゃったような学校応援団ということで加盟を登録されている方々もいらっしゃい

ますので、その中でもいろんな特技を生かした形での応援というようなことなどが中心になって

いるかと思いますが、安全面で登下校の見守りとか、そういったことで、協力いただける部分は

あるんじゃないかなと思いますので、これらに関しましては、おっしゃったとおり、少しでも拡

充して、自分たちで自分たちの子供を、地域の子供を守っていくような方法で、行政も、ＰＴＡ

とか地域と一体となりながら、進めていければいいなというふうに考えておりますので、ぜひ、

そのようなふうに進めていきたいと思います。 

○新改 秀作議員   

 学校と地域と家庭というのは、もちろん連携というのはあるわけでございますので、声をかけ

てすれば、住んでされる方もたくさんいらっしゃると思いますので、その辺も、また、要請して

おきます。 

 それから、これは要望なんですけども、中学校の、この前、自転車通学、購入に当たっての

３万円の補助、そういうのもあったわけですけども、今の３キロ以上となりますと、たくさんの

子供もまだ出てくると思う。通学路に対しても設定をして、するのもあると思いますので、その

辺の歩道可能なところやら、通学路の設定というところがありますので、生徒の周知あるいは、

家族への周知徹底を、これも要請しておきます。 

 それから、いろいろ警察の方から言われたんですけども、やっぱりいろんな危険箇所、あるい

はゾーン３０の、近所にゾーン３０のあれがあるんですけども、いろいろそれも時間外に車が入

ってきたりした例もたくさんあったということで、やっぱりこの通学路、警察と一緒になって通

学路の安全対策会議とか一年に一遍くらいやって連携をとって、お互いに話をして、設定すると

かそういうのも、取り組みを、聞くところによると警察からそういうのも必要ですよちいうよう

なことの要望もあったみたいなことを聞いておりますので、それの取り組みも要請しておきます。 

 最後になりますけども、私が、今、働き方改革をちょっと質問したわけでございますけども、

町長にしても、教育長にしても、８０、９０時間以上の過労死のラインぐらいの、まあ言えば、

いろいろ行事とかすればなるわけですよ、非常に大変だと私も思います。そうした中で、子供た

ちの安心・安全はもちろん、学力の向上、そしてまた、信頼される学校づくりに教職員一体とな

って取り組みを要請しまして、一応終わります。ありがとうございました。 

○議長（平八重光輝議員）   

 以上で、新改秀作議員の質問を終わります。 

 次は、１番、上園一行議員の発言を許します。 

〔上園 一行議員登壇〕 

○上囿 一行議員   

 まず初めに、西日本豪雨水害、また北海道地震で被災された皆様方へお悔やみ、お見舞い申し

上げます。 

 学校再編後の跡地の利活用と小学校の第２次再編計画についてお伺いをいたします。 

 さて、来年４月からの中学校再編に伴い、諸事に繁忙のことと察しますが、町内の中学校が一

つにまとまり、学校規模が大きくなることから、多様なタイプの生徒が集まり、学習面や運動面

などこれまで以上の活性化が図られていくものと考えられます。 

 先生方には、さつま町の将来を担っていく生徒の教育に一層の御尽力をお願いする次第でござ

います。 



- 40 - 

 小学校は既に、紫尾、柊野、平川、白男川、泊野の５つの小学校が再編され、児童たちはそれ

ぞれの新しい小学校に溶け込んで、楽しい学校生活を送っているものと考えております。学校跡

地については、既に活用されているところや、近々、活用のための工事が始まるところもありま

す。それぞれの跡地活用に向けて動き出しているところであります。 

 ところで、小学校再編においては、鶴田中学校跡地に平成３４年から鶴田小学校と流水小学校

の再編後の小学校として決まっておりますが、鶴田小学校、流水小学校の跡地活用は、どのよう

に検討されているものかお伺いいたします。 

 また、山崎中学校は、再編後、普通財産へ所管がえされるとのことでありますが、普通財産と

していかなる活用を検討されているものかお伺いいたします。 

 なお、薩摩中学校においては、求名、永野、中津川の３小学校の再編に伴い、小学校として活

用される計画がありますが、この３小学校の具体的な再編年度が示されておりません。教育委員

会としては、いつを目途に再編されるものか具体的なスケジュールをお示しください。 

 以上で１回目の質問を終わります。 

〔上園 一行議員降壇〕 

〔町長 日髙 政勝君登壇〕 

○町長（日髙 政勝君）   

 上園一行議員から、２項目にわたりましての御質問でございますが、私のほうからは、最初の

学校再編後の跡地の利活用について、お答えをさせていただきます。 

 学校再編によります中学校及び再編が決まっております小学校の跡地につきましては、鶴田中

学校の跡地に平成３４年４月開校を目途といたします鶴田小学校及び流水小学校の再編に伴う新

設校を設置することにいたしております。来年度以降、準備を進める予定でございますが、その

ほかにつきましては、まだ具体的な利用計画は決まっておりません。 

 跡地の利用計画については、これまでと同様に、基本的には、地元で跡地等の活用の検討組織

を設置していただきまして、その方向性を取りまとめていただくよう、区の公民館にお願いをい

たしているところでございます。今後、そういうふうになろうかと思っております。 

 また、町といたしましても、全課長をメンバーとして設置をしております町立小中学校跡地等

利用検討委員会を初め、その下部組織の幹事会におきまして、地元からの意見、要望等の情報把

握に努めるとともに、情報の共有を図りながら、お互いに話し合いをしながら、この利用計画の

検討を進めてまいる考えでございます。 

 このように、学校再編後の跡地の利活用につきましては、地域主体による利活用の要望、意向

を優先することを基本といたしておりまして、地域と行政が一体となって地域の活性化につなが

るような利活用策を検討してまいりたいと考えております。 

〔町長 日髙 政勝君降壇〕 

〔教育長 原園 修二君登壇〕 

○教育長（原園 修二君）   

 第２次の学校再編計画案に関する、求名、永野、中津川の３小学校の協議内容につきましては、

計画案の説明会を平成２８年９月に求名小学校区及び永野小学校区で開催し、昨年、平成２９年

の８月に中津川校区で開催をいたしました。 

 その後、各小学校ＰＴＡにも御尽力をいただき、未就学児保護者の皆様を対象とする説明会を

３小学校区ごとに開催をさせていただいたところでございます。３小学校ＰＴＡにおかれまして

は、話し合いや意見交換、先進地研修、これは輝北方面というふうにお伺いしておりますが、先

進地研修を実施され、学校再編について熱心に協議をされてこられたと承知しております。これ
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までの説明会やＰＴＡの協議状況を踏まえますと、総じて、皆様の御理解、御決断までには、も

う少し時間が必要というふうな認識を持っているところでございます。 

 今後につきましては、まずは来年度の中学校再編も控えておりますので、円滑な準備作業とと

もに、機会を捉えながら、保護者を初めとする皆様へ御理解いただけるよう、継続して話し合い

を進めてまいりたいというふうに考えております。 

〔教育長 原園 修二君降壇〕 

○上囿 一行議員   

 先ほど私が質問いたしました流水小学校と鶴田小学校においては、まだ全然決まっていないと

いうことで理解してよろしいんですね。はい。 

 私が、なぜこの質問をしたかといいますと、さつま町に働くところはあります。働くところは

たくさんあります。あっても人がいない。ですから、外国からの就労者に頼らなくては、町内の

企業は人手不足でございます。正確な数字ではないですがということで、役場のほうから資料を

いただきました。２００名強の外国の方々が、今、さつま町に就労されております。企業の方々

は、この就労者の住宅探しに苦慮されています。 

 また、さつま町に居住していらっしゃいます２００名強の方々は、交付税措置もあるのではな

いでしょうか。私が申し上げなくてもいいでしょうが、税金も入ってきます。商業施設の利用が

多くなることから、経済効果も上がることが考えられます。 

 国のほうも、総務省でございますが、技能実習生の滞在を、現在は３年です。これを５年に引

き上げ、大規模農業に従事する実習生を積極的に呼び込む。また、地方でも深刻化する人手不足

対策として、外国人の新たな在留資格創設を、ことしの、３０年度です。太方針に盛り込んでお

りますことから、小学校跡地を外国人就労者のための寮、あるいは住宅のようなものに活用すれ

ば、多くの実習生の方がさつま町に来ていただけると思います。これは、ぜひ実現していただけ

ないものでしょうか。町長、いかがでしょうか。 

○町長（日髙 政勝君）   

 上囿議員のほうから、利活用についての御提案をいただいたところでございます。 

 この学校跡地については、今までも５校が廃止になりまして、それなりの利用があるところ、

これから利用する計画のところ、まだ具体的によく決まっていないところ、いろいろあるわけで

ありますけれども。この学校再編を進める上において、流水と鶴田小については、もう地元の御

理解をいただいて、そういう方向が決まっておりますけども、例えば中津川、あるいは求名とか

永野、これからの再編も、話し合いも仮定ですけど、話し合いをする前段の中において、跡地は、

最初からこうしますよという提案をしたら、地元の感情としては非常におもしろくないんですか

ね、非常に人間の心理、デリケート、ナーバスな関係でありますので、慎重にやっぱり対応しな

きゃいけない。やっぱりそこについては、先ほどから申し上げておりますとおり、地元の皆さん

とお話をしながら、地元の活性化につながるようなものに、お互いに、行政と一体となって進め

ていきたいという基本的な考えがございます。 

 そしてまた、今ありましたとおり、今、非常に日本の社会が人手不足、町内においても、町内

の企業さんがハローワークに募集をかけておりますけど、なかなか人が集まらんと。これはさつ

ま町に限ったことではなくて、もうどこもそういうことですね。有効求人倍率が物すごい形で上

がってきているということですから、企業さんとしても、仕事はあるのに人が集まらんというこ

とですから、今は外国人労働者を雇用せざるを得ないという実態がございます。 

 町内におきましても、先ほどありましたとおり、９カ国から実数で今は２２７名、実際働いて

いらしゃるんですね。それで、この数は恐らく、まだ生産性向上をするということになりますと、
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ますます人手を必要とする。そうなりますと、地元ではなかなか人が集まらんとなりますと、外

国人の皆さん方に頼らざるを得ないと。恐らくこの数は、３００、５００名までいくだろうと言

われておりますので、そうなりますと、なら働く場所はあっても、なら住むところはどこにする

かというのが課題になります。 

 空き家も、町内には１,０００戸ぐらいありますけれども、それを超える戸数もありますが、

ただそれが点々とこうしてありましたから、そこから、その人たちが地域になじんで会社まで通

勤をされるかという、非常に難題的な問題があります。地域との融和、共生をどうしていくかと

いう課題もありますので、できたら、おっしゃるとおり学校跡地を、利便性の高い、そういうと

ころについては、そこに一緒に住んでもらったほうが、企業さんとしてはもう送迎が一番やりや

すいと私も思って、この学校跡地について、そういう利用ができないかということも考えており

ました。 

 ただ、そこについては地域の皆さん方の、先ほどからありますように地域の皆さん方の御理解

をいただかないと、なかなかそこはうまくいくかという問題もありますので、そこ辺も十分調整

をしながら、そしてまた一つは、今はこの技能実習生、３年から５年という、日本の労働者が不

足するから３年ばっかりじゃいかんだろうと、そして５年まで引き延ばしをしようと、そこまで

は滞在ができますよということに緩和をされてきておりますけれども、こういうことになって、

そしてまた３年したら、あるいは５年したら、また故郷にお帰りになるというようなことですが、

もう最近は、外国によっては、こちらのまちに、いわゆる働く場所に、もう定住をしたいと、も

う家族で来て定住をしたいとそういう形になります。 

 そうしますと、さつま町の人口はおっしゃるとおり増えますし、そしてまた人口が増えますと

交付税が増える。そして皆さん方の税金、所得によって税金も入る。そしてまた、いろんな地消

活動によって、まちの経済の活性化も行われると、そういうメリットがあるわけですので、今の

とこはその辺についても、今後は学校跡地についてはそういうことも、いわゆる集合住宅みたい

な形の利用も十分考えられると思っております。 

 ただ、先ほどから申し上げますとおり、そこは地元の皆さん方の十分な理解をいただくという

ことも、一つは課題になってくるだろうというふうに考えております。 

○上囿 一行議員   

 町長、私の考えと全く同じでございまして、そういう施策をとっていただきたい、そういう思

いでございます。 

 地域住民の方々の理解とおっしゃられますが、それは地域にそれぞれ議員もおります。優秀な

課長もおります。また、その上に優秀な町長もおります。頑張ってください。よろしくお願いい

たします。 

 次に、小学校の再編の問題でございますが、まだ時期が決まっていないということでございま

すけれど、これは大体いつごろまでになる、あんまり長くおいていいんですかな。どのようにお

考えか、そこ、もっと詳しく、時期だけでいいです、教えていただけますか。 

○教育長（原園 修二君）   

 具体的な時期ということでありますが、現在わかっているところでは、来年度の４月１日から

中学校の再編になりまして、それから平成３４年、もう平成３４年はないんでしょうけれども、

２０２２年に流水、鶴田小学校の再編がありますので、少なくともそれ以降ということで考えて

おります。 

 よろしくお願いします。 

○上囿 一行議員   
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 私の質問とちょっとまだ沿っていないんですが、３４年の鶴田、流水までは私も申したと思い

ますが、その後の３小学校、大体１０年後とか５年後とか３年後とかちゅうのはお考えでないん

ですか。優秀な課長さん、どうですか、何か考えていらっしゃいませんか。お伺いします。 

○教育総務課長（角  茂樹君）   

 第２次再編計画につきましては、今現在、決定をしていただいているのが、先ほどから申し上

げているとおり、３４年４月の鶴田小学校、流水小学校の再編であります。 

 そういったことで、薩摩地区の３小学校の再編につきましては、今現在、地域においてもＰＴ

Ａを中心に一生懸命、話し合い、検討等もしていただいているところでございます。計画案とし

て御説明をいたしましたのは、３３年４月ということで御説明はしたところではございますけれ

ども、ハード整備等を考えますと、設計あるいは校舎の建築といったことを考えますと、最低で

も３年は必要であろうというふうに考えております。 

 ですので、今まだ地域の御理解、あるいは保護者の皆様の御決断等もいただいておりません状

態なので、今はこの計画である３３年４月というのは、どうしても難しくなってきたということ

は、先ほど教育長のほうから御答弁を申し上げたところでございます。 

 では、いつかということになりますと、３３年４月が、鶴田小、流水小の再編へ向けてのハー

ド整備を来年度から着手をしていくということになりますので、どうしても一気に２校を一緒に

ということには、２校といいますのが、再編される２校を一緒にハードを整備していくというこ

とになりますと、財政的な面やいろんな面で検討していかなければならないという状況でござい

ます。 

 ＰＴＡの皆様方のいろんな御熱心な協議の状況も踏まえないといけないということでございま

すので、先ほど教育長が御答弁申し上げましたように、今、答えられるところについては、

３４年以降に、そういったことは目標としてさせていただければということで、こちらのほうで

今現在、考えてはいるところでございます。 

○上囿 一行議員   

 具体的な年度は示していただけないようですが、それでは３０年、３１年、３２年、向こう

３年間ぐらいあるわけですが、この間にどの程度、住民への理解を求めるために説明会をされる

考えがあるのか、それをお示しください。３年間でいいです。 

○教育総務課長（角  茂樹君）   

 今、２次再編計画の、特に薩摩地区の保護者の皆様には、昨年、未就学の児童の保護者の皆様

に、こちらから、１校区ごと、３校区にわたって説明をさせていただきました。その以降、ＰＴ

Ａの皆様方のほうにおいては、役員の皆様を中心に非常に熱心な協議をされたというのは、先ほ

ど教育長が答弁したとおりでございます。 

 我々といたしましても、そういった中身について、どのようであったかということで、１ＰＴ

Ａからは報告書という形で回答もいただいております。そうした中においては、行政主導ではな

くて住民主導で、ぜひ、これについては検討をさせていただきたいというような申し入れもござ

いますので、その中においては、３地区において年に１回は話し合いも持っていきたいというよ

うなことも報告書の中には出ておりますので、そういった機会を捉えながら、私どもとしても、

できれば御要請をいただきたいと思っておりますし、またこちらからも、そういったＰＴＡの

方々のほうには投げかけをしながら、まずは小学校、子供さんたちを持っている保護者の皆様の

御理解が第一だというふうに考えておりますので、そういったところの機会を捉えさせて説明を

させていただきながら、また御意見等もいただきながら、一緒に勉強しながらやっていければと

いうふうに、今現在、考えてはいるところでございます。 
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○上囿 一行議員   

 今お聞きしますと、保護者の方々とか住民の方々から年１回ぐらいのということでございます

が、もう少し行政としても働きかけがあっていいのではないかと思います。 

 そして、一番のあれは児童生徒です。保護者でもありません。児童生徒。児童生徒の意向を、

十分、重視してください。 

 それには、学校の先生方あるいは教育委員会の方々が、児童生徒さんにそれぞれお聞きするな

り、いろんな手段はあると思います。父兄ではないです。児童生徒です。みんなと一緒に勉強し

たい。ソフトボールは９人おらにゃでけん、６人じゃできないですよ。バレーもできない。そん

な教育というのがありますか。私はそういうふうに思います。再編をなるべく早く進めていただ

きたい、そういうふうに思います。以上でございます。 

 なかなか進展しないようでございますから、これで質問のほうは終わりますが、最後に、私の

思いを一言、述べさせていただきます。 

 平成２８年から３１年までのさつま町過疎地域自立促進計画、すばらしいものが作成されてお

ります。この地域の自立促進の基本方針の中で、「みんなに優しく魅力あふれるまち」と題して、

町民も、ここは大事です。来訪者も全ての人々が、日常的な生活や広域的な交流を便利で快適な

ものにするために、安全で豊かさを実感できる「住む、働く、集う、憩う」ことの利便性を高め

る取り組みを進めてまいりますとありますことから、ぜひ、私の述べましたこの事業を進めてい

ただきたい、そういうふうに思いまして、私の質問を終わります。 

○議長（平八重光輝議員）   

 以上で、上囿一行議員の質問を終わります。 

 ここでしばらく休憩します。再開はおおむね午後１時５分とします。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

休憩 午前１１時４８分 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

再開 午後 １時０５分 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○議長（平八重光輝議員）   

 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 次は、４番、柏木幸平議員の発言を許します。 

〔柏木 幸平議員登壇〕 

○柏木 幸平議員   

 質問の前に、さきの西日本豪雨そして台風２１号、今回の北海道地震で被災され、お亡くなり

になられた方々の御冥福と被災地の早期復興をお祈り申し上げます。 

 それでは、最初に地域おこし協力隊について質問をいたします。 

 ２年前に文教経済常任委員会所管事務調査で、兵庫県朝来市と鳥取県岩美町の移住・定住の促

進に向けた取り組みについて調査を実施しましたが、朝来市では国の制度をうまく利用し、当時

は地域おこし協力隊員が９名いることから、買い物支援や有害鳥獣の駆除支援など、幅広い活動

がなされておりました。 

 朝来市では、２６年度から制度を導入されており、ネットで調べたら、ことしの３月末時点で

１０名の隊員が任期を終え、うち９名が市内に定住されているようです。 

 現在は、２９年度に着任された隊員３名が活躍中で、地域の皆さんとともに、地域を元気に明

るく、そして自分らしく生き生きと頑張っておられるとのことであります。 
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 また、鳥取県岩美町においても平成２５年から３名を受け入れし、その後、７名の地域おこし

協力隊員を採用され、期間が満了した協力隊員４名は、現在も岩美町に住み続けて独自の田舎暮

らしの情報を発信しているとのことでした。 

 現在は、２０１６、１７年に着任された５名が、地域の人材不足や後継者不足により懸念とな

っている取り組みを支援していただいているようです。 

 ことしの所管事務調査では、高知県四万十町で移住・定住の促進に向けた取り組みについて調

査を実施しましたが、四万十町の地域おこし協力隊については、隊員の受け入れ実績が平成

２４年度から３０年まで、７年間ですが３９名です。 

 これまでに退任した隊員が２２名で、そのうち定住が１６名いて、定住率が７２.７％に加え、

活動中の隊員１６名と隊員の家族２１名、合計５３名の人口増にもつながっているそうです。 

 隊員のこれまでの募集内容については、８地区の地域づくり、観光振興、魅力発信や伝統芸能

の継承、町営塾の運営などでした。 

 四万十町のように早くから地域おこし協力隊の制度を取り入れた自治体と、制度の活用がおく

れた自治体とでは地域活性化に差が出てきていると、所管事務調査を通して感じたところです。 

 そこで、さつま町のこれまでの隊員の募集方法はどのようなものだったのか、また、任用され

た方々の現在の地域活動はどのような内容なのか、お伺いいたします。 

 次に、本日トップの質問者、上久保澄雄議員は、自然災害への対応策の推進についてお尋ねで

したが、私は、宮之城総合体育館の空調設備についての質問をいたします。 

 新聞報道によると、命の危険がある災害と認識していると、気象庁が、そう表現した記録的な

暑さ、７月２３日には埼玉県熊谷市で、４１.１度の国内最高記録が出たのも驚きでありました。 

 また、総務省消防庁の発表では、４月３０日から９月２日の熱中症による救急搬送者数、速報

値ですが、全国で９万２,０９９人になったそうで、死者は１５７人だそうです。死者数は搬送

後に死亡が確認された人数で救急搬送されずに亡くなられた人は含まれていないとのことであり

ます。年間搬送者数が９万人を超えたのは、統計を取り始めた２００８年以降初めてで、これま

での年間搬送者数は２０１７年６月から９月の５万８,７２９人が最多だったとのことです。 

 また、先日の北海道地震や台風２１号、そして２カ月前の西日本豪雨と、ことしも死者を伴う

大規模災害が発生しています。 

 毎年、発生している自然災害、自然災害大国日本であります。今後もどこでどのような災害が

発生するか不安な状況であります。 

 ところで、平成４年４月に開館した宮之城総合体育館はスポーツを中心に平成２０年から

２９年までの１０年間、利用件数が２万１,１２４件、利用者数は４７万５,６３０人であります。

また、避難所としては、町内に３７施設ありますが、一カ所で５００人の収容ができるのは宮之

城総合体育館だけです。 

 大規模災害は起きてほしくはないんですが、もしものとき、長期間の避難生活になると、猛暑

や極寒時期には、心身ともに大変過酷な思いをされると思うわけです。 

 国の有利な事業を使って既に整備をされた県内の自治体があると聞いておりますが、関係課に

おかれては、そのような事業の調査をされた経緯はないものかお尋ねいたします。 

 １回目の質問を終わります。 

〔柏木 幸平議員降壇〕 

〔町長 日髙 政勝君登壇〕 

○町長（日髙 政勝君）   

 柏木幸平議員から、地域おこし協力隊のほか、１項目についての御質問をいただきましたので、
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お答えをさせていただきます。 

 まず、地域おこし協力隊につきましては、人口減少や高齢化等の進行が著しい地方におきまし

て、地域外の人材を積極的に誘致し、その定住、定着を図ることで、都市住民のニーズに応えな

がら、地域力の維持、強化に資するということを目的としておりまして、平成２１年度に導入さ

れた制度であります。 

 制度を導入している自治体も増加してきております。全国では平成２９年度末で９９７の自治

体、隊員数は４,８３０人にもなっているようでございます。本町におきましても、平成２７年

度にさつま町地域おこし協力隊設置要綱を定めまして、現在３名を採用しております。 

 １名は移住・定住分野、残りは、２名につきましては観光の分野において、それぞれ活動をし

ていただいているところであります。今年度から協力隊新聞も月１回発行していただくなど、隊

員活動を広く町民の方々にも知っていただく取り組みも始めております。現在は役場内に席を置

きまして地域に出向き、地域の方々の取り組みや伝統などに触れながら町の魅力発信に積極的に

取り組んでいただいておるところであります。 

 次に、体育施設の空調設備についてでございます。宮之城総合体育館の避難所としての機能や

スポーツ振興を図る観点から、空調設備の整備が必要であると考えるが、今後の対応についてと

いうことでございます。 

 まず、避難所としての観点から述べさせていただきますと、先ほどの上久保議員の質問にもお

答えしたとおりでありますが、近年、毎年のごとく発生をしております大洪水あるいは土砂災害

につきましては、発生する時期が夏場に偏ることから避難所での生活は大変過酷な状況にあるこ

とは、御案内のとおりであります。 

 ところで、本町におきましても、体育施設を避難所に指定をしております地域もございますが、

指定避難所の一部につきましては、建物の立地的、構造的な条件等から災害の種類によっては使

い分けをしているところであります。総合体育館につきましては、土砂災害計画区域のイエロー

ゾーンに、その一部が含まれておりますことから、避難所の指定取り消しまでは行っておりませ

んけれども、土砂災害あるいは台風接近時等では使用を控えているところであります。 

 次に、スポーツ振興の観点からは御指摘のとおり、ことしの暑さは観測史上初の言葉が飛び交

うほどの猛暑となったところであります。スポーツ合宿等を含めましたスポーツ振興における利

用に関しまして、決して良好な環境ではないと理解はいたしております。 

 そこで、最近、空調設備を設置されました２つの施設を視察いたしましたところ、バレーボー

ル４面の規模におきましては、２億円を超える経費を要したとのことでございます。体育施設の

空調施設の整備につきましては、その必要性は十分理解はいたしておりますが、先ほどの御質問

にもありましたとおり、当面は、小中学校の教育環境の整備、充実の観点あるいは児童生徒の健

康を守るために、普通教室の空調化について、先行して計画を進めてまいる考えでございます。 

〔町長 日髙 政勝君降壇〕 

○柏木 幸平議員   

 協力隊員の活動は、今のところ月１回の隊員活動の新聞発行とか町の魅力の発信に取り組んで

いただいているとのことでありますが、全国では協力隊員が活動しやすい環境づくりや任期を終

えたあとの定住支援も課題となっているようであります。また、地域の受け入れ態勢や職員との

連携なども必要と言われております。さつま町の受け入れ態勢については、協力隊員の不満はな

いものか、ちょっと心配しているおるところでございますが、行政からの仕事ばかりでは隊員の

任期終了後の仕事や定住について、不安があるのではと考えるのですが、在任中に本来の仕事と

ともに、起業の準備や副業的なこともできないと、家族で来る方や別な活動をしながら隊員の仕
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事に就きたい方などがいると思います。 

 それで、さつま町の協力隊員は、一般職非常勤職員とのことですが、就職活動や業務時間外の

活動については制限がないものか、お尋ねをいたします。 

○町長（日髙 政勝君）   

 地域おこし協力隊、本当に地域の活性化のためということで、そういうことでおいでいただい

ておりまして、それなりの活動をやっていただいております。ただ、勤務場所が役場に本拠を置

いているというようなことでありますけども、本来であれば、おっしゃるとおり、地域に住むと

いうことが本来の姿であるというふうに考えて、私もそういう考えでおりまして、今後はそう、

やっぱり、地域に入って地域の活性化のためにやっていただきたいというようなことで、担当の

ほうには指示もいたしております。これにはいろんな課題があるところでありますけども、当面

はそういうことでありますが、それから、職の関係であります。御質問の一般職の非常勤職員と

しての活動時間以外にもいろんな活動をしていただいております。基本的には、条例規則に基づ

きまして、月曜日から金曜日まで、午前８時半から午後５時までの勤務となっております。協力

隊設置要綱では、隊員の活動の特例を設けておりまして、活動時間以外においても地域協力活動

に関連して、対価を得る活動、定住に向けた基盤づくりに必要な実証活動について、認めること

といたしているところであります。 

 なお、活動に当たっては営利企業との従事許可を受けて活動していると考えております。 

 今は、こういう段階です。 

○柏木 幸平議員   

 先進地においては、それら規則の中で活動時間以外の、活動時間以外というか、勤務時間帯以

外の活動についても、全部撤廃されて自分の活動として利用ができるというようなことをされて

いるようでした。 

 当町も、そのような届け出による許可ができているとのことでありますので、そういう面では

安心したところでございます。 

 先ほど、町長のほうからも１回目の答弁でありましたとおり、地域おこし協力隊の制度ができ

て１０年目を迎えましたが、さつま町の導入は、２８年１１月に第１期生が誕生でした。その当

時、やっと協力隊員がさつま町に来ていただいたということで、うれしい思いをしたわけですけ

ども、さつま町は、この魅力ある制度の活用に、ちょっと年数が経ってからだったものですから、

乗りおくれた感じを受けております。 

 新聞報道によりますと、国は、現在の隊員数約５,０００人から２０２４年まで８,０００人に

増やす方針を打ち出しているとのことであります。さつま町の協力隊員は現在３名ですが、今後

はどのようなこの分野で募集をされていこうと思っておられるのかお伺いをいたします。 

○町長（日髙 政勝君）   

 制度的には創設当初からこういう制度ができたということは、十分理解をいたしておりました。

ただ、さつま町の場合、過去からずっと合併以前からもですけども、いわゆる、むらづくりにつ

いては、それぞれいろんな計画をつくって、宮之城の時代はそうだったんですが、地域で自主的

な話し合いをされて、自主的に、いろんな活動を、そういった計画に基づいて、実践をされて、

そして今、いろんな地域で特色ある取り組みをされて、県知事表彰とか、あるいは今回もこの中

津川が今、全国のむらづくりの表彰を受けようと、どの賞になるか判りませんけれども、先日も、

休みの日においでになりましたので対応したわけでありますけども、とにかく、いろんな形で、

さつま町の場合は、それぞれ地域が本当に元気のある取り組みをされております。したがいまし

て、本当に、そういう、当時、創設されておりましたけども、以前は農水省ですか、集落支援員
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という制度もあったんです。これ以前には。しかし、さつま町の場合、非常によく地域が元気で、

それなりのすばらしい活動をされておりましたので、あえてこういう人まで呼んでしなければな

らないかという実態になかったと、私は考えております。 

 もう最近は、ただ人口が先ほども議論がありましたとおり、年々若者が少なくなる、そしてま

た、役員のリーダー的な方もなり手がないとか、いろいろ御苦労するところが増えてきておりま

して、やはりそのためには、こういった地域活動支援員とかそういうものをできたら入れていた

だいて、地域の活動の支援をしていただく、あるいは、企画運営までタッチしていただければあ

りがたいなあというもので、この募集に踏み切ったわけであります。決して、早いか遅いかとい

うことじゃなくて、やはりこの地域の実態というのはそれぞれ、あったわけでございますので、

今回は、県内でも大体、まだ導入もしていない市町も何市町かありますけども、今、過去受け入

れた３人、１人、２人、ほとんどのところは１人か２人かになるんですけども、最近は２桁にな

っているところもありますが、それが年々、減じてきておる方向にあります。それだけ、いろん

な事情もあるんでしょうけども、そういうことで、今は、非常に意義のある取り組みであります

ので、今後においての、分野での募集というのは、やはり先ほどから申し上げますとおり、より

地域に密着した隊員の活動を図るために、活動拠点というのをやっぱり地域に移していく、そう

いう本来の姿が一番いいのかなと思っているところでございます。 

 今、地域の特色を生かした活動を支援する隊員の募集を進めております。ただ、地域に入って

ということなんですけど、要はその、地域に拠点を移すとなりますと、しっかりとしたやっぱり

受け入れ体制、そういうものがないと、なかなか、どういう活動を支援してもらうかとか、そこ

にちゃんとやっぱり受け入れをして、お互いに密接な連携をとってやっていくリーダーというん

ですか、あるいは世話役というんですか、住宅ももちろんですけども、そういう体制づくりがあ

るかということなんです。それで、そこまで、なら、先ほども公民館活動の関係でいろいろ御意

見をいただきましたけども、そういう体制づくりのところまで、行政がまたしなければならない

かという問題も出てくるかと思っておりますので、本当に必要性を感じて、我がところで受け入

れてこの地域のために頑張っていきましょう、というところが出てくればありがたいんですけど、

やっぱり発端はそこから出発をしないと、もうすぐほんならここに行ってくださいと言ったって、

隊員の皆さん方も何をしていいのか、そこにちゃんとやっぱり明確な目標と仕事がない限りは、

なかなかこの難しいのはありますので、そこはお互いに地域の皆さん方との話し合いを十分した

上で、実際入っていくということになろうかと思いますが、今は、募集をしているのは、例えば、

この白男川小学校です。今、新しい拠点づくりをしようということでありますので、地元の皆さ

ん方もできたらそういう人を配置してもらえればありがたいということの希望もありますので、

そういう地元の皆さん方も熱い思いがあって、何とかしたいと、そういうところであれば、そう

いう対応がスムーズにいくのかなと思っているところであります。 

○柏木 幸平議員   

 これまでには、そういう、以前より地域活動がさつま町においては、充実したところが多いと

いうことでありますけど、そういう中で、２回目の質問でも地域の課題として受け入れ態勢とい

うことも、一応入れたわけですけど、言ったわけですけど、そんな中で、さつま町も人口減少や

高齢化の進行が著しいまちです。先ほど、町長も言われました。そういう中で、地域力の維持、

強化を図っていけるようノウハウを持った協力隊員の支援が必要だと思います。 

 私は、今、町長が言われましたように、旧白男川小学校の宿泊施設など、閉校になった５地区

のコミュニティーの活動、それから、今回の再編で、今後また２校も出てくるわけですけど、ま

た、薩摩中央高校の振興と高校、大学新卒者の町内定住、青年団活動など、若者のサークル支援
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や婚活企画、それから結婚へ向けての援助活動など、若者が地域に残り家庭を持ち、子供を育て

る、そのサイクルの手助けを深くするような新たなこの協力隊員の活用も望んでいるわけであり

ます。 

 いろいろな活動を同時期に行うことで、早く効果も出てくると思うわけですが、それには多数

の協力隊員が必要となってきます。先ほども触れられましたけども、今後の協力隊員の募集とか

任用について、再度、町長にお伺いいたします。 

○町長（日髙 政勝君）   

 今後の任用についてでございますが、今の柏木議員のほうから、一つの若者定住という観点か

ら、活用の提言ということでございます。 

 確かに、今、定住を図ると、人口の歯どめにするという方向での取り組みというのは、大変意

義のあることだと思っております。先ほど、お答えいたしましたとおり、地域で活動して新たな

風を吹かすような隊員を募集していきたいと思っております。特に地域の拠点、コンベンション

施設としての整備を進めております白男川小学校の跡地の活用の問題、こういうことにつきまし

ては、今、準備も進めているところでございます。 

 同時期に多くの隊員の募集ということでありますが、先に回答しましたとおり、しっかりとし

た受け皿とか体制、地域ニーズ、そういうものが明確にないと、なかなか難しいという問題もご

ざいますので、今後、さらにまた地域との協議も必要かなと思っております。 

 それと提言のありました若者の定住、こういうことも踏まえた上で、今後の地域振興活性化に

向けまして、取り組みをあわせて検討をしてまいりたいと思っております。 

○柏木 幸平議員   

 今後の検討ということでありますが、検討されるだけに終わらずに、前向きな取り組みにして

いただきたいと思うわけですけど、四万十町の協力隊導入後の効果としては、隊員が定住するこ

とによる人口増加や地域のリーダーとなれる人材の確保、あるいは地域資源の活用方法の提案な

どで地域の活性化に貢献していただき、協力隊のホームページの開設やフェイスブックの運用な

ど、四万十町の認知度アップをしていただき、そのことにより隊員が隊員を呼ぶような形となっ

ているそうです。 

 さつま町においても、先ほど、情報発信をしていただいているということでありましたけど、

現在、さつま町の協力隊員は、庁舎内で各課の所属になっていますが、これまでの先進事例を参

考にすれば、所属課とは別に隊員同士が連絡や連携を取り合い、また、お互いの相談ができて活

動しやすい拠点も提供してあるようです。 

 協力隊員が長く活動していただくために、このような施設的な拠点、そういうのが必要かと思

うんですが、現在３名で活動されていますけど、町としてはそのような考えがないものかお尋ね

をいたします。 

○町長（日髙 政勝君）   

 地域協力隊員が３年の期限が過ぎて、やはり活動をする中において、この地域やっぱすばらし

いなと、住んでもいいんじゃないかと、そういう定住につながる、これがまた意義のあるところ

でございます。 

 全国のこの状況を見てみますと、隊員の年代別というのが、２０代、３０代が７５％というこ

とであります。定住率にしましても、全国においては男性が６１％、女性が３９％、鹿児島県内

では６６.７％の定住につながっているということでございます。定住をするためにはどうして

も生活をせにゃいかんということでありますから、就業しなければならないとか、あるいは、自

分で新たな仕事を起業するということもあります。就農とかいろいろあるわけでありますけど、
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今の全国平均からいきますと、起業率は２９％、就業が４７％、就農が１４％ということであり

ますので、できたらそういうあれを見つけられるような一つの活動の場所というのは大事かと思

っております。 

 現在の隊員の中でも、先ほどありましたとおり、さつま町にせっかく来ていただいたというこ

とで、フェイスブック等を通じましてさつま町の観光とか、各種のイベント等についても、広く

情報発信をしていただいております。また、新聞にも皆さん方が一緒に集いをしながら、いろん

な意見交換をする、そういうことも新聞報道でも数回掲載をされておりますので、さつま町にと

っても、そういう点では、大いにＰＲになっているのかなと思っております。 

 協力隊員が活動しやすいのは、拠点施設の整備の考えでありますけども、現在はこの庁舎内に

席を置きながら、この地域に出向いて活動するという３人でございますが、隊員同士の連携等に

つきましては、現在でも定期的に報告会を開催いたしております。その中で意見を出し合いなが

ら連携を図っているということでございまして、その結果として、先ほど申し上げました、月

１回の協力隊新聞の発行もにつながっているというふうに考えているところです。 

 今後の問題としまして、活動拠点の専門的な施設をどうするかということでありますが、やは

りこの現在でも、お試し住宅もつくっております。そこに、お試し住宅として入っていない期間

というのもありますし、あるいは現在の町有のいろんな施設がありますので、通常の本来の業務

に支障のない限りにおいては、適当な場所として有効に活用する場所があれば、活用していただ

ければ結構かと考えているところであります。 

○柏木 幸平議員   

 今後、協力隊員がさつま町に定住してもらうためにも、やはりそういう拠点的なところでの、

また活動も今後必要になってくるかと思います。今現在、３人ということで、庁舎内での打ち合

せ等はできると思いますが、やはり、今後においてはそういうなのも必要かと思いますので、検

討というか、現在ある既存の施設等でもいいと思いますので、隊員の皆さんが活動できるそうい

う拠点を望んでいるところでございます。 

 さつま町が地域おこし協力隊の活用で、今後、さまざまな部門の活用で地域おこし協力隊を地

域経済や地域活性化に積極的に生かしてほしいことを要請いたしまして、この件に関しましては

質問を終わります。 

 次に、体育施設の空調設備についてですが、１回目の答弁で、確かに空調設備となれば、金額

的にも、先ほど、一施設では２億円を超えるような空調設置になったと言われておりますが、こ

れが空調だけだったのか、ほかの施設も含めて整備もだったのかそこはちょっと判らないところ

でございますが、当分は学校施設、今、宮中のほうで空調がもう完備して、そして来年度、再来

年度にかけて、小学校の空調の整備に当分は充てるということで、体育施設の空調設備ついては

当分はないのかなという意識を持ったわけですが、宮之城総合体育館では、ことしも連休や長期

休暇を使った各スポーツ団体等の合宿が行われておりますが、施設の環境整備が整っていないと、

いつまで利用していただけるかもわからないと思います。さつま町に割と近い空調設備がある体

育館は、鹿児島市に４カ所、あと吹上浜公園体育館、いちき串木野総合体育館、薩摩川内市総合

運動公園総合体育館、阿久根市総合体育館、牧園アリーナなどがあるそうです。しかし、中には

空調の利用代金が１時間２万円と高く、空調の利用者が少ないとのことであります。 

 その中で、最近、体育館の空調設備の改修工事をされたところによりますと、空調の利用時間

は１時間２,０００円ぐらいで、割と利用しやすい料金設定になっていると聞いております。 

 また、町内の経済効果につながるスポーツコンベンションの誘致も大事で、町内の旅館などへ

の影響や来年度オープン予定の、先ほどいいました旧白男川小学校の宿泊施設についても、利用
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者が少なくなると影響が出てくるのかなとも思われます。 

 スポーツコンベンションなど交流人口は水ものであり、空調など環境が整った新しい施設がで

きると、自然に利用者はそちらに流れると思います。一旦移られた利用者はなかなかもとに返ら

ないのではないでしょうか。 

 このようなことで、国の有利な事業を活用して宮之城総合体育館の空調設備の整備を願うわけ

ですが、町長にそこあたりの今後の見通しとか、そういうのをお伺いいたします。 

○町長（日髙 政勝君）   

 体育館への、総合体育館のほうになっておりますが、空調設備をということでございます。先

ほどお答えしたとおりでありますけども、いよいよもうやることがたくさんありまして何から先

にやるべきかということだと思いますけども、財源に限りがありますし、こういう施設の改修費

というのはあんまり助成制度がないんです。新築とか、そういうことになれば別なんですけど、

メンテナンスのためのそういう事業というのは、学校の大規模改造とかそういうのは別ですけれ

ども、なかなかこの助成制度がないということであります。 

 ただ、先ほどありましたとおり、この避難所のあり方というのがだんだんとこれだけの大きな

災害があちこち起こりますと、やはり避難所であっても適切な環境にということになりますと、

やっぱり国としましてもそれなりの対応を考えた助成制度というのを考えていただく。そのこと

はまた私どもの立場からも国のほうには要望・要請をしていく必要があるかと思っております。 

 コンベンションも、おかげさまで県内ではたくさんいらっしゃるところではありますが、総合

体育館もありますし、かぐや姫グラウンドとか、そのほかのところもありますけども、確かにそ

れだけの設備が整ったところが優先的に来ていただくということになると思っております。そう

いうことも考えますと、いつかの時点までに本当に避難所という意味合いからも、いつかは整備

が必要だなというふうにも考えております。 

 今でも総合体育館はもう相当年数が経っておりますし、ちょっと雨漏りがあるんじゃないかと

いうぐあいもありますし、大規模の修繕をする必要があるかと思いますけども、やっぱりその時

点で一緒に考えていかざるを得ないのかなという思いはしております。今すぐということは考え

られませんが、先ほど申し上げましたとおり、まずは学校のそういう教育環境の整備を優先して、

次の段階、そういう一つの整備計画としての中で検討は進めていきたいと思っているところであ

ります。 

○柏木 幸平議員   

 財政が限られている中でやることが多くて、いつかはということでの町長の答弁でありますけ

ど、やはり何を優先するかということでの町長の判断だと思うわけですけど、やはりこういう災

害が多くなってきたり、この状況を見てみましたら、報道等でも皆さん大変避難所での生活に苦

労されているようでございます。 

 今回の空調設備については、町内の競技団体の方からの要望があり質問に至ったわけですけど、

施政方針では、各公共施設の維持管理等については、公共施設等総合管理計画の基本方針に基づ

き、各公共施設の維持管理、更新及び廃止に係る考え方や具体的な内容を示した個別施設計画の

策定を進めるということを言われておりますが、担当課とされては、今策定中であろうかと思う

わけですけど、この個別施設計画の中で宮之城総合体育館の空調設備についてはどのように考え

ておられるのか、お伺いいたします。 

○社会教育課長（三腰 善行君）   

 公共施設等の総合管理計画におきます個別施設計画についてのお尋ねでございます。 

 個別施設計画につきましては、公共施設等の総合管理計画に基づきまして、個別施設ごとの具
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体の対応方針を定める計画といたしまして、点検、診断によって得られた個別施設の状態や維持

管理、更新等に係る対策の優先順位の考え方、対策の内容や実施時期を定めることとしていると

ころでございます。 

 総合管理計画にあります施設は３００を超える施設が対象となっておりまして、そのうち体育

施設は廃校になっております小学校の体育施設を含めまして１４施設が対象に上がっております。

いずれの施設におきましても、経年劣化によります改修の必要のある施設であると考えていると

ころでございますが、中でも宮之城総合体育館は、スポーツコンベンションでの利用を含めまし

て多くの利用のある施設でございまして、施設改修の必要性は十分認識をいたしているところで

ございます。 

 個別施設計画の現状といたしましては、屋根の防水工事を計画しているところでございますが、

御指摘のとおり、空調設備につきましても喫緊な課題であると考えているところでございます。 

 そこで、先月に関係部署と同行いたしまして、吹上浜の公園体育館あるいは指宿の総合体育館

の施設に行ってきたところでございますが、いずれの施設も対流式空調設備、エコウィングとい

うんだそうですが、の設置がなされておりまして、快適な環境が保たれていたところであります。 

 しかしながら、先ほど来ありますように、相当な経費を要しますことから、財源の確保等を含

めまして関係部署と協議を進めながら、計画の導入については検討をしてまいりたいと考えてい

るところであります。 

 以上です。 

○柏木 幸平議員   

 関係課では必要性も感じているとのことであります。現在、国は緊急防災・減災事業で指定避

難所における避難者の生活改善のための施設の整備として、国が７割、地方債事業で見るとのこ

とであります。しかし、申し込みは３２年度までと聞いておりますので、こちらの事業を活用す

るとなると、設計事業などを急ぐ必要があるのかなと思うところでございます。 

 指宿市の体育館では、これがどれに該当するのかはわかりませんが、スポーツ振興くじ助成金

などの活用もされておりますので、国のそのような有利な事業を見つけて、空調設備の設置が早

期実現できますように要請いたし、最後に町長の見解をお伺いいたします。 

○町長（日髙 政勝君）   

 いろんな課題を抱えておる中で、先ほどもありましたとおり、合併をいたしまして町の公共施

設というのがかなりの数に上っております。御案内のとおり毎年この維持管理費も億単位で多額

の経費をつぎ込んでおるわけでありまして、やはりそのために基金も、今１１億円ぐらいですか

な、積み立てはいたしておりますけれども、やはり大きなものは、そういった総合体育館であり、

あるいは今後しなければならない学校施設の関係、統合によっての整備、そのほか環境センター、

クリーンセンター、そういうものもありますので、何を優先すべきかということも、やはり限ら

れた財源でありますので、もうしっかりとしためり張りをつけながらしないと、何もかも、財政

がもたないということがあります。そこも十分、いろんな必要性というのは感じながら、適切な

選択をしながら、財源の配分は努力をしていきたいと思っています。 

 もちろん、町単独だけではかなり厳しさがありますので、いろんな国とかそういう事業に対す

る助成制度というのがあれば、それを導入して、裏負担の財源が少なくなるような手だてという

のは当然考えていかなければならないと思うところであります。この辺も時期的にすぐというこ

ともできないわけでありますので、そういう導入の時期等も、町の全体的な公共施設の、先ほど

出ました総合管理計画、長寿命化計画、個別計画の中で、全体的な、総合的な観点から判断をし

て進める必要があるかと思っておりますので、その辺は御理解をいただきたいと思います。 



- 53 - 

○議長（平八重光輝議員）   

 以上で、柏木幸平議員の質問を終わります。 

 次は、１３番、川口憲男議員の発言を許します。 

〔川口 憲男議員登壇〕 

○川口 憲男議員   

 昨日通告いたしましたごみの分別収集について、質問いたします。 

 さつま町では、可燃ごみ、資源ごみ、それから不燃、粗大ごみを２１品目に分別し、各地域の

ごみステーションで回収しております。 

 ごみの減量化、リサイクルに努めている現状で、不法投棄や空き缶のポイ捨ても減ってきたの

ではと感じているところでありますが、今年度に虎居地区をモデルに生ごみ分別回収を行い、ク

リーンセンターの延命化にも努めている。ごみの分別をすることには、ごみを出される全ての

人々の協力が大事では。虎居地区での生ごみ分別収集は、これからのごみ収集に効果を願うとこ

ろであります。 

 県内４３市町村でも、７市町村では既に全地域で実施済みであり、さつま町は遅き状況だが、

今後、次年度取り組む中での問題点は、またクリーンセンターの延命化について、町長の考えを

伺います。 

 また、資源ごみ、有益不燃ごみの売却について、町内に数カ所に紙類の収集場を新聞類の回収

等を見かけますが、これまで資源として売却してきたが、売り払い収入が減となることが予想さ

れます。クリーンセンターの建設、大規模改修には多額の費用を要する。その点からも公共施設

整備基金の積み立て等には貴重な財源になるのではと考えております。町長の考えをお伺いいた

します。 

 以上、２問について、１回目の質問といたします。 

〔川口 憲男議員降壇〕 

〔町長 日髙 政勝君登壇〕 

○町長（日髙 政勝君）   

 ごみの分別について、川口議員のほうから御質問をいただきましたので、お答えをさせていた

だきます。 

 まず、１点目の全町的に生ごみ分別を行った場合の、クリーンセンターの活用年数の見込みと

いうことでございます。 

 クリーンセンターにつきましては平成９年、最終処分場は平成５年から稼働をいたしておりま

す。現在クリーンセンターが２１年、最終処分場が２５年経過をいたしております。これまで年

次的に必要な補修等を行ってきております。また精密機能検査の結果などを踏まえますと、現時

点では、あと十数年は使用が可能と見込んでいるところでございます。 

 さて、焼却炉等の延命化の効果についてでございます。生ごみの分別収集につきましては、ク

リーンセンターの焼却炉の延命と、ごみの処理費の削減、また最終処分場を、そういったことに

も影響をすることになりますが、今、地球温暖化防止ということで、今年度におきましても虎居

地区をモデル地区としまして、生ごみの分別収集を行ってきております。 

 これまで、５カ月が経過をいたしておりますけれども、虎居地区の皆様のそれぞれの御協力を

いただきまして、当初予定をしておりました量を超える状況になっております。全町的に実施を

した場合で推計しますと、年間５００トン程度の削減を見込まれております。ごみ焼却施設に設

置される各種の設備、機器等の関係もありますことから、具体的な年数については判断が難しい

ところでございます。施設内の設備、機器等の維持管理を適切に行うことなどによりまして、適
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切な時期に更新等の対策もあわせて行うことにより、数年程度は延命化が図れるものと考えてお

ります。 

 なお、生ごみの分別収集については、今後の虎居地区の状況など必要な検証等を行いまして、

平成３１年度から全町的な取り組みを行ってまいりたいと考えております。 

 次に、２点目の民間業者による町の不燃物売り払い収入への影響についてであります。 

 町の不燃物売り払いの収入につきましては、金額、回収量ともに年々減少傾向にあるところに

あります。原因としましては、やはり人口の減少によるものが最も大きいと考えております。ま

た、最近においては、価格の問題ですかね、金属などの買い取り価格も単価が下がってきており

まして、影響しておるものと考えております。 

 近年、民間業者が独自にごみの収集場を設けまして、資源ごみの回収が行われておりますが、

現時点では紙類を特化した収集になっておるようであります。平成２９年度は、前年度と比較し

ますと、全体で資源ごみの関係ですが、約１６万円の減でございます。全てこれら民間回収の影

響かといいますと、必ずしもそうではないというふうに考えております。先ほど申し上げました、

人口減少の影響も確かにあるかと思っています。 

 以上であります。 

〔町長 日髙 政勝君降壇〕 

○川口 憲男議員   

 最初に、生ごみのリサイクルを全町で実施した場合の活用策、クリーンセンターの今後の延命

負担もどれくらいかということですから、数年間は見込めるというお答えをいただきましたが、

実際、焼却炉ですかね、それから埋立土地、いずれにしてもごみの量が減ることによっては、そ

ういう効果が見込めると思うんですけれども、今の時点では、まだその数値化がはっきりと出せ

ないんでしょうけれども、数年間は見込めるということでした。 

 そこで町長、もう１点お聞きいたしますが、この焼却処分場あるいはこの埋立地の修理費の減

を考えたときに、延命化を図るためには、こういうごみ収集の状況を変えていかなきゃならない

ということが一番じゃないかと思っております。そのための生ごみ処理の状況だと思いますが、

もう一回聞きますけれども、全町的にされて、今５００トンとおっしゃいましたですかね、

５００トン削減できたんだと。全町的にしたらどれぐらい削減ができるのか、そして、その啓蒙

策といいますか、町民にはどういうふうにここらあたりの削減策を訴えていかれるつもりなのか、

まずその点をお聞きします。 

○町長（日髙 政勝君）   

 虎居地区の皆さん方が、今報告が行き過ぎて、当初の計画よりも収集がそれ以上になっている

というようなことであの量から推計をしますと、全町的に収集をした場合に全町的に５００トン

ということであります。虎居だけという意味ではありません。 

 とにかくもう日ごろからこのごみの減量化というようなことは、常にいろんな機会に訴えてお

ります。あるいは広報紙でも具体的に出しながら、いわゆる何をこのごみの減量化を提唱してい

るか、これは御案内のとおり地球温暖化という、一つの大きな世界的な取り組みという方向もあ

りますし、そしてまたこういう施設の延命化ですね、数十億円、やっぱり新しくつくるとなると

かかわるわけですから、少しでも営繕に努力をして延命化を図る。一方では、このごみの減量化、

いわゆる可燃ごみをいかに減らすかということなんですよね。一時は資源ごみよりも可燃ごみの

量が多かったものですから、これでは町民の皆さん方の負担が大きくなりますよと。それで施設

もますます傷んで、早くこれまた建設に取りかからんにゃいかんですよ、これは大変な負担にな

りますよということを訴えながら、なら、そのかわり資源ごみ、分別をすることは非常に煩わし
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いことでありますけれども、分別を細かくやることによって、施設の延命化が当然として図られ

る。そしてまた、経費も安くて抑えられる、施設の延命化もできるというメリットがあるという

ことを強く訴えながら、ずっときておるわけでありますので、今後もまた、可燃ごみの約４５％

が生ごみだということでしたので、とにかく生ごみをとりあえずは減らしてもらう。このことは

やっぱりごみの減量を促進する手だてになるということです。そういうふうに考えて今、モデル

的にやっていただいているところでございます。 

 そのほかも、いろんな取り組みを、さらにまた、例えば今の分別をもっと増やさんにゃいかん

とかですね、いろんな取り組みがありますけども、とりあえず今生ごみの関係まで、いろんな取

り組みまでしておりますけども、相当数、分類もやっていただいておりますが、今回生ごみまで

ということにしているわけであります。 

○川口 憲男議員   

 町長のお答えになるように、例えば可燃ごみの中で、その生ごみの分別収集をするということ

で、クリーンセンターの焼却炉ですか、それから埋立処分場、ここあたりが軽減されるというこ

とは私も承知いたします。 

 以前の説明で、生ごみのリサイクルで年間１,１００万円程度は削減が、費用の削減が見込ま

れると。そういうことによって、例えば今、年に２,０００万円か３,０００万円ですか、クリー

ンセンターあるいはこのクリーンセンター関係の整備費用がかかっている状況にございます。や

っぱりこういうところは非常に削減ができていくんじゃないかと考えるところでございますが、

先ほどからいろんな議員の質問の中に、公的施設、公共施設整備資金等の残額が、ちょうど

１１億円とおっしゃいましたけれども、１１億円を下回ってる状況なんですけれども、こういう

整備資金がだんだん目減りしていく中で、やはりこういうできるところからやっていかなければ、

資金は限られているとおっしゃいますから、やっぱりここあたりにも関係がしてくるんじゃない

かと思います。 

 生ごみのリサイクルをすることによって、１,０００万円ちょっとの費用削減が見込まれてい

るということを以前説明があったんですが、そこあたりに町民に対して、これから虎居のモデル

地区を広めていかれる考えだと思います。 

 そして、このごみ収集の２１品目ですか、ここあたりがよりまた明確になっていくということ

になっていくと思うんですが、こういう公設的な公共施設の整備資金、こういった中から、いか

にしてこういう軽減策を図るかということは大事だと思うんですが、再度お聞きいたしますが、

この１億１,０００万円ばかりのお金が、費用削減が見込まれる、そういういうことによって、

修理費用も減っていくということを考えていくと、かなり有効的な削減になるんじゃないかと思

います。そこあたりの考え方はどのように現在持っていらっしゃいますか。 

○町長（日髙 政勝君）   

 基金の公共施設の維持管理をするためには、積み立てをいたしております。一時的にすぐ予算

で対応できるというのには限りがありますので、日ごろから貯金という形で基金を持って、大き

な修繕等が発生した場合、そちらから充当しながら対応していくということでありますので、今

現在１１億２,６００万円ぐらいですか、ありますけども、それを軽易なものは基金に充てなく

ても、通常の予算で対応はできるかと思うんですけども、大規模になると、こういう基金活用と

いうことにならざるを得ないというふうに考えております。 

 その大規模な修繕に至らないように、やっぱり延命化を図っていくということが大事です。そ

れで、捨てればごみ、分ければ資源だということでありますので、とにかくそういう観点に立っ

て、町民の皆さん方には理解を深めて協力をいただくように、さらにまた努力をしてまいりたい
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と思っておるところであります。 

○川口 憲男議員   

 町長おっしゃるとおり、捨てればごみ、回収すれば、リサイクルすれば資金というような考え

方、それが一番のことだと思うんです。それをいかに町内全体に広めていくか、また協力者を持

っていくかということが大事だと思います。 

 この生ごみの分別収集を行って、堆肥化を進めて、今している状況です。その堆肥化は、民間

の方に委託されて、ほかのごみと混ぜて堆肥化を進められておられるんですが、そのところはち

ょっと調べたところによると、この委託業務の方であって、持ち込みその他については費用が発

生してないんですが、仮にこの堆肥化にされていろんな堆肥の量が増えていきます。以前の話で

は、必要な方には無償譲渡でそれを配布するということでしたけれども、これが今、虎居をモデ

ルにしてどれぐらいの量なのか、そして将来的に全町的にしたのはここあたりの運用、活用とい

うのはどのようになっていくのか、そこまでは試算はされてないものかをお聞きします。 

○町民環境課長（丸田  忠君）   

 堆肥化の関係でございますが、現在、民間の施設のほうに持ち込みまして、そこで堆肥化のほ

うお願いをしてるところでございます。堆肥につきましては、食物の残渣、あと木のチップ等を

もとに堆肥化をしているところでございますが、量としては、持ち込んだ量の１０分の１程度の

量になるということでございます。 

 現時点では、当初の計画では、すぐ配布のほうができるんじゃないかと計画をしていたんです

が、やはりある一定以上の期間を置かないと、十分な堆肥化ができないという状況もございます

ので、現時点では配布のところは見送っているような状況でございます。 

 以上です。 

○川口 憲男議員   

 堆肥持ち込みが、生ごみで１０分の１になり、堆肥の配布というのは今のところ見合わせてる

と、それほどないから見合わせているという説明でございました。 

 町長、これを全町化に進めていったときに、トン数も増えていくじゃろうし、また堆肥の量も

相当増えていくじゃろうし、そこあたりのところで、例えば今の収集業務の方々のところと堆肥

センターとの関連のところで、今無償的にされておりますが、ここあたりのところ将来的に生ご

み堆肥化を進めていく中で、こういう施設をずっと民間の方に委託されて行われると思うんです

けれども、そうなったときに、その民間の方々の堆肥舎も相当効力的にこれだけに熱中されるの

か、そこあたりは私も見込めませんけれども、そういうところを考えたときに、全町化をされた

ときには、どういうような流れになっていくと考えてらっしゃるのかお聞きいたします。 

○町民環境課長（丸田  忠君）   

 全町化になった場合なんですが、現在、民間のこの施設につきましては、コンビニ等の食物の

残渣等の受け入れをしておられるわけですけれども、現在は工場のほうの拡張を行いまして、ま

た全町化になった場合については、町の収集をした生ごみのほうを優先して事業面については考

えるような話もされていますので、受け入れ態勢については、その処理量については問題ないと

思っているところでございます。 

○川口 憲男議員   

 そのコンビニ等の分もあるけれども、町の生ごみのほうを優先して処分をしてやるということ

なんですけど、当然民間の方にされるんでしたら、今民間委託されている料金だけで賄われるの

か、そのところと無償譲渡は将来的にもそういうふうに進んでいくというふうに考えられるのか。 

 それと農業関係、それから作物によっては、その成分等が問題になってくると思うんですが、
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そういうところはまたその業者の方が、成分調査とかいろんなことをして譲渡をされるのか、そ

ういうところまでの考え方とか、そういうのは町ではお持ちでないのか、そこをお聞きします。 

○町民環境課長（丸田  忠君）   

 堆肥化した場合の成分の検査の関係になると思うんですが、現時点で一般的に考えられますの

が、この堆肥について、一般的には飼料作物とか花関係については有効ではないかと言われてお

りまして、ただ、稲とかそういう根物といいますか、そういう関係については、現時点ではどう

なのかということで言われているようでございます。 

 今後やはり配布する際に、いろいろどういうところが適している、適してないいうのがありま

すので、成分等の検査については、今後また検討していきたいと考えております。 

○議長（平八重光輝議員）   

 ここで、しばらく休憩します。再開はおおむね２時２５分とします。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

休憩 午後２時１４分 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

再開 午後２時２３分 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○議長（平八重光輝議員）   

 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

○川口 憲男議員   

 町長、この生ごみのリサイクルをすることによって、非常にクリーンセンターの利活用が大き

く変わってくるということは、もう今まで申したとおり、それから説明があったとおりだと思う

んですけれども、やはりクリーンセンターの施設自体を延命化図ることは非常に大事なことであ

り、そしてまたごみ処理を行っていくっちゅうことも、さつま町にとっては大事なことだと思い

ます。 

 生ごみの分別収集を行うことで、まだ数年、見込みは何年ということは言えないけれども、そ

れが何年かは見込めるということでした。ぜひ、やっぱり今回、虎居をモデルにして、いろんな

数値も出てくるんだと思いますけれども、やはり先ほど申し上げました今度はこの生ごみの処理

の仕方、ここあたりにも十分力を注いで考えていただきたいと思います。 

 ちなみに、環境課の資料をみますと、ごみ処理が２９年度の費用が１億４,０００万円ぐらい、

相当これが軽減されると、そしてまた、これに町民１人当たりのごみ処理が大体年間６,７００円

ぐらいかかっていると、これが非常に少なくなっていくと。そうしたことによって、また各地域

のごみステーションの収集の仕方も変わってくると思いますので、ぜひ、このクリーンセンター

の活用年数が見込まれてくる中で、どういうような対応されていくか。先ほどからほかの議員の

方々の質問にもありますように、どこを優先にしていくか、公共施設の整備を行ってどこを優先

的にもっていくかということだったんですけど。クリーンセンターについては３０億から、これ

一般の目安ですけども３５億円前後、あるいは４０億円いくんじゃないかと思いますけども、こ

こあたりのさつま町一町で出すというのは大変な金額だと思います。 

 こういうことに考えてみて、クリーンセンターのこの生ごみの回収方法を、それから分別収集、

ここあたりを再度町長にお伺いしますけれど、どういうような方法で進めていかれるのか、また

町民の方々への啓蒙策、そこあたりをもう一回説明をしていただきたいと思います。 

○町民環境課長（丸田  忠君）   

 生ごみの分別の収集の関係でございますが、現在も各地域のほうから出前講座の要望とかござ
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いまして、そこに月に数回、係員のほうが出向きまして、いろいろな説明をしているところでご

ざいます。 

 今後も、今年度の利用の状況、あといろいろな問題点を十分検証いたしまして、可能で問題が

なければ３１年度から、現在のところ計画しているところではございますが、やはり地域の皆様

への説明が必要でございますので、計画といたしましては、地域の総会ですとか、３月から４月

のそのあたりの時期で公民会等での説明を含めて、あと広報紙等を行いまして、啓発のほう、説

明、その辺は進めていきたいと考えているところでございます。 

 以上です。 

○川口 憲男議員   

 施設の延命化、あるいはこの公共施設の整備資金、基金とかいろんなのがありまして、非常に

多額の費用がかかるところに、今後も取り組んでいかなきゃならないところです。 

 リサイクルセンターで当初説明いただきましたときには、１０年ないし１５年は大丈夫だろう

ということでしたけれども、やはりこれがいつ、その年数がこれだけもつかということはまずク

エスチョンじゃないかと思いますので、やっぱりそういう流れになれば公共施設整備資金等がど

うなっていくか、ここあたりが問題じゃないかと思っております。鋭意、努力されるよう要請を

しておきます。 

 それから、２番目の町内各所に紙類の収集場と呼ぶんでしょうかね、新聞紙は南日本新聞のほ

うが回収日を決めて、家の軒先に出しといてくださいということにしてありますが、こういうよ

うな状況が続いておりますが、町の不燃物売り払い収入への影響がどれぐらい見込まれるのか、

町長、判っとったらお答えいただきたいと思います。 

○町民環境課長（丸田  忠君）   

 資源ごみの売買の実績等の関係でございますが、町全体といたしましては、２９年度で

９５０万程度収入がなっておりまして、傾向といたしましては、若干、年々減少傾向にあるとこ

ろでございます。 

 現在は、町内で収集場所を設けまして、民間の業者が独自に紙類に特化した形で収集している

ところでございますが、その関係分について紙類だけにして抜き出しますと、先ほど町長の答弁

でもありましたとおり、約１６万程度年間減少しているような状況になっているところでござい

ます。 

 以上です。 

○川口 憲男議員   

 １６万程度の減少になる、見込んでいるという町長の答弁のところがありましたけれども、確

かにこういうふうにして紙類に限り、段ボールもですけれども、民間の業者が回収をされている

と、そういうことによって、こんなふうなら有益不燃ごみの収入売却が大体９５０万ぐらい、こ

れは２９年度３月現在でそれぐらいあるのが大体十七、八万、まあ２０万前後見込まれてくると

いうことなんですが。 

 そこでもう１点、町長、お聞きしますが、こういうの中で集落等ごみステーションには、ごみ

といいますか、紙類は出てくるわけですけど、こういうことによっては、そのぐらいの減でとま

るという考え方なんですが、もうこういう紙類をそういう業者の方とお話しして、紙類は全部そ

れに収集していただけませんかちゅう考え方も出てくるんじゃないかと思います。 

 ただし、そうしたときに、売り払い収入が物すごい減少するということが考えられるし、また、

焼却炉に以前は聞いとったのが、焼却炉を燃やすのに紙が必要だということを聞いて一時調べた

ところ、紙ばっかじゃ違うんだと水も必要だと、そのために多少生ごみも要るんだということも



- 59 - 

聞いたんですが。こういう業者の人たちの紙類の収集について、どういうふうなお考えをお持ち

なのか、町長のお考えをお聞きします。 

○町民環境課長（丸田  忠君）   

 民間の方のこの収集の関係ですが、基本的には家庭の一般廃棄物につきましては、廃棄物処理

及び清掃に関する法律によって、基本的には町のほうが収集、運搬、処分することが基本となっ

ております。一部、業者委託は可能でありますが、基本的には町がすることになっております。 

 現在行っている民間業者独自の収集場所を設けての収集関係ですが、この業者につきましては、

町の一般処理の廃棄物の許可業者でありまして、収集運搬の関係の許可を受けている業者であり

まして、また、この廃棄物処理及び清掃に関する法律の中で、もっぱら再生利用の目的となる指

定された廃棄物、古紙ですとかくず鉄とか、その特定なものについては、例外的に許可なく収集

はできるっちゅうような規定もございますので、その辺を含めまして、この民間業者の関係につ

いては問題ないと考えております。 

 ただ、これは何もかもってなりますと、やっぱりいろいろ問題がありますので、先ほど申しま

したように、基本的には家庭用の一般廃棄物については町が収集、運搬、処分が基本ですので、

ここの関係については、余り民間の業者にお願いするってわけにはいかないと考えているところ

でございます。 

○川口 憲男議員   

 紙類だけ、今現在で行われているのは紙類だけですけれども、全部任すっちゅうのは各ごみス

テーションにおいても当然、紙類が出てくるんじゃないかと思います。新聞紙等を見ましても、

ごみステーションには新聞紙等も出ておりますから、当然、町が行うべき義務なところでは、や

らなきゃならないところだと思っております。 

 ただ、先ほども申し上げましたけれども、この売り払い収入の影響、それから前にちょこっと

触れましたけれども、公共物の公共施設整備資金のところなんかに出てきましたけども、これも

一般財源化されて、こういう分別有益資源ごみですか、不燃売却施設のこの９００万円ぐらいの

お金も当然、これ何やったですかね、雑入やったですかね、ちょっと名前忘れましたけど、そう

いう名目で一般会計に入っていくんですけれども。やっぱり、１番目に申し上げましたように、

クリーンセンター等の施設老朽化、あるいはこれを延命化するにはどうしても資本が必要ですか

ら、こういうことを結びつけていけたら、また町民の方々もごみを出していただくことによって、

こういうのの資金にもなるんですよということにもつながると思うんですけども。やっぱり、紙

類の収集、あるいはいろんなとこの不燃物収集等の益金を得るということで、非常にその、ク

リーンセンター等の延命化にもつながっていくんじゃないかと思うんですが。 

 そういうような点で、その紙業者の人たちにはそこまで言えないんですけれども、やっぱり町

の資金としてつながっていくという考え方をすれば、「捨てればごみ、利活用すれば資源」とい

うことを申し上げましたけれども、もう一回お聞きしますけれども、やっぱり３０億円ないし

４０億円の施設がかかる費用的なのについて、これからお金をっちゅうことじゃないんですけれ

ども、ごみを資源としてお金に活用するという考え方があると思うんですけど、町長、そこら辺

はどうなんでしょう、考えはないですか。 

○町長（日髙 政勝君）   

 一般廃棄物については、先ほどから課長が言いますとおり、町の収集業務のところがあります

ので、基本的にはやっぱり町民の出されるごみについては、町は収集をするという原則に立って

いるわけでありますので、今までどおり、基本的には町がそれぞれ委託業者を通じて、収集はし

ていただくということになろうかと思っております。 
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 とにかく、この資源ごみ、資源ごみはとにかく分別をして出していただく、紙類はもとより、

いろんなこの資源の活用ができるようなものは、リサイクルをしていただいて出していただくと

いうのは基本でありますので、そこは徹底してやっていきたいと思っているところであります。 

○議長（平八重光輝議員）   

 川口議員、質問の趣旨に沿った（発言する者あり）お願いします。 

○川口 憲男議員   

 質問の趣旨じゃないけ、まあ、いいが。 

 町長、最後に、やっぱりこういうごみの処理ということは先ほど申されたように、町がするこ

とがこれは原則であるということをおっしゃいましたから、まさにそのとおりですけれども、町

内から、大崎町みたいに２１品目も、２１品目じゃなかったですかね、２７品目まで分別収集を

せとは申し上げませんけれども、やっぱりさつま町も「ごみのないまち、美しいまち」としてい

くんであれば、この２１品目あるいは今出ました紙類のリサイクルに対してでも、町民に呼びか

けをしていただきまして、生ごみを含めごみがないまちとして、推進をしていかれるように要望

をしときます。 

 終わります。 

○議長（平八重光輝議員）   

 以上で、川口憲男議員の質問を終わります。 

 次は、６番、田野光彦議員の発言を許します。 

〔田野 光彦議員登壇〕 

○田野 光彦議員   

 最後になりましたけれども、私の質問は、空き家・空き地対策についてという質問です。 

 放置された空き家等が問題にされる中、国では空家等対策特別措置法が平成２６年１１月に成

立しております。多くの自治体では、それ以前に空き家条例を制定しているようであります。さ

つま町も、「さつま町空家等適正管理に関する条例等の制定について」という内容で、平成

２８年３月議会で可決していると存じております。 

 町内全体で高齢化率は３９.３％、それから６０％を超える公民会が８公民会という高齢化の

実態に伴って、町長が言われる施政方針にある「安心・安全なまち」を構築するためには、早急

にその対策を講ずる必要があると考えます。既に制定されてから、２年を経過しているようでご

ざいます。町長には、次の４点について見解を伺いたいと思います。 

 １つは、空き家は町内にどれくらい存在しているのか、特に危険な空き家はどのくらいあるの

か。 

 ２番目に、これらの家屋の固定資産税は納付されているのか。特に、大きな施設等の固定資産

税等の納付状況はどうなっているのか。大きな施設等というのは、湯田のところにある施設だと

か、あるいは求名のところにある施設があるんですが、そういったような固定資産税の納付状況

はどうなっているのか。 

 それから、これらの放置された危険な空き家は、本町の景観から見ても、もちろん防災、衛生、

そういった景観等の問題もあるわけですけれども、今後どのような対策を講じていこうとお考え

なのか。 

 それから４番目に、これは住宅と住宅の間の空き地、あるいは不耕作地も含めてもあると思う

んですが、夏は雑草が茂り、非常に有害虫の発生があるわけです。住民に迷惑がかかり、冬場は

冬場で枯草、これからそういう時期になるわけですけれども、枯草となって火災の危険もありま

す。また、それは景観上も非常によくありません。今後、どのような対策を講じていこうと考え
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られていますか。その辺を町長にお伺いします。 

 以上で、第１回の質問を終わります。 

〔田野 光彦議員降壇〕 

〔町長 日髙 政勝君登壇〕 

○町長（日髙 政勝君）   

 田野光彦議員から、空き家・空き地の対策についての御質問でございます。 

 まず、第１点の危険空き家を含む空き家の数でございますが、平成２７年に各公民会長にお願

いをいたしまして、町内の空き家の実態調査を実施いたしました。空き家の棟数、構造、状態、

周辺等への影響度について、目視による調査を行いました結果、住家の空き家が１,２４６戸で

ございます。状態別で見ますと、良好・普通が５６６戸、要補修が３４３戸、廃屋が３１５戸と

なっております。 

 周辺への影響度を見ますと、防災上の観点から隣家との境界が狭い空き家が２７３軒で、うち

廃屋が５７軒ということであります。 

 環境、景観上から苦情になるおそれがある空き家としましては２３０軒で、うち廃屋が５７軒

となっております。 

 危険家屋と思われる５７軒の廃屋については、関係課職員による目視による調査を実施いたし

まして、現況を確認したところであります。緊急的に対策を講じる必要がある特に危険な家屋は、

確認をできなかったところであります。 

 次に、２点目の空き家に対する固定資産税についてでございます。老朽化した空き家は経過年

数も進行しまして、固定資産評価額も２０万円未満の免税点以下となっている家屋も多く存在を

しております。家屋に対する固定資産税は、その所有者に対して課税することとされております

が、空き家の場合、所有者が死亡している場合が多く、その場合には相続人代表者、あるいはこ

の納税管理人等を選任していただきまして、納付をお願いしているところであります。相続人等

が県外に住んでいる場合など、所在がなかなか確認できない、そういった土地・家屋に対する納

税意識の希薄化が進む傾向にありまして、一部においては納付が滞っている事案も見受けられま

す。 

 また、大きな施設についても、管理不全で原状回復が難しい物件もありますが、所有者及び所

在が特定でき、納税通知書が到達されている場合は、一般の家屋と同様に固定資産税を賦課して

おります。お尋ねの大きな施設のことについてでありますが、これについては特定の物件につな

がる、いわゆる個人情報に関係をしますので、納付状況については個別の税務情報であることか

ら、回答は差し控えていただきます。 

 次に、これからの、これらの放置された危険家屋の対策ということであります。平成２７年に

施行されました、空家等対策の推進に関する特別措置法におきまして、第一義的には、空き家等

の所有者等が自らの責任により、適正な管理を努めるように規定をされております。危険家屋に

つきましては、町といたしまして平成２４年度から、もうこの法律ができる以前から、２４年か

ら２６までの３年間と、平成２８年度から３０年度までの３年間におきまして、危険家屋の解体

の撤去の補助事業を創設いたしまして、除却にも力を入れてきたところでございます。これまで

の５年間に、１６４軒の危険家屋の除却を行ってきております。 

 現在、空き家を解体したあとの土地に対する固定資産税の関係につきましては、今まで家があ

る場合６分の１課税ということがありますけども、解体をしたあとは６分の１課税がなくなると

いうことでありますので、これについてはやはり、せっかく解体はして空き地にしたのに、今度

は税金が上がってくるという矛盾したことがありますので、町としましては、３２年度までは解
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体撤去の促進を図っていく必要から、減免措置を講じているところであります。 

 空き家対策の推進につきましては、空き家の活用を、先ほどありましたとおり、まだ使えるよ

うな状況につきましては、空き家をもっと活用していただきたい。そしてまた、これについては

空き家の情報バンクを設けておりますので、そこに登録をしていただいて、その家を借りたい、

あるいは売りたい、買いたいとか、そういう賃貸借も購入とかできるような仕組みをつくってお

ります。 

 そしてまた、貸す場合に当たってはリフォームが必要だろうということで、リフォームの補助

制度も創設をいたしております。 

 そしてさらに、先ほど申し上げましたとおり、廃屋については解体の撤去の助成もしておりま

すし、そしてまた、空き家をまたリフォームをして貸し付けたいという場合に、家財が入ってい

るから、どうもその辺が問題だというようなことでありましたので、家財の撤去費まで今は助成

もいたしておるところであります。 

 そういうことで、この管理不全な状態の空き家等の発生を防止しまして、適正な処理を行うこ

とを明記しました、空家等の適正管理に関する条例も既に制定をしてあるところであります。管

理が行われていない危険家屋等があると認めるときには、条例によりまして実態調査、助言また

は指導、勧告、命令、公表、緊急安全措置を行うことができるようになっておりますので、学識

経験者等で組織しております空家等対策協議会に諮りながら、危険家屋への対策を講じてまいり

たいと考えております。 

 最後に、空き地の雑草等への対策についてでございます。空き地の雑草については、これまで

毎年数件程度の苦情、相談が来ておるところです。土地の管理については、先ほどもありました

とおり、あくまでも所有者に委ねておりますので、行政において法的な手段もないところであり

ますので、これまで雑草の除去等については、土地の所有者に対して個別に指導というんですか、

「きれいにしてください」ということはお願いをしているところであります。 

 また、枯草などの火災の危険のある土地の所有者についても、町の火災予防条例によりまして、

火災予防上の必要な措置を講じなければならないとなっておりますが、これについては罰則的な

規定もないところであります。したがいまして、同じように指導の範囲にとどまっているという

ところであります。 

 このようなことから、行政みずからの対応というところは大変難しいところでありまして、雑

草等については、土地の所有者責任ということで対応してもらう必要がありますことから、今後

におきましても個別に指導を行いまして、広報等にもまた啓発を引き続き行ってまいりたいと思

っております。 

 以上でございます。 

〔町長 日髙 政勝君降壇〕 

○田野 光彦議員   

 全国の空き家率が、それがちょっと私調べた段階では、約１３％ぐらいなのかなというふうに

思います。その場合にさつま町はどうなのか、もっと多いのか、少ないのか。 

 それからもう一つは、「特定空家等」の定義が、倒壊等もしくは保安上危険となるおそれのあ

る状態、それから著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われないことによ

り著しく景観を損なっている状態、４、その他周辺の生活環境の保全を図るために放置すること

が不適切である状態というふうになっております。先ほど、町長の話では、危険家屋５７という

話だったんですが、特定空家等というふうな認識でよろしいんでしょうか。その辺を伺いたいと

思います。 
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○町長（日髙 政勝君）   

 空き家率の関係だと思いますが、さつま町は人口約２万１,０００ですけど、戸数は約１万で

すから、これからいきますと１,２００ですから、大体国と同じような割になるんじゃないかな

と思っております。 

 それと特定空家、この指定については条例を定めておりますが、やはり先ほど申し上げました

とおり、実態調査、助言または指導、勧告、命令、公表、緊急安全措置の、こういうことができ

る空家等対策協議会というのがございます。その中で、その現場を実態調査をした上で、その特

定空家になるのかどうかっちゅう判断をしていただくということになるところであります。 

○田野 光彦議員   

 今、空き家の場合、助言、指導、勧告、命令、それからそれに従わない場合は行政代執行とい

う方法があるかと思うんですけれども、例えば、先ほどの関連で、庭やあるいは空き地に草が生

えている、あるいは枯れ木があると、そういった場合に火災の危険等があるんで、除草あるいは

撤去をお願いしますというふうな助言、指導というのができるんじゃないかなと思うんですけれ

ども、そういったような状況を見ながら個別にやられるのか。それとも、私は放送か何かで何回

かそういったことをやる必要があるんじゃないのかなと、大してお金もかかんないことですから、

そういうふうなこともやってもいいんじゃないのかなというふうに思うんですが、いかがでしょ

うか。 

○町長（日髙 政勝君）   

 本町の空き家の状況については、対応ごとに先ほど申し上げたとおりであります。 

 廃屋が５７軒ということでありますが、見たところではそんなに危険な家屋としては見受けら

れなかったと、確認できなかったということでありますので。 

 あと、枯れ木とかそういう状況はどうかっちゅうのは、基本的にはその所有者自ら、その辺の

ところをしっかり管理をしていくというのが、法律の目的でもありますし狙いでもありますが、

なかなかこちらに住んでないとか、そういう事例のところがあるかと思いますけど、やはりこの

所有者責任の中でやっていただくよう、行政としては、そういう連絡は指導はやっているところ

であります。 

○田野 光彦議員   

 もちろん所有者の責任というのが正しいと思うんですけれども、所有者が例えば亡くなったと、

そういった場合に子供さんが都会に行っていると、そういった場合はなかなか連絡がつかない。

それから、相続人が何人かいた場合に誰が代表なのかと、先ほどは相続人の代表者という話だっ

たんですが、固定資産税を送付した場合に、なかなか誰が払うのかというふうな問題も出てくる

と思うんです。 

 空き家になった場合に、子供さんがこっちに帰ってきてそれを住めば一番いいんでしょうけど

も、なかなか東京、大阪等にいると、こっちに来てまで、仕事を放棄してまで住むということは

不可能であるし、空き家を賃貸にするにしても、リフォームが必要ですしお金がかかると。 

 それから、例えばそれをアパートなんかにした場合に、そのもとを取り戻すのに何年もかかる

と、あるいは入居者が見つからないとかですね。それで、毎年の固定資産税を払っていかなきゃ

いけない。あるいは、定期的な設備の補修だとかそういったのもかかるということになると、な

かなか難しいということになると思うんです。売却すればといっても、売却もなかなか今はそう

は進まないということになるのかなというふうに思います。 

 ですから、固定資産税の納付は、今言われた、こっちにいる人であればいいんですけれども、

代表者にだけ請求されているんでしょうか、その辺はいかがでしょうか。 
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○税務課長（下田 良二君）   

 納税管理人や相続人が特定できない場合は、特定できるように努力して見つけまして、あと特

定ができた場合は納付書を県外のほうに送っております。 

 それと、危険家屋の５７軒の廃屋についてですが、免点未満が２４軒ということでございます。

課税標準の２０万円以下です。 

 それと、県外の納税義務者が１１軒でございました。 

 以上で、説明を終わります。 

○田野 光彦議員   

 あと、廃屋あるいは空き家を更地にした場合に、さっき町長がおっしゃった、税金が６倍ある

いは場合によっては３倍になるわけですけど、３倍から６倍というふうに書かれていますけれど

も、そういった場合の町としての対応をやっておられるということだったんですけれども、町で

は空き家撤去した場合の補助というのは、たしか３０万ぐらい補助がありますよね。そのほかに

もまだあるのかどうか、これは例えば、ホームページに書いてある３０年度限りなのか、今後も

される予定なのか、その辺を伺います。 

○町長（日髙 政勝君）   

 この家屋状況の関係が、戦後、やはり持ち家を皆さん持つという、いわゆる自分の家を持つと

いうのが、アパートとか民間の借家をするということもありますけども、夢としてやっぱり自分

の家に住むというのが願望であったと思うんですが、特にそこがあって国としましても、そうい

う住居をつくってした場合は、固定資産税もいわゆる土地の、新築の場合は今３分の１課税です

かね、３年間ありますけども、土地についても６分の１課税を、持ち家についてはずうっとして

おったんですがね。 

 それが例えば、基本的には住居でこの登録をずっとしてあるんですけど、住んでなくても住宅

だということでずっと続いておって、減免がいわゆる６分の１課税がされておると。空き家にな

っているから、結局住宅じゃないですよね、という考え方に立って、私はもう解体をしたら、そ

れこそ本当は国がまたもとに戻しますよということになってるんです。いわゆる６分の１課税を

もとに返すから、１００％課税になるということですから、解体をしたらそれだけ税金が上がっ

てくるということになるんです。 

 それで、先ほど申し上げたとおり、矛盾しているんじゃないかと。危険家屋で危ないから解体

をしなさいと、町からも補助金も出して解体してもらったら、結果的に税金が上がってきたとい

うことになるわけですから。ほかに有効活用していただければ、新たにまた新しい住宅をつくる

とか、あるいはどなたかに売って住宅をつくってもらうとか、それであれば意味があるんですけ

ども。なかなか空き地のままとなると、なかなかその辺に矛盾があるから、せっかく解体しても

らったから、３年間は減免にしますよという措置をさつま町はとったという、それはもう３年間

です。ずっとするわけにはいきませんから。自主財源として固定資産も非常に重要な財源ですの

で、ただ政策的にそういうことをやったということでございます。 

 そのほかの助成制度については、いわゆる老朽化をして、解体補助金が１戸当たり限度３０万

ということでありますが、先ほど申し上げました貸せようにも、例えば、隠居あたり、じいちゃ

ん、ばあちゃんが死んで貸せようと思っても、家財道具がそのまま残っていると。あるいは処分

の仕方も相当、シルバー人材センターで頼めば処分はしていただけますけども、それもやっぱり

経費が要るというようなことでなかなか進まないということがありましたもんですから、家財道

具の処分に対しても５万円やりますよと、そういう制度もございます。 

 それから、先ほど申し上げましたとおり、空き家バンクですね、さつま町はいち早くこの空き
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家バンクの条例をつくる前から設置をしております。家主さんたちが、いわゆる所有者も、この

家はあいてきたから、どなたか必要な方については売ってもいいですよ、あるいは貸してもいい

ですよという方については、空き家バンクのとこに登録をしていただいて、それに基づいて今度

は住宅を求めたい、借りたいあるいは買いたいというという人があれば、そちらのほうに不動産

屋を通じてですけれども、そういうバンクをつくっておりますので、今でもそれを通じてそうい

う実績も出てきております。そういうことも、今やっておるところであります。 

○田野 光彦議員   

 先ほど、税法上の観点から、ちょっと答えられないということがありました大型の施設等につ

いては、これは非常に危険な状況で、私もちょっとお風呂屋さんに行くと、上から張り板が落っ

こっちゃってきたりとか、そういうような状況もあるわけですけれども、これは先ほど言った指

導、勧告、命令それから代執行と、そういう形でされる予定、おつもりはないんでしょうか。 

○町長（日髙 政勝君）   

 先ほど、廃屋の５７軒について申し上げまして、それも調査を職員によりまして実施をしてお

りますが、緊急的に対策を講じるというところまでは判断をしていないようなんです。まだまだ

状況が悪化して、それならとなると、先ほどの政策空き家として指定をすれば、そういうことの

可能性は出ててくるかと思いますけど。 

 そういうことで、やはり基本的な所有者責任というのが基本的にはあるもんですから、そこが

優先されるというのはあります。あとはどういうことになっているのか、相続関係でようわかり

ませんけども。 

○田野 光彦議員   

 町長が言われた、その５７軒の中に入っているのかわかりませんけれども、具体的に名前言っ

ていいのかよくわかりませんけれど、求名のあれは物件、恐らく会社が持っているんじゃないか

なと思うんですけども、それから湯田の物件とか、あるいはほかにもまだあるのかなと思います。

そういったような、非常にもう危険というふうな認識をもう超えているような状況じゃないのか

なというふうに考えているんですが、この辺はいかがでしょうか。 

○企画財政課長（押川 吉伸君）   

 今、御指摘の物件につきまして、１軒のほうにつきましては、実態の把握ということで、現場

確認を関係課と行ったところでございます。今、言われますように、軒下の部分が落ちている部

分もございますが、基本的に、やはり個人的な財産でございますので、まずもって所有者、管理

者の方々にお願いをしていくということが前提でございますので、もうそういったことを繰り返

しながら、なかなか対応ができない状況があった場合につきまして、協議会等を開きながら、勧

告なり指導、そういったような手続を踏んでいくという形で、即指導ができる、勧告ができると

いう状況ではございませんので、実態調査をしながら、所有者のほうに、引き続き管理のほう、

安全管理のほうをお願いしていくという形で進めていくしかないということで、対応したところ

でございます。 

 また、求名の物件につきましては……ちょっと、済みません。 

○税務課長（下田 良二君）   

 求名の物件につきましては、所有者の名前は判っているんですが、ペーパーカンパニー、幽霊

会社みたいなところでありますので、納税通知書が届かない状況であります。 

○田野 光彦議員   

 所在が判らないと、その所有者の、恐らく会社じゃないのかなと思う、ということは、税金も、

相当な税金の料だろうと思うんですよね。滞納しているということになるわけですか。それとも
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う一つの湯田についても、そういうふうな滞納がずっとされているというふうな認識でよろしい

んですか。 

○税務課長（下田 良二君）   

 一応、滞納状況につきましては、個人情報ですので、回答は差し控えさせていただきたいと思

います。 

○田野 光彦議員   

 そういうことで、今後、もうちょっとよく精査していただいて、あるいは勧告、命令、その勧

告をするにも、勧告もどこにいるって判らないということになるんですかね。なるべく善処して

早目に、景観上もよくないし、危険家屋でもありますので、対処するようにしていただきたいな

というふうに思います。 

 それから、もう一つの４番目の関係なんですが、これも実際に、役場のほうに、ある住民が、

苦情がないと対応しないのか、それとも見て状況的に判るんじゃないのかなと思うんですけれど

も、これを例えば、さっき私も申し上げたように、放送で、こういうのは注意してくださいとか、

そういったことは、そんなにお金がかかる問題でもないですので、できるんじゃないのかなと。

これから冬場になると、ますます、たばこの火で延焼していく可能性も十分あり得ると思うんで

すね。そういったことについては、いかがでしょうか。 

○町民環境課長（丸田  忠君）   

 町内の空き地の枯れ草の関係でございますが、やはり町内、結構広域でございまして、個別に

見て回るというのも、相当な地域がありまして難しいと考えております。 

 そういうことで、相談とかありましたら、こちらからも調査を行うなり、先ほどありましたよ

うに、指導、要請等は行っているところでございます。 

 それから、その放送の件については、議員が言われましたように、一般的に枯れ草等が舞って

ということがありますので、それを放送するについては、問題ないと考えているところでござい

ます。 

○議長（平八重光輝議員）   

 お静かに願います。 

○田野 光彦議員   

 そういうことですので、なるべく、ここに書いたことに対して、善処して対応していただきた

いなというふうに思います。 

 以上で、私の質問を終わります。 

○議長（平八重光輝議員）   

 以上で、田野光彦議員の質問を終わります。 

 以上で、通告に基づく一般質問を終わります。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△散  会   

○議長（平八重光輝議員）   

 本日の日程は全部終了しました。 

 あすは午前９時３０分から本会議を開き、総括質疑を行います。 

 本日はこれで散会します。お疲れさまでした。 

散会時刻 午後３時１４分   
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平成３０年第３回さつま町議会定例会会議録 

                            （第３日） 

○開議期日    平成３０年９月１１日  午前９時３０分 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○会議の場所   さつま町議会議事堂 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○当日の議員の出欠は次のとおり 

 出席議員（１６名） 

   １番  上 囿 一 行 議員      ２番  上久保 澄 雄 議員 

   ３番  三 浦 広 幸 議員      ４番  柏 木 幸 平 議員 

   ５番  米 丸 文 武 議員      ６番  田 野 光 彦 議員 

   ７番  舟 倉 武 則 議員      ８番  岩 元 涼 一 議員 

   ９番  朝 倉 満 男 議員     １０番  岸 良 光 廣 議員 

  １１番  新 改 幸 一 議員     １２番  宮之脇 尚 美 議員 

  １３番  川 口 憲 男 議員     １４番  森 山   大 議員 

  １５番  新 改 秀 作 議員     １６番  平八重 光 輝 議員 

 欠席議員（なし） 
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○出席した議会職員は次のとおり 

 事 務 局 長  福 田 澄 孝 君   局長補佐兼議事係長  半 﨑 幹 男 君 

 議 事 係 主 査  竹 下 和 男 君 
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○地方自治法第１２１条の規定による出席者は次のとおり 

 町     長  日 髙 政 勝 君   副  町  長  上 野 俊 市 君 

 教  育  長  原 園 修 二 君   総 務 課 長  﨑 野 裕 二 君 

 企画財政課長  押 川 吉 伸 君   財産管理課長  原 田 剛 志 君 

 税 務 課 長  下 田 良 二 君   保健福祉課長  櫻   伸 一 君 

 高齢者支援課長  岩 元 義 治 君   子ども支援課長  鍛治屋 勇 二 君 

 農 政 課 長  四 位 良 和 君   耕地林業課長  杉水流   博 君 

 商工観光ＰＲ課長  羽 有 郁 夫 君   建 設 課 長  小永田   浩 君 

 水 道 課 長  三 角 芳 文 君   教育総務課長  角   茂 樹 君 

 

 



- 68 - 

○本日の会議に付した事件 

第 １ 議案第４９号 さつま町税条例等の一部改正について 

第 ２ 議案第５０号 さつま町通学費補助条例の一部改正について 

第 ３ 議案第５１号 さつま町ひとり親家庭等医療費助成に関する条例の一部改正について 

第 ４ 議案第５２号 平成３０年度さつま町一般会計補正予算（第２号） 

第 ５ 議案第５３号 平成３０年度さつま町介護保険事業特別会計補正予算（第１号） 

第 ６ 議案第５４号 平成３０年度さつま町上水道事業会計補正予算（第１号） 
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５４ 

さつま町通学費補助条例の一部改正について 

平成３０年度さつま町一般会計補正予算（第２号）（関係分） 

 第１条 歳入歳出予算の補正   

  歳 入  
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平成３０年度さつま町上水道事業会計補正予算（第１号） 
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△開  議  午前９時３０分   

○議長（平八重光輝議員）   

 おはようございます。ただいまから平成３０年第３回さつま町議会定例会第３日の会議を開き

ます。 

 本日の日程は、お手元に配付してある議事日程のとおりであります。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第１「議案第４９号 さつま町税条例等の一部改正

について」、日程第２「議案第５０号 さつま町通学費

補助条例の一部改正について」、日程第３「議案第

５１号 さつま町ひとり親家庭等医療費助成に関する条

例の一部改正について」   

○議長（平八重光輝議員）   

 これから、９月６日提案がありました議案第４９号から議案第５４号までの議案６件について、

総括質疑を行います。 

 なお、質疑にあっては、総括的な事項について質疑を願います。 

 まず、日程第１「議案第４９号 さつま町税条例等の一部改正について」から日程第３「議案

第５１号 さつま町ひとり親家庭等医療費助成に関する条例の一部改正について」までの議案

３件を一括して議題とします。 

 各議案の提案理由については説明済みであります。 

 これから、ただいまの議案３件に対する質疑を行います。質疑はありませんか。 

○川口 憲男議員   

 議案第５０号の通学費補助条例の一部改正について、ちょっとお聞きしたいと思います。 

 これ、自転車通学について３キロ以上だったですかね、を助成するということに、３万円です

かね。（「はい」発言する者あり） 

 ３万円の補助ということになっておりますが、これの通学状態、距離数の計算は当然出てくる

と思うんですけども、きのうの一般質問でも、同僚議員が通学について質問がありましたけれど

も、通学路等はどういうふうに指定されて、算定基準はどういうふうにされる考えなのかをまず

１点お聞きします。 

○教育総務課長（角  茂樹君）   

 遠距離通学者の補助については、今現在、こういった、今、御提案をしているような内容で体

系を組ませていただいて、支援をしていこうという考え方でございますが、今、御指摘の自転車

通学等につきましても、申請に基づきまして、該当するかどうかの判断をさせていただくという

ことになります。 

 規則上では、一般的な通学路ということで考えておりますので、限定した経路は定めていると

ころではございません。最も一般的な道路ということで、提出されたものについて、教育委員会

のほうで実測を行いながら確認をし、判断をしていくということになります。 

 当然、キロ数を定めてございます。４キロとか６キロとか定めてございますので、そういった

ところの、きわといいますか、ところについては２回、３回と車をかえながら再確認をしながら、

そういった距離の判断はしているというような現状でございます。 

○川口 憲男議員   

 その通学路の、何というんですか、通学路指定、例えば自転車にされても車の量の少ないとこ

ろを行く、あるいは教育委員会が定めた、例えば、私、鶴田地区ですけれども、国道２６７号を
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常時来る路線で行くのか、それとも、それをちょっと脇道にそれたり、鶴田の本道だったら湯田

のほうに経由していく、それだったらこの３キロに対して、そこに二、三百メートルの差は当然

出てくると思うんですけど、そこあたりの判断の仕方をどうするのかということを聞いているん

です。 

 それともう一点は、この自家用利用者通学補助も当然出されるわけですけど、家庭で、車で送

迎する方にはそれを助成すると、仮に、ここらのところで通学定期を認めたよと、しかし、通学

定期は定期でそれなりに個人的に認めたよと、その次に、いろんな事情があって通学が自家用に

なってくると、そういったときに、どっちも申請が出たときにはどういうふうな判断で認めをさ

れるのか、そこあたりをお聞きします。 

○教育総務課長（角  茂樹君）   

 まず、通学距離の判断というところにつきましては、今現在、今回の条例の改正案には出てお

りませんけれども、今の現在の条例の第３条に通学距離という定めがございます。児童生徒の住

居から学校に至る経路のうち、一般に利用し得る最短の経路で、教育委員会が認定したところと

いうことでございますので、これはやっぱり合理性が非常に大事なところでございますので、そ

ういった判断をさせていただくということで、当然、議員御指摘のとおり、交通量が多くて危険

だということで、それが結果的に遠回りになってしまうということにつきましては、やはりここ

に合理性があるのか、この条例に適合するのかといったところについては、客観的な判断を求め

ながらやっていくと、これは教育委員会が図りながらやっていくということでございます。 

 あと、自動車通学と自転車通学とかいったところの併用の申請はできないというか、申請は一

本で、申請書の中に通学の区分等を書いた中での申請ということで、２つ上がってきた場合には、

どちらかを選択していただくという形になるというふうに思っております。 

○議長（平八重光輝議員）   

 ほかにございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（平八重光輝議員）   

 質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

 ただいま議題となっております議案３件については、お手元に配付しました議案付託表のとお

り、それぞれの所管の常任委員会に審査を付託します。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第４「議案第５２号 平成３０年度さつま町一般会計補正予算（第２号）」   

○議長（平八重光輝議員）   

 次は、日程第４「議案第５２号 平成３０年度さつま町一般会計補正予算（第２号）」を議題

とします。 

 提案理由については説明済みであります。 

 これから、本案に対する質疑を行います。質疑はありませんか。 

○新改 幸一議員   

 所管が違いますので、お伺いいたします。 

 債務負担行為補正の関係、包括業務委託の関係なんですけれども、全協でもそれぞれ説明がご

ざいまして、ある程度、まあ、理解をするわけでございますけれども、こうして９月７日に南日

本新聞に「さつま町の非常勤６業務民間委託」と大きな見出しで新聞が載りまして、町民の方か

らやっぱり、新聞に載っちょうが、どういうふうになっていくのかというような電話等もいただ

きました。この新聞を読んでいきますと、自治体の業務包括委託は、県内で初めてというような
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流れということも記事に書いてございます。 

 また、﨑野裕二総務課長は、働き手が限られた地方でも継続して人材が確保でき、メリットは

大きいというような形の中で、総務課長のほうの談話も出ておりますけれども、こういうことで、

まさに時代の流れで、そういう人件費を含めた財政的な問題、前向きな流れを組んでいただける

ということで、私は大変理解をしております。 

 そういう流れの中で思うんですけれども、やっぱり役場の行政の仕事ちゅう、内容というのは、

ゆりかごから墓場までと言われておりますから、幅広いこのいろんな業務をされるわけですよね。

そして、町民の行政サービスということで、町長がいつも言っていらっしゃいます、「町民目線

に立って仕事をやってくれ」ということをしょっちゅう言っておられますから、まさにその流れ

に乗っていくのかなというようなほうの理解もいたします。そういうことに、町民のほうも関心

が相当私はあるんじゃないかと思うんですけれども、こういう流れになったということの、まず

１点の質問は、これは何年ぐらい前にこういうことの計画といいますか、考え方というのを持っ

ておられて、こういうことに、県内初でございますから、こういう流れになったかというのが

１点と、まさに、今、テレビ等、新聞等出ておりますが、国の法律の改正等もありまして、この

正職員と臨時職員との流れの中で、臨時の職員にもボーナスも上げなさいとか、そういうことも

しょっちゅう新聞、テレビ等でも報道されておりますが、そういう流れに対する一つの施策でも

あるとは理解をするんです。そういう流れの中で大変いいとは思うんですが、ただ、私はこの新

聞を見たときに、今から、まさに今、中身を精査されていくとは思うんですけれども、非常勤

６業務民間委託と大きな見出しが載っておりまして、このことに対する町民の意見というのが、

６業務でいいのかということでございましたので、今から中身を詰めていくんですという回答は

いたしましたけれども、まさにそういうことが大事になってくるのかな、そうというふうに考え

ますし、また町民もそういうことを期待もしております。 

 先ほど言いますように、ゆりかごから墓場までの仕事でございますから、いろんなこの業務の

委託ちゅうのは出てくると思います。まさに公務員感覚から民間感覚のほうに先取りをやるとい

うふうな流れでございますから、大変理解もいたします。 

 ぜひ、中身を精査しながら頑張っていただきたいと思うんですけれども、その流れの中に、町

長に１点お伺いしますのは、この民間委託に持っていく業務の内容云々というのは、内部だけの

検討でそういう委託をされるものか、やっぱり、この有識者会議を持ちながらそういう流れに、

その将来に向けてもって段階的にこの６業務から中身を精査すれば、１０業務にもっていく、

２０業務にもっていくという形になっていくのか、そこあたりの流れというのは、どんなふうに

考えていらっしゃるものかということを、２つの点をひとつお伺いしたいということでございま

す。町長の考え、また総務課長の考え方をお願い申し上げます。 

○町長（日髙 政勝君）   

 今の市町村のいろんな役割というのは、やはり住民福祉サービスの第一線でいろんな仕事をし

ているわけであります。おっしゃるとおり、ゆりかごから墓場までと、あるいはそれ以上のいろ

んな、死んだあともあるわけですから、非常に幅広い業務を担ってしていただいております。 

 それだけ、町民と非常に身近な立場にある仕事をさせていただいておりますので、やはりこの、

住民の目線、住民の立場に立って仕事をやってくれというのは、私のいつもの職員に対する声か

けでありますけども。 

 やはりこの住民サービスというのは、きのうよりもきょう、きょうよりもあしたという形で改

善をされないと、行政サービスの質は高まらないと思っておりますので、職員については、日々

研さんもやっていただきたいということでお願いいたしております。 
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 その中で、今、市町村のこの業務というのが、地方分権が進みまして、その身近な行政サービ

スを高めるためには、わざわざ県まで行かなければならない業務、あるいは国に申請をしなけれ

ばならないという、できるだけこのそういう県あたりの事務についても、密接なこの行政サービ

スができるのは権限委譲をしてやっていただきたいというようなことで、そういう流れはずっと

続いております。それだけ、いろんな業務が、また市町村のところにおりてくるわけであります

が。 

 一方では、この職員の数というのは行政改革でかなり、いわゆる合併１０年間は１００人減じ

ておりますし、これからまた向こうの１０年間においては、さらに０.６％、２０人ぐらいは減

ずるという計画をいたしておりますので、よっぽどこの効率的なサービスをするということにな

りますと、内部の事務については十分検討をしなければならないということであります。例えば、

今説明をこれまでしましたその臨時職員、短期的に雇用している、今はこの非常勤特別職のそう

いう制度にしなさいということで切りかわって本町もやってはおりますけれども、今後、ますま

す働き方改革が出てきまして、そういう人たちは同一労働、同一賃金という基本的な考え方に沿

っての待遇面でも、あるいはこの勤務条件、休暇とか有休にしなさいとか、そういうところとい

ろんな問題が出てきますので、そうなりますとやはりこの人数もかなりそういう方々が多くなっ

ている中では、一つの労務管理というんですかね。そういう事務もかなりの量になってくるわけ

であります。 

 したがって、今後におきましては、人件費も増大をするという報告もありますし、そういう管

理的な問題というのも相当荷重になるというようなことは予測をされましたので、これについて

はやはり民でできることは民でお願いしたいと、よりサービスを高められるというところは、ま

たあるわけでありますので、そういう面は民間でも教育をしていただいて、研修をして、よりよ

いサービスをしていただきたいと、その分については、行政の事務から離れますので、本来のこ

の正職員については、いろんな企画、運営とか、いろんなことに専門的に勉強ができて、サービ

スがより高められると、そういう基本的な考え方に沿って、今回、このような形にしているわけ

でありますけども。 

 国の考え方が、これはいつから出たかということなんですけど、やはり、どんどん今、働き方

改革なんかが各業界のあらゆる分野に浸透しつつありますが、ずっと昔からというんじゃなくて、

先ほども申し上げましたとおり、地方分権が進んで、権限委譲が非常にこういう市町村のところ

までおりてくる、業務は拡大する、一方では、行政サービスは変わらずにしなけりゃならないと

いう実態を踏まえて、やっぱりこのスリム化を図っていくことも必要だということで、ここ数年

の中の考え方でございます。 

 それと、具体的に、既に先進的にやっているところも一部ありますので、そういうところを参

考にしながら、これまで勉強してきたということでございます。 

 それから、今後のこの包括委託をするに当たりまして、内部だけでやっていくのかということ

でありますが、外部の皆さんまで入れて、検討をする業務が出てくるのかどうかは、今後の状況

次第ですけど、今の段階では内部事務で精通をしている職員でありますので、お互いに課の連携

をとって十分やっておりますので、そこにいろんな支障がある、専門的な意見のことを聞かにゃ

いかんという場合においては、状況によってはそういう必要もあるかと思っておりますが、今の

ところは、その内部事務で対応はできるのかなというふうに考えているところであります。 

○総務課長（﨑野 裕二君）   

 総括的なところにつきましては、ただいま町長から答弁がありました。 

 私からは事務的なところについて回答させていただきたいと思います。 
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 最初の、いつごろから導入されたか、研究したかということでありますけれども、導入につき

ましては、私どもが研修に行った先では、一番早かったところは、平成２１年度ぐらいから研究

がなされたということで、導入が２５年、２６年度ぐらいから導入がなされているようでありま

す。 

 そういったことを受けまして、総務省のほうから働き方改革の流れに乗っていると思うんです

けれども、総務省から、こういったスタイルができましたよというようなことで、通知といいま

すか、案内がありまして、最初通知を見ているときには、ああ、こういったことが進まれつつあ

るんだなというようなことで漠然と捉えておりましたけれども、具体的に、さつま町に置きかえ

てできるのか、できないかというようなことで真剣に考え出したのが、２８年から２９年度ぐら

いにかけてということになると思います。 

 ２９年度には、直接この実際にできるのか、できないか具体的に、そういった事務ができるの

か、できないのか、そういったことを踏まえて研修先を、相談しながら、研修に行ったところで

ございます。 

 それから、６業務につきましては漠然と６つにまとめましたけれども、全協の資料でお示しし

ましたとおり、１１６という具体的な数字を示しておりますけれども、基本的には全部できると

思うんですけれども、手に職を持っていらっしゃいます技術職の方々をとりあえず除いて、一般

的な事務で、いわゆる誰でもできるんじゃないかと思われる事務として１１６をカウントしたと

ころでありまして、ここにつきましては町長の答弁のとおり、第三者を入れてする必要はないと

ころじゃないのかなということで、選定をしたところであります。 

 具体的に６と言いましたけど、一応全部を捉えている感覚でございます。 

○新改 幸一議員   

 ただいまの答弁である程度理解いたしました。 

 私はゆうべテレビを見とったら、１１時ごろだったですかね。放映されている中で、今、行政

のあり方、そしてまた我々地方議員もなんですが、「政治に問われる変身」というタイトルで放

映をされておりまして、それをテレビを見とって、まさにきょうの会議でこのさつま町の新聞に

載ったことやら、まさに先進地で走るさつま町も我々議会も変わらないかんなということもつく

づく感じながらテレビを見ておりました。 

 町長の答弁、大変理解いたします。今後の成功を祈るわけでございますが、県内初でございま

すので、いろんな各市町村が問い合わせもやってくると思います。また一方では、もちろん町内

の町民からも、いろんなまた問い合わせ等も出てくるんじゃないかと思っております。 

 今までの行政のいろんな答弁というのは、何にしても、近隣市町村の流れはこうですとか、隣

の市町がこうですとか、そういう言い方でやってくるいろんな説明というのも多々私らも聞いて

まいりました。ですので、今回のこの流れというのは、まさに行政が本当に改革していく、変身

していくという一つの行政サービスにもなってくると思いますので、ぜひ成功していただくよう

に要請して、私の質問を終わります。 

○議長（平八重光輝議員）   

 ほかにございませんか。 

○上久保澄雄議員   

 先ほど、この制度が発足したのが、平成２１年度からという総務課長の説明でございましたが、

それからしますと約１０年近く経っているわけでございまして、新聞記事にもございますように、

県内では自治体としてこの業務の包括委託は初めてのケースであると。ということは、この県内

の各自治体が恐らく検討はされてきただろうというふうに思うんですけれども、なかなかこの踏
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み切るところまでは来ていなかったと、そこに対して何らかのこの課題とメリット、デメリット、

メリットは十分出ておりますけれども、逆にそれに対するこのデメリットといいますか、問題点

といったのもあってこそ、この制度がなかなか進まなかったという点もあったんじゃなかろうか

というふうに、これは私の邪推ですけれども、ああ、想像ですけれども、邪推じゃいかんですね、

その辺の点、調べていらっしゃいましたらお伺いしたいのが１つと、もう１つは、１０月以降に

委託先企業を公募しと、それから対象職員への説明会を開いて転職の意向を聞くんだというふう

になっておるんですが、この委託先の企業が決定をした段階で、その企業さんが説明会に入った、

当然入られるわけですが、そのときの、まあ、雇用条件といいますか、そういったもろもろの条

件等は、町としてどのようにかかわっていかれるのか、これはもう公募された段階で、こういう

条件でどうですかという話になるのか、その辺をひとつお聞かせいただきたいと思います。 

○総務課長（﨑野 裕二君）   

 この事業発足の時期、２１年度というふうに、今、御質問の中でもありましたけれども、研究

がなされ始めたのが２０年、２１年ぐらいで、私どもが把握しているのでは、福岡県の篠栗町が

一番早いのかなと思いますけれども、２５年度か２６年度ぐらいの導入であります。ここらあた

りからの発足ということになります。 

 それから、全国で、この、されているところを見てみますと、ちょうど規模的には私たちぐら

いのまちの規模が着手されているようであります。というのは、いろんな要因があると思うんで

すけれども、大きな自治体になりますと職員の管理をする専門の職員が、もうプロフェッショナ

ルなのがいるということがありまして、小さなまちは、もうそういったものがなかなか育たない

というのが一つはあります。 

 それから、まちの規模として、２万人ぐらいのまちということで、うちも今１７０人ぐらいの

臨時的に非常勤職員がいらっしゃるんですけれども、ほかのまちも同じぐらい、職員に匹敵する

ぐらいの職員を抱えているというようなことで、その方々１年で更新ができるだけの、あとに控

えていらっしゃる方がいないと、働く方々がいらっしゃらないということで、どうしてもこの毎

年１年契約で契約をせざるを得ないということで、こういったことがやっぱりまずいんじゃない

だろうかというようなことで、複数年契約ができる、そういった包括業務の取り組みを始められ

たというふうに感じているところであります。 

 メリット、デメリット、メリットの裏返しがデメリットになるのかもしれませんけども、今の

ところは、その一時的なこの最初の段階で事務費と消費税の上乗せがありますよということを全

協のときにも示しましたけれども、事務費の部分が経費としては、最初の段階では経費が高くつ

くというのがあります。 

 段階的には人数を減らしていく予定ですので、ここはクリアできていくと思うんですけれども、

そこらあたりがそのデメリットの一つになるのかなと思っております。 

 よそのまちが今まで、始まってからなかなか手を出せなかったというところも御指摘がありま

したけれども、そういったところである程度の規模、２万人ぐらいのまち、３万人ぐらいのまち

でないと、また、そういった新たなところに着手できるだけの人材も、人材といいますか、人員

的な数的なところでのフォローがなかなかできなかったのかなというふうに考えているところで

あります。 

 県下でも、このフォーカスとしては、さつま町が最初になるかもしれませんけれども、部分的

には受付業務だけということで、出水市さんが、既に始めていらっしゃるようであります。 

 全部を一括でということで、県内のほかの市町村、まち・村の皆さんが、さつま町がしていた

だければ、何とかそれをもとに、というようなことでは、何人かからか話を聞いているところで
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あります。 

答弁が漏れておりました。 

 雇用の条件についてでありますけれども、一応、仕様書の中に現在勤務されていらっしゃいま

す非常勤職員について、その本人の、働いていらっしゃる方々の希望があれば、その受けられた

方のところに転籍をしていただくことを基本としております。ですので、今、非常勤職員で働い

ていらっしゃる方々は、そのまま、籍が違うといいますか、雇用者が違ってくるという捉え方だ

けを考えているところであります。役場が、今、雇用しておりますけれども、請け負った業者の

方が雇用されるということで、勤務体系と勤務条件はそのままの条件で仕様書のほうには記載し

ていきたいと思っているところでございます。 

○上久保澄雄議員   

 導入の経過のほうについては判りました。 

 ある程度の規模がないと初期投資のほうもかなりかかるんだと、そういうことで、余りメリッ

トは、当初の段階ではないんでしょうけどね。 

 続けていく間では、だんだん効果が出てくるという部分はあるだろうとは思いますが、これに

ついてはもう理解をいたします。 

 先ほど、条件の関係なんですが、現在のその雇用の内容をそのまま引き継いでいくんだという

ような、今、総務課長の答弁でございましたけれども、ただ、それぞれの職場によって実態は違

うんじゃなかろうかというふうに思うんですが、その辺の調整、それからまた、この中にはやは

り、臨時雇用者の身分の安定という部分も入っているわけですね。制度として。ボーナスも上げ

なさいと。そうなりますと、現在の雇用の態勢の中では、これは、雇用保険も適用されないとい

ったような雇用形態ですので、その辺についても、雇用される側としては臨時で、町で直接雇用

されるのと、その企業さんが間に入って、まあ、人材派遣ということになるんですが、そこから

派遣をされたという形をとると、同じ内容になるんじゃなかろうかというふうに思うんですけれ

ども、条件は若干よくならないと、ここにメリットは出てこないというふうに思うんですが、い

かがなものですかね。 

○総務課長（﨑野 裕二君）   

 働かれる側のメリットといいますと、複数年で契約ができるというところが、もう一番のメリ

ットかと思います。 

 条件を申し上げましたけれども、今、役場も報酬と社会保険料を掛けまして、わずかでありま

すけれども、通勤手当を支給しております。 

 この、手当も含めまして、このセットはそのまま今回の債務負担行為の積算根拠になっており

ますので、これに事務費をかけて、消費税をかけて、計上させていただいておりますけれども、

この３点につきましては、そのまま支払ってくださいね、という条件でございます。 

 そして、本人が、働いていらっしゃる方々が、そのまま移行してもいいということであれば、

引き取ってくださいということでございます。 

○議長（平八重光輝議員）   

 よろしいですか。 

○上久保澄雄議員   

 はい。 

○議長（平八重光輝議員）   

 ほかにございませんか。 

○岸良 光廣議員   
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 所管が違うところだけを伺います。 

 総括はこのあと、また伺いますので。 

 まず、関連として、２点だけなんですが、関連として、白男川小学校の校舎の改築工事は何も

言いません。ただ、その備品関係等、先日の全協で浄化槽のことを聞いたんですが、それと、き

のうの一般質問に対する町長の、スポーツコンベンション、これに対する、今回の白男川のやつ

は全く無計画ちゅうか、無責任ちゅうか、ただつくりたいがためにやられたのかなちゅう、そう

いう思わざるを得んようなことが出てくるわけです。 

 きのうも商工観光課長から、浄化槽の話聞いたんですけど、これ、当初は年間３,０００人ぐ

らいを計画するんだと、それを私は無謀だと言ったんですけど、きのうも、商工観光課長の話を

聞くと、従来、さつま町でスポーツコンベンションをやってる民間の企業さんのところは絶対に

手を出しませんと、ということは、民間を排除することやなくて、じゃ、これ、新たに３,０００人、

年間の利用者をスポーツコンベンションまたは一般の宿泊を考えるのですかと聞いたら、そうで

すと返答でした。 

 そこで、年間３,０００人、１２カ月で割ると月平均２５０人なんですよ。これを２５日で割

ると利用者は１日１０人なんです。そこに７７人規模の浄化槽て、これは妥当なのかなと。特に

浄化槽の場合は、私のある知り合いの施設がありまして、工事をするときに、業者からマックス

何人ぐらい利用されるんですかというのを聞かれたと、そこの施設は時期時期なもんがあって、

マックス２００人ぐらい来るのかなと、しかし、通常は１０人前後なんですよ。それで、

２００人近くのそれだけ大型の浄化槽を入れて億単位の金を投資したと、だけど、今なってみれ

ば維持管理費が膨大になって、これ以上、管理できないと、で今、一般の浄化槽のほうに１０人

あるいは１５人用のほうにかえたいんだと、そうするときに私も相談を受けましたけど、

２００人用の浄化槽を埋めてしもうて、新たに小さい浄化槽をつくって維持管理費を下げるとい

うところの相談をここ直近受けてます。それを聞いたときに、このまず、浄化槽の７７人のこれ

を本当にこの７０人が毎日来るんか、という疑問が１つあって聞いたところ、本当によく考えて

ほしいのは、１日ベースに何人ぐらい目標にしているんですかと、７０人槽を使うんでありゃ、

毎日７０人ぐらいの利用客を想定しているんですかというところをしっかりともう一回検討して

くださいよということで、全協で話をしたつもりなんですけど、この計画自体も、町長に申し上

げた関連の御質問なんですが、きのう、一般質問で出てましたけども、スポーツコンベンション、

これで体育館の空調設備、これをしたら、町長の答弁は、いや、体育館だけじゃないんだと、グ

ラウンドがあるんだと、それをすればいいんだという答弁でしたけど、グラウンドを使うちゅう

ことはラグビー関係だけですよ。それと一般の宿泊客で年間３,０００人達成できるんかなと、

物すごく私は、これ、余りにも建物をつくりたかったがための計画で国から補助をもらったから、

それをせんにゃいかんからやったんだと言わんばかりの答弁だというふうに私は受け取ったんで

すよ。 

 そこで、町長に聞きますけど、今の小中高の夏場の屋内体育館等を利用する場合の使用する制

限の最低限の、今、ことし行われている条件を御存じかどうか、町長か商工観光課でもいいです

けど、教育課でもいいですけど、体育館を使ったそういう屋内での競技、小・中・高、これは、

議長、大事なことですから、関連ですから、最低限度の今、ことし、県が行っているそういう条

件等、御存じかどうか、誰か、町長でもいいですし、関連の課長でもいいですから、お答えくだ

さい。 

○商工観光ＰＲ課長（羽有 郁夫君）   

 今の議員のほうから御質問がございました、まず浄化槽の部分なんですが、浄化槽の数字がひ
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とり歩き、私がその３,０００ということを言いましたのは、前回、６月の部分で利用計画とい

うことで、お示しした数字等でございました。 

 今も、また数字を地元の委員会、また関係課で、精査というか、やっているところではござい

ますが、浄化槽につきましては、建築確認許可をとるために北薩地域振興局のほうに出向きまし

て、この浄化槽の人槽については、これで許可をもらうということになっておりまして、たしか

カフェ部分と宿泊部分の、宿泊部分についてはもう定員が決まっておりますので、その数字と、

カフェ部分については、床面積に応じる数字ということで、７２人槽ということで、これで許可

をもらったということになっております。 

 あと、体育館の使用状況については、ちょっと私のほうは把握いたしておりません。 

 コンベンションでの利用状況等については、現在、ここに数値を持ち合わせておりませんが、

条件が厳しいという話は、一応聞いてはいないところでございます。 

○岸良 光廣議員   

 もう御存じないでしょうから申し上げますが、町長、ことしから小学校も中学校も県が主催す

る主な大会は、空調設備がない体育館ではしないんですよ。去年まではしておりました。ことし

から小・中・高、全部、空調設備があるところでないと夏のそういう大会は開催してません。 

 昨年までは、男子の中学校のそういう県大会等も蒲生を使っていましたけど、ことしから、そ

ういう設備がある串木野ですか、それと姶良、そういうところの施設があるところに分散してい

ます。 

 昨年までは、桜島の総合体育館も空調設備がありませんでしたから、そういう主なものが全部、

それまでは桜島を使っておったんですよ。ところが、ことしやっと桜島が空調設備をつけたもの

ですから、県のＪＯＣ代表チームの合宿とか、そういうものには桜島が使われ始めたんですよ。

だから、スポーツコンベンションをやろうと思えばラグビー場だけじゃ人が集まらんわけですよ。

そしたら、さつま町の総合体育館をそういう方々に使ってもらうためには、夏の条件として空調

設備がないことには、いろいろな大会もさつま町に持ってこないとスポーツコンベンションとし

て利用してもらえないというのがあるんです。そこを考えて、きのう町長の答弁を聞いて、わあ、

これ本当にそういうところを知ってる人が誰もいないんだなというのがありましたんで、やっぱ

りその浄化槽のことも、まあ、地域振興局のことを言われたんですが、それももともとは過大な

数字の積み上げの結果ですよ。だから、工事自体は、これはもう仕方ありません。だけど、その

ほかの附帯のもんについては、もう一回真剣に見直しをして、どれが適正なのか、だから本当に、

この浄化槽をつけて、５年後、１０年後に、これは維持管理費が大変だったということになった

ときに、本当に今の投資が正しいのかどうか、そこをやっぱり検証をしていただいて、後々、間

違いがないようにしていただきたい。 

 同時に、きのうも何人かの同僚議員の方が一般質問でいろんな形でのその体育館の空調設備の

ことを言われておりましたが、今、言いましたように、ことしから、空調設備がない体育館につ

いては、県の公な行事等の大会は開かれません。もう、そういうふうに変わってきているんだと

いうのをまず町長も認識していただいて、何らかの方法で、このスポーツコンベンションを進め

るんであれば、体育館の空調設備、これを早期にやられるべきだというのは指摘しておきます。 

 それともう１点、これも所管が違いますんで、ちくりん館、今回また約９０万円、９３万円で

すか、プレハブ冷蔵庫ユニットが入れかえ修理と書いてあるんですが、これちょっとお伺いした

いんですけど、僕、所管が違いますんで全く判りませんので、ここ３年間でも結構です。 

 毎年、これ、ちくりん館については、町の相当な出費が出てると思うんですけど、その出費が、

ここ直近３年間でもいいんですが、年どのぐらい出ているのか、それと、今ちくりん館はいろい



- 79 - 

ろな町内の施設の中で、一番売り上げが上がってると思うんですけど、そういうところのちくり

ん館に対して、ほかのところと同じように２０万以下だけはだけど、以上はまちが修理代を持つ

というのは、これは、ちくりん館あるいはそのほかのいろんな施設の売り上げから何から利益率

見たときに、本当に妥当なのかどうか、行政として本当はもうちょっと使用料でも何でももらう

べきじゃないのか、その辺について、町長のお考えをちょっとお伺いしたいと思います。 

○農政課長（四位 良和君）   

 議員からございました宮之城ちくりん館の修繕費の関係でありますが、今回、お願いをするの

は、資料に書いてありますように、宮之城の屋内のプレハブ倉庫の故障によるものでございます。 

 今回、補正を上げさせていただきましたのは、夏場からこの時期にかけて、商品の保管、管理

やら、材料等の保管、管理をするために、ユニットの入れかえ修繕、それに伴う冷却用の冷媒用

の工事等の、工事といいますか、配線等の入れかえ修繕に伴う予算でございます。 

 修繕費の２０万円の根拠につきましては、指定管理契約を結んでおりますが、この根拠の中に、

御承知のように、１件２０万円を超えるものについては、原則、まあ、町が実施するということ

で、施設の損耗、劣化に伴うものについては、町のほうで見ているというような状況でございま

す。 

 なお、ちくりん館については、平成１４年に建設を行いまして、現在１６年以上が経過してい

る状況であります。 

 この他、指定管理を行っております自慢館、あるいはひらかわ屋等につきましても、ここの指

定管理の条件等については同じ形で修繕を行っている状況であります。 

 なお、本年度につきましては、この修繕以外にも夏場の室内の空調設備が故障しまして、予備

費等も充てて、中の野菜等が傷む可能性がありましたので、企画財政課のほうとも御相談しなが

ら、緊急に修理を行ったものであります。 

 過去３年間の修繕に係るものについては、ちょっと今、手元のほうに資料を持ち合わせており

ませんので、後日、回答させていただきます。 

○岸良 光廣議員   

 いや、私が一番聞きたいのはそこじゃないんですよ。 

 これは、もう修理費が出てるんだから、これは判ってますよと。ただ、町長でもいいんですけ

ど、ほかの施設と比べて、ちくりん館の年間の売り上げは幾らあるんですかと、例えば、ちくり

ん館の売り上げが１００として、あるいはそのほかの売り上げがどの程度か判りませんけど、恐

らくちくりん館が物すごい売り上げを上げてると思います。年間、億になっていると思うんです

よ。そういうところと、売り上げが少ないところとの、その２０万以下は同じですと言うけども、

売り上げがそんだけ上がっているんであれば、町にもうちょっと還元してもらってもいいんじゃ

ないかなと、これはやっぱり町長、農協に、もうけちょったればちった町にもバックしてくださ

いよと、やっぱり言うべきだと思うんです。そこを考えたときに、本当に、売り上げと、この負

担が同じでいいのかなと、その辺を今後、これますます年数が経っていくと維持管理費が増して

くると思うんですよ。 

 これは、町長に聞きたいんですけど、今後、農協のほうとその辺をやはり、家賃ちゅうわけに

はいきませんけども、売り上げに対するやはりそれなりの町に対するメリット、それをもう少し

見直しをしてもらうような方向に考えがあるのか、ないか、町長、そこだけちょっとお答えくだ

さい。 

○町長（日髙 政勝君）   

 この指定管理制度を設けておりまして、それなりに、今でも説明してありますとおり、大きな
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修繕が２０万円を超えたときは町という形の一時的な取り扱いをいたしております。本当にそれ

ぞれの、直売所の売り上げの状況というのは、最近は非常に昔みたいではなくて、厳しいところ

はあるんですが、それだけのそれぞれの直売所ごとに収益の度合いというのが、高低差が確かに

ございます。 

 そういう状況がございますので、おっしゃるとおり、この売り上げに対比した形での、その辺

も検討するということについては、今、指定管理者についてですから、次の段階のこの指定管理

をする段階では、そこも含めて検討をさせていただきたいと思っております。 

○議長（平八重光輝議員）   

 もう４回目です。 

 答弁漏れとか、あればですけれども、新たな質問はもう３回までです。 

○岸良 光廣議員   

 ぜひ、今、ちくりん館も、もう十数年経っていますんで、今後については老朽化による大きな

修繕等も出てくると思いますので、今、町長が言われたとおり、それを農協のほうとぜひ詰めを

していただいて、次期の契約時には、それなりのやはり町にもメリットがあるように、これだけ

は何とか頑張ってしていただきたいというのを強く要請をしておきます。 

○議長（平八重光輝議員）   

 ほかにございませんか。 

○岩元 涼一議員   

 先ほどの債務負担行為の件ですけれども、全協の時点で指揮命令系統については派遣会社とい

うか、そちらのほうに移るというような説明であったかと思うんですが、実際、そちらのほうか

ら賃金等が支払われる、やっぱりそうかなと思うんですが、やはりその役場内において、事務作

業、いろんなことをされる中においては、課長の命令といいますか、そういうところも出てきま

す。その作業自体についてはでしょうけれども、また、例えば緊急事態とか、災害ですね、そう

いうものなどが発生した場合、説明で８時半から５時までの勤務時間というようなことでしたが、

そこ辺も非常時の場合には対応を考えていくとか、そういうふうな最初の説明、採用される、ま

あ、契約というか、そういう時点でそういう条項も入れていかなければならないんじゃないかな

と思うんですが、その辺についてはどのような形で進めていかれる考えですか。 

○総務課長（﨑野 裕二君）   

 全協の説明の中でも申し上げましたけれども、命令系統の関係でありますけれども、人材派遣

の中で行っております。直接、雇用的な命令系統がその本課といいますか、受けておりますこち

らのほうで命令ができる部分につきましては、この委託業務の中では偽装請負に当たるというよ

うなことで、法律に抵触するというようなことを言われておりますので、そういった枠組みをき

ちんと設ける必要があるということで、人材派遣の場合は、直接指示ができるけれども、委託業

務のときには、委託会社のほうを通じて命令系統を促すというようなことになっている、そうい

った枠組みをつくられているようでございます。 

 緊急避難的なことなども、役場の場合、いろんなことを考えられますので、そういったことに

つきましては、具体的な問題につきましては、実際スタートするときに業者のほうと十分な議論

が必要かなと思っているところでございます。盛り込むべきだろうと考えているところでござい

ます。 

○岩元 涼一議員   

 いいです。 

○議長（平八重光輝議員）   
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 よろしいですか。 

 ほかにございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（平八重光輝議員）   

 質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

 ただいま議題となっております議案第５２号については、お手元に配付しました議案付託表の

とおり、分割してそれぞれ所管の常任委員会に審査を付託します。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第５「議案第５３号 平成３０年度さつま町介護保

険事業特別会計補正予算（第１号）」、日程第６「議案

第５４号 平成３０年度さつま町上水道事業会計補正予

算（第１号）」   

○議長（平八重光輝議員）   

 次は、日程第５「議案第５３号 平成３０年度さつま町介護保険事業特別会計補正予算（第

１号）」及び日程第６「議案第５４号 平成３０年度さつま町上水道事業会計補正予算（第

１号）」の議案２件を一括して議題とします。 

 各議案の提案理由については説明済みであります。 

 これから、ただいまの議案２件に対する質疑を行います。質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（平八重光輝議員）   

 質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

 ただいま議題となっております議案２件については、お手元に配付しました議案付託表のとお

り、それぞれ所管の常任委員会に審査を付託します。 

 本日から９月１３日までの各常任委員会の審査会場は、総務厚生常任委員会が第１委員会室、

文教経済常任委員会が第２委員会室となっております。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△散  会   

○議長（平八重光輝議員）   

 以上で、本日の日程は全部終了しました。 

 ９月２８日は、午前９時３０分から本会議を開き、各議案の審議を行います。 

 本日はこれで散会します。 

散会時刻 午前１０時２１分   
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平成３０年第３回さつま町議会定例会会議録 

                            （第４日） 

○開議期日    平成３０年９月２８日  午前９時３０分 
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○会議の場所   さつま町議会議事堂 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○当日の議員の出欠は次のとおり 

 出席議員（１６名） 

   １番  上 囿 一 行 議員      ２番  上久保 澄 雄 議員 

   ３番  三 浦 広 幸 議員      ４番  柏 木 幸 平 議員 
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○出席した議会職員は次のとおり 

 事 務 局 長  福 田 澄 孝 君   局長補佐兼議事係長  半 﨑 幹 男 君 

 議 事 係 主 査  竹 下 和 男 君 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○地方自治法第１２１条の規定による出席者は次のとおり 

 町     長  日 髙 政 勝 君   副  町  長  上 野 俊 市 君 

 教  育  長  原 園 修 二 君   総 務 課 長  﨑 野 裕 二 君 

 企画財政課長  押 川 吉 伸 君   財産管理課長  原 田 剛 志 君 

 税 務 課 長  下 田 良 二 君   町民環境課長  丸 田   忠 君 

 保健福祉課長  櫻   伸 一 君   高齢者支援課長  岩 元 義 治 君 

 子ども支援課長  鍛治屋 勇 二 君   農 政 課 長  四 位 良 和 君 

 商工観光ＰＲ課長  羽 有 郁 夫 君   ふるさと振興課長  市 來 浩 二 君 

 水 道 課 長  三 角 芳 文 君   代表監査委員  新屋敷   浩 君 

 監査委員事務局長  櫛 山 扶美子 君   教育総務課長  角   茂 樹 君 
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○本日の会議に付した事件 

第 １ 議案第４９号 さつま町税条例等の一部改正について 

第 ２ 議案第５０号 さつま町通学費補助条例の一部改正について 

第 ３ 議案第５１号 さつま町ひとり親家庭等医療費助成に関する条例の一部改正について 

第 ４ 議案第５２号 平成３０年度さつま町一般会計補正予算（第２号） 

第 ５ 議案第５３号 平成３０年度さつま町介護保険事業特別会計補正予算（第１号） 

第 ６ 議案第５４号 平成３０年度さつま町上水道事業会計補正予算（第１号） 

第 ７ 議案第５８号 平成２９年度さつま町歳入歳出決算の認定について 

第 ８ 議案第５９号 平成２９年度さつま町上水道事業会計決算の認定について 

第 ９ 議案第６０号 平成２９年度さつま町上水道事業会計未処分利益剰余金の処分について 

第１０ 議案第６１号 さつま町デジタル防災行政無線整備工事請負変更契約の締結について 

第１１ 報告第 ７号 平成３０年度さつま町土地開発公社事業変更計画及び事業会計補正予算 

           （第２号）について 

第１２ 報告第 ８号 平成２９年度健全化判断比率の報告について 

第１３ 報告第 ９号 平成２９年度資金不足比率の報告について 

第１４ 所管事務調査報告の件 

第１５ 議員派遣の件 

第１６ 閉会中の継続調査について 
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△開  議  午前９時３０分   

○議長（平八重光輝議員）   

 おはようございます。ただいまから平成３０年第３回さつま町議会定例会第４日の会議を開き

ます。 

 農業委員会会長から本日の会議に欠席する旨、届け出がありましたので、お知らせします。 

 本日の日程は、お手元に配付してあります議事日程のとおりであります。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第１「議案第４９号 さつま町税条例等の一部改正

について」、日程第２「議案第５０号 さつま町通学費

補助条例の一部改正について」、日程第３「議案第

５１号 さつま町ひとり親家庭等医療費助成に関する条

例の一部改正について」、日程第４「議案第５２号 平

成３０年度さつま町一般会計補正予算（第２号）」、日

程第５「議案第５３号 平成３０年度さつま町介護保険

事業特別会計補正予算（第１号）」、日程第６「議案第

５４号 平成３０年度さつま町上水道事業会計補正予算

（第１号）」   

○議長（平八重光輝議員）   

 日程第１「議案第４９号 さつま町税条例等の一部改正について」から、日程第６「議案第

５４号 平成３０年度さつま町上水道事業会計補正予算（第１号）」までの議案６件を一括して

議題とします。これから、それぞれの常任委員会に付託した議案について、各常任委員長の審査

報告を求めます。 

 まず、総務厚生常任委員長の審査報告を求めます。 

〔宮之脇尚美議員登壇〕 

○総務厚生常任委員長（宮之脇尚美議員）   

 おはようございます。 

 総務厚生常任委員会の審査の過程と結果について、御報告申し上げますが、その前に修正方を

お願い申し上げます。 

 ５ページのほうでございますが、真ん中の部分でございます。「この答弁を受けて」というこ

とで「一般会計補正予算（第２号）について」となっておりますが、事業名、「は」が抜けてお

りましたので、追加をお願いいたします。 

 それから、１行あけまして「委員会報告書」となっておりますが、「委員会」と「報告書」の

間に「審査」という言葉の追加をお願い申し上げます。 

 おわびして訂正方よろしくお願いいたします。 

 なお、執行部のほうには修正後の分を配付してございます。 

 それでは、お手元に配付の報告書のとおり読み上げてまいりますので、お願い申し上げます。 

 総務厚生常任委員会の審査の過程と結果について、御報告申し上げます。 

 当委員会に付託されました議案については、現地調査を踏まえ、慎重に審査を行った結果、

「議案第４９号 さつま町税条例等の一部改正について」、「議案第５１号 さつま町ひとり親

家庭等医療費助成に関する条例の一部改正について」、「議案第５３号 平成３０年度さつま町

介護保険事業特別会計補正予算（第１号）」の議案３件については、いずれも原案のとおり可決

すべきものと決定し、「議案第５２号 平成３０年度さつま町一般会計補正予算（第２号）」の
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関係分については、別紙のとおり修正議決すべきものと決定した次第であります。 

 審査の過程について、その概要を申し上げます。 

 まず、「議案第４９号 さつま町税条例等の一部改正について」であります。 

 改正の主な内容は、地方税法等の一部を改正する法律等が公布されたことに伴い、町民税の非

課税限度額の改正、たばこ税の改正を行うものであります。 

 質疑の中で、今回の改正に伴い、町たばこ税はどの程度増となるのかただしましたところ、販

売価格が上がっても、最近は健康志向が強いことから、喫煙者が減ってきているため、余り増税

は見込めないとのことであります。 

 次は、「議案第５１号 さつま町ひとり親家庭等医療費助成に関する条例の一部改正につい

て」であります。 

 改正の主な内容は、所得税法の一部改正により、用語の名称が見直されたことに伴い、関係条

文を整理するものであります。 

 次は、「議案第５２号 平成３０年度さつま町一般会計補正予算（第２号）」関係分について

であります。 

 まず、歳出の２款１項、総務管理費の１６目諸費には、公民会無線放送施設整備事業補助費と

して、２つの公民会へ無線放送施設に伴う補助金として、２８９万５,０００円が計上されてい

ます。 

 次に、歳出の３款１項、社会福祉費の２目老人福祉費には、いぬまき荘に設置予定の自動血圧

計１台２５万８,０００円が備品購入費として計上されています。 

 過去においては、自動血圧計が設置されていたが、故障して使用不能となったあとは設置がな

かったことから、利用者の健康管理の意識づけを目的に、今回、新規購入するとの説明でありま

す。 

 質疑の中で、自動血圧計のほかに健康づくりの推進を図るための器具を今後設置する計画はな

いのかただしましたところ、レクリエーション等で使用するようなものは考えられるが、一般的

な運動器具等については、設置できるようなスペースもないため、現在は特に考えていないとの

ことであります。 

 次に、歳出の３款２項、児童福祉費の４目児童福祉施設費には、児童遊園地に設置してある遊

具の修繕、老朽化に伴う遊具の撤去費用として、６９万２,０００円が計上されています。 

 児童遊園地遊具劣化・診断業務を委託し、本年７月の診断結果に基づき、緊急性の高いものか

ら、順次、修繕・撤去等を実施する計画であるとの説明であります。 

 質疑の中で、町内児童遊園地に設置してある遊具５３基のうち１７基を撤去する予定であるが、

今後の計画についてただしましたところ、診断の結果、３８基が修繕・撤去等の対策が必要とな

っており、残り１５基については今後更新していく予定であるとのことであります。 

 次に、歳出の４款１項、保健衛生費の８目環境衛生費には、虎居地区の町営弓場ケ迫墓地の暗

渠側溝整備及び路面舗装として、１０８万円が計上されています。 

 大雨の影響により破損したことから、耐寒性と耐衝撃性にすぐれた側溝への取りかえと駐車場

舗装面の経年劣化のため整備をするとの説明であります。 

 質疑の中で、納骨堂に移す傾向があるが、現在の弓場ケ迫墓地はどのような状況かただしまし

たところ、６２８区画あり、建立率は約８０％で、納骨堂への移設等があることから、空き地が

増えているとのことであります。 

 次に、歳出の９款１項、消防費の３目消防施設費には、鶴田分団車庫改修工事設計業務委託料

として、５８万円が計上されています。 
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 築後３０年が経過しているが、鉄骨等については堅牢であるため、基礎部分と鉄骨部分は活用

し、一部、増築を含め全体的に改修をするとの説明であります。 

 質疑の中で、基礎部分と鉄骨部分は活用するようであるが、耐震についてはどうなっているの

かただしましたところ、消防車庫は、通常の構造基準は満たしており、耐震基準においては、防

災拠点施設という位置づけはなされていないとのことであります。 

 この回答を受けて、消防車庫も災害時における重要な建物と考えられるので、耐震等も考慮し

ながら建築するよう要請いたしました。 

 次に、債務負担行為追加補正には、包括業務委託として、平成３１年度から平成３３年度まで、

限度額７億５,０００万円が計上されています。 

 今回、対象としている一般非常勤職員の現在の報酬、社会保険料、通勤手当の総額に業務委託

に係る事務費と消費税を加算した額とのことであります。 

 目的は、行政業務の効率化、地方公務員法の遵守と会計年度任用職員制度への対応、安心・安

定雇用環境の創造と民間活力による住民サービスの向上を目指し、内容は、現在の一般職非常勤

職員の事務を包括して業者へ業務委託しようとするものであり、業者の選定については担当部署

で作成した仕様書に基づき、プロポーザル方式、提案公募型でありますが、により公募し選定し

ようとするもので、導入は平成３１年度からとの説明であります。 

 質疑の中で、地元経済が活性化するためにも地元企業が参加できる機会を与える考えはないか

ただしましたところ、前例があるということで県外の企業を考えていたが、そこに固執するわけ

ではなく、町内にも提案していただく企業があれば問題ないとのことであります。 

 この回答に対して、地元企業に参加していただくには１０月からの説明では準備期間が余りに

も短いと思うがどのように考えているかただしましたところ、来年４月１日から一斉にスタート

するのは難しいと思うことから、現在、いろいろな意見を聞いており、段階的に導入予定とのこ

とであります。 

 また、この事業を導入したことによる住民へのメリットや導入効果についてただしましたとこ

ろ、業務委託することで職員の負担が減った分は、直接住民サービスに直結しないかもしれない

が、各施策等に取り組むことができるようになり、必要な住民サービスがさらに厚くなってくる

とのことであります。 

 次は、「議案第５３号 平成３０年度さつま町介護保険事業特別会計補正予算（第１号）」で

あります。 

 歳入歳出予算の総額に、それぞれ１億５,０４４万６,０００円を追加し、予算の総額を３４億

８,７７６万５,０００円とするものであります。 

 歳出では、地域支援事業費における事業間の組みかえと前年度介護保険給付費等の実績に基づ

く負担金の精算を行うもので、国県への償還金に１億８７４万８,０００円及び一般会計繰出金

に４,１６９万８,０００円を計上しようとするもので、今回の補正により前年度繰越金の留保額

は、４,１１４万円になるとの説明であります。 

 次に、「債務負担行為追加補正」の包括業務委託について、今定例会での補正予算として提案

されたが、多額の予算を必要とする案件で、かつ住民への説明責任もあるような重要案件につい

て事前に知らされておらず、協議する時間も全くない。 

 また、今回の業務委託は地元の企業でも可能であると思われるが、県外の企業に委託するよう

な計画であることから、地元企業が参加できるように説明期間や準備期間を設けて進めていくべ

きと考える。内容の検討不足、時期尚早であるとして、特に町長の見解をただしたところであり

ます。 
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 従来、行政の住民福祉の増進という目的のためにサービス拡大を年々実施しており、地方分権

についてもさらに進展するだろうと考えており、これまで行ってきた公共事務サービスの中で、

民間ができることは民間にお任せすることにより、各種の公共的事務について施策や企画立案な

どに専念でき、さらなる公共サービスが高められるという面があることから、これまで検討や議

論を重ねてきており、来年４月からの取り組みとして提案したところである。 

 また、受託される民間企業については、公共的な事務を担っていただくことから、社会貢献的

なことが優先されていくと思っており、いろいろなノウハウが必要であり、労務管理もしっかり

と行っていただく必要があるため、実績があるところがより考慮されると考えている。 

 さらに、分割での業務委託よりも、包括的な業務委託が財政的、各サービスについてもメリッ

トが期待できるとのことであります。 

 この答弁に対し、地元企業でも人材派遣を行い労務管理もしている企業があることから、地元

企業も参加する機会を得ることができるよう準備期間や説明の機会を設け、それで参加しないの

であれば県外企業でもいいと思うが、なぜ地元企業は厳しいのかただしましたところ、包括業務

を委託することについては、公共的な住民サービスには各種業務があるが、メリットを最大限生

かすため、包括して委託を考えているので、人材派遣会社の仕組みとは若干性格が異なると考え

ているとの答弁でありました。 

 この答弁を受けて、「議案第５２号 平成３０年度さつま町一般会計補正予算（第２号）」に

ついては、平成３０年９月１２日の総務厚生常任委員会において、上囿一行副委員長と岸良光廣

委員の連名でお手元に配付してあります委員会審査報告書に添付の別紙修正案が提出されました。 

 岸良光廣委員からは、多額の予算が必要となるが、提案する時期が遅かったことから十分に慎

重審議する時間が余りにも少な過ぎること、包括的でなく分割して委託する方法などいろいろと

分析をされていると思うが、その結果が示されていないため地元企業は参加が厳しいと予想され

ることなどから修正案を提出するとの説明でありました。 

 修正の内容につきましては、平成３０年度さつま町一般会計補正予算（第２号）の第２条債務

負担行為の補正を削り、第３条地方債補正の中にあります第３表を第２表に改め、同条を第２条

とするものであります。 

 第２表債務負担行為補正を削ることにより第３表地方債補正を第２表とし、債務負担行為で平

成３１年度以降にわたるものについての平成２９年度末までの支出額または支出額の見込み及び

平成３０年度以降の支出予定額等に関する調書補正の表を削るものであります。 

 上囿一行副委員長が修正案賛成者として討論を行いました。討論では、多額の予算を伴うもの

で、費用対効果という観点から住民へ納得していただく説明が得られない。現状のままでは理解

できないことにより、修正案に賛成するとのことでありました。 

 委員長を除く出席委員５名による起立採決の結果、修正案については、起立全員で可決となり

ましたので、当委員会としては、修正議決すべきものと決定しました。 

 また、「議案第５２号 平成３０年度さつま町一般会計補正予算（第２号）」の修正案を除く

原案については、委員長を除く出席委員５名による起立採決の結果、起立全員で可決すべきもの

と決定しました。 

 以上で、総務厚生常任委員会の報告を終わります。 

〔宮之脇尚美議員降壇〕 

○議長（平八重光輝議員）   

 これから、総務厚生常任委員長の報告に対する質疑を行います。質疑はありませんか。 

○新改 幸一議員   
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 ただいま委員長のほうから総務厚生常任委員会の審査報告があったわけでございますけれども、

この包括業務委託案件につきましてのことで委員長に２点ほど質問させていただきたいと思いま

す。 

 私は、総括質疑の中で、まさに行政改革の一端として大事なことで、平成という年号が変わる、

そして新しい年号のもとで役場も変わっていく、よい方向に検討されていると思っておりました。 

 その中で、そういう総務厚生委員会の審議の過程の中で委員長のほうに２点ほど質問いたしま

すが、まず１点目、官から民へという流れの中で、これは大事なことだと思っておりますが、今

回の包括業務委託の件について新聞に載りました６業務というマスコミが書いておりましたけれ

ども、雇用契約書に基づいて１年ごとの更新をされながら業務に頑張ってこられたこの６業務の

臨時職員の方々への包括業務委託の説明は十分された経緯の説明が委員会にあったのかというの

が１点でございます。 

 特に私が総括質疑の中でお尋ねした、執行部は、このことについての検討は、町長も答弁でさ

れておりますが、３年ぐらい前から検討をやったと。そして、また先進地も行って検討もしたと

いうような回答も得ておるんですが、そういう流れの中に、この関係が、そういう６業務の関係

の方々について、大変、雇用契約の厳しさというのは私も十分理解します。 

 雇う側と雇われる側の契約ですから、雇う側のそういう一つの厳しいものは理解するんですが、

そういうところをきちっと行政としてこういう流れに行くんですよという形の中で説明をやられ

た内容がどうだったのかというのがあればお聞かせいただきたいと思います。 

 それから、２点目なんですが、報告書の中でもありますように、内容の検討が不足、時期尚早

というようなことであるわけでございますけれども、私たち議会は行財政改革特別委員会も設置

しております。 

 ですから、委員会では慎重に審議されながらこういう形の結果となったところではございます

けれども、私たち議会議員としては、住民への説明責任と、まさに役場が変わっていくんだ、重

要案件のことでございますから、こういう結果になった結論を得た後に、総務厚生委員会の方か

ら、特別委員会のほうで研究また先進地研修も含めて我々も勉強すべきだというような一つの意

見提案というのはなかったものか、この２点を委員長のほうに質問いたします。 

○総務厚生常任委員長（宮之脇尚美議員）   

 ただいま新改幸一議員から質問がありましたので、お答え申し上げます。 

 まず、１点目の臨時職員の方々へ包括業務について十分な説明がなされたのかということであ

りますが、このことについては委員会の中でも質問として出されております。どういう形でやら

れたかというのは判りませんが、総務課長の答弁としては、ある程度、説明はしているという答

弁でございました。 

 それ以上は追及しておりませんが、お聞きいたしますと、平成２９年度の、３０年度もそうだ

と思うんですが、臨時職員の採用のときにこういう包括業務委託に移行する計画であるという説

明はあったように伺っておりますので、ある程度、それぞれ認識されているだろうと。ただ、十

分理解されているかどうかというのは、その時点では審査の中では明確になっておりません。 

 ２点目でございますが、行財政改革特別委員会の中で議会の関係だと思うんですが、これにつ

いては特に委員会の審査の中では出ておりません。 

 私としては、当然、これは私個人の意見でございますが、こういう行革委員会の中で十分審議

して、行政と一緒になって情報を共有していくということが必要かというようなふうに思います

し、またあわせてこういう委員会の中で審議しながら、必要な、そういう比較検討を行えるだけ

の十分な資料というのを行政のほうにもこの際求めたいというようなふうに考えているところで
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ございます。 

○議長（平八重光輝議員）   

 よろしいですか。 

○新改 幸一議員   

 ただいま委員長のほうの答弁で理解いたしました。 

 ここで私は議長に許可をいただきたいと思うんですけれども、内容は、この包括に対する、民

間に対する、官から民へということへの、ある町民からのファクスを９月の２６日夜８時にいた

だいておるんですけれども、これを皆さん方に紹介したいと思うんですけれども、許可をいただ

けないでしょうか。 

○議長（平八重光輝議員）   

 質疑をしていただければよろしいんですが。 

○新改 幸一議員   

 判りました。それじゃ、ファクスをいただいたけども、大変、執行部も私たち議会も本当に大

事なことなんだなということを再認識するためのファクスをいただいたもんですから、せっかく

の機会ですので紹介したいと思いましたけれども、議長がするなということであれば、できませ

ん。 

 このことは恐らくインターネットでも出ておりますから、大変、関心もありますので、開かれ

た議会ですので、私は大変不満でございます。 

○議長（平八重光輝議員）   

 申し上げますけど、質疑の中で紹介されるのはよろしいですが、その文案だけというようであ

れば事前に配付されたほうがよかったかと思います。 

 ほかにございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（平八重光輝議員）   

 質疑なしと認めます。これで、総務厚生常任委員長に対する質疑を終わります。 

 次に、文教経済常任委員長の審査報告を求めます。 

〔上久保澄雄議員登壇〕 

○文教経済常任委員長（上久保澄雄議員）   

 文教経済常任委員会の審査の過程と結果について御報告を申し上げます。 

 当委員会に付託されました議案については、現地調査を踏まえ、慎重に審査を行った結果、

「議案第５０号 さつま町通学費補助条例の一部改正について」、「議案第５２号 平成３０年

度さつま町一般会計補正予算（第２号）」関係分及び「議案第５４号 平成３０年度さつま町上

水道事業会計補正予算（第１号）」の議案３件については、原案のとおり可決すべきものと決定

した次第であります。 

 審査の過程について、その概要を申し上げます。 

 まず、「議案第５０号 さつま町通学費補助条例の一部改正について」であります。 

 来年度の中学校再編に伴うこれまでの保護者の意見等を踏まえ、補助対象内容の拡充など制度

の見直しを行うもので、改正の主な内容は、通学距離要件及び通学手段の条文による表記から通

学集団及び通学距離要件並びに補助内容を表に明記するもので、乗り合い自動車通学については、

児童及び生徒の保護者に対してこれまでの月額１,２００円の自己負担を撤廃し、実質、保護者

負担なしとするものであります。 

 また、自転車通学については、通学距離要件を片道６キロメートル以上から中学校の通学許可
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要件に合わせた片道３キロメートル以上とし、それぞれの申請に基づき通学用自転車購入費補助

と自転車通学費補助を併給可能とした拡充策とするものであります。 

 そのほか交通用具については、主に自家用車を利用した通学について小中学校の児童及び生徒

のいずれも通学距離が４キロメートル以上を対象とし、補助額の増額と合わせ拡充を図るもので

あります。 

 質疑の中で、その他交通用具を使用する場合の自動車による送迎は通学距離に関係なく一律の

補助額とするのかただしましたところ、４キロメートルを超える要件を満たす場合、通学距離に

関係なく年額１万５,０００円を補助するとのことであります。 

 また、自転車の購入に際しては、町内業者、町外業者に関係なく一律の対応とするのかただし

ましたところ、町内業者からの購入実績は少なく、伊佐市や薩摩川内市のホームセンターでの購

入が主になっていることから、購入先に関わらず３万円を限度に補助するとのことであります。 

 「議案第５２号 平成３０年度さつま町一般会計補正予算（第２号）」関係分であります。 

 まず、６款１項農業費の関係であります。６目農業農村施設費には、鶴田農産物加工センター

及び薩摩農産物加工センターの害虫駆除、細菌検査及び衛生改善提案等に係る施設設備等維持管

理業務委託料１１１万１,０００円が計上されています。 

 質疑の中で、各農産物加工センターの利用実績及び現施設の状況を踏まえた今後の農産物加工

センターのあり方についてただしましたところ、平成２９年度の利用実績では、鶴田農産物加工

センターが２,５６９人、薩摩農産物加工センターが２,４０２人の利用実績となっており、それ

ぞれの施設において、みそ、調味料等の農産物加工に利用されている。今回、農産物の加工施設

を安全に利用していただくために害虫駆除、細菌検査等を行うものであるが、今後においても安

全な運営ができるように引き続き衛生管理に気をつけながら施設の維持管理に努めていきたいと

のことであります。 

 次に、７目畜産業費の肉用牛振興事業費には簡易牛舎等設置事業に係る補助金１５０万円が計

上されています。 

 主な内容は、肉用牛の増頭及び低コスト生産を行うため間伐材を利用した簡易牛舎等３棟を設

置するもので、規模拡大と農家所得の向上を図ることを目的とするものであるとの説明でありま

す。 

 質疑の中で、畜産関係事業を希望したが採択されなかった方に対する理由の説明は明確になさ

れたのかただしましたところ、畜産振興会、ＪＡ、行政が一体となって、毎月行われる競り市後

に、生活基盤、事業の状況、効果性のポイントなどを見ながら事業採択の協議を行っているが、

県の地域振興事業において全体枠の関係で次年度回しになった畜産農家もあることから丁寧な説

明に努めていきたいとのことであります。 

 次に、９目担い手育成費の担い手育成事務費には、農地の集積、集約化によって担い手を育成

支援する機構集積協力事業補助金として経営転換協力金２８７万円が計上されています。 

 補正の主な内容は、対象農家１３戸のうち１農家は経営転換で進められるが、１２農家は農業

をリタイアされる農家であるとの説明であります。 

 質疑の中で、農業のリタイアによる経営転換を希望される１２農家は高齢化によるものかただ

しましたところ、１０アール以下を除いて全ての貸し付けを希望される方で、町内だけでなく町

外居住の土地所有者の場合もある。耕作者の死亡によりそれぞれ相続されたが、耕作できないこ

とから経営転換を申請された方もある。一概に高齢化による経営転換に限らないとのことであり

ます。 

 次に、６款２項林業費についてであります。１目林業総務費の森林総合施設管理費には紫尾山
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ふれあいの森施設解体等工事請負費として１,７００万円が計上されています。 

 主な内容は、同施設の廃止に伴い、既存施設の解体撤去及び橋梁の改修を行うものであるとの

説明であります。 

 質疑の中で、解体する施設と残る施設についてただしましたところ、残る施設は散策橋だけで、

残りは全て解体、撤去するものである。国から土地を借りる際に施設を使わなくなった場合には

全部を解体して国に返すことが条件になっていたもので、散策橋を除く全ての施設を撤去後に国

の立ち会いを求めて確認を受ける予定であるとのことであります。 

 次は、７款１項商工費についてであります。４目物産観光施設費の旧白男川小学校改修事業費

には、同小学校改修工事に伴う一般備品及び消耗品の購入費用１,７７０万円が計上されていま

す。 

 主な内容は、厨房用大型冷凍・冷蔵庫や食器洗浄機等に係る備品購入費及び食器・調理器具等

の消耗品費であるとの説明であります。 

 質疑の中で、新品ではなくても閉校となった学校の時計やロッカー関係を有効に活用する考え

はないかただしましたところ、基本的には使える備品は使う形で、テーブル等を補修して使う取

り組みを行う計画であるとのことであります。 

 次は、１０款３項中学校費についてであります。１目学校管理費の中学校再編準備事業費には、

再編準備に向けた準備経費として机・椅子１８０組などの備品購入費及び通学バス時刻表等のパ

ンフレット用印刷製本費の９３３万５,０００円が計上されています。 

 質疑の中で、備品の購入に関しては町内業者への発注を計画しているのかただしましたところ、

町内業者を基本に予定しているが、校章レリーフについては町外の制作者に依頼する計画である

とのことであります。 

 次は、１０款５項社会教育費についてであります。８目文化センター費の役務費には防火設備

法定検査手数料１５万円が計上されています。 

 主な内容は、建築基準法の改正に伴い防火設備点検に関する規定が強化され、新たに専門的な

定期検査を行うものであるとの説明であります。 

 質疑の中で、文化センターへ消防車が出動したと聞いたが今回の法定検査との関連についてた

だしましたところ、今回の防火設備法定検査手数料については建築基準法の改正に伴うもので直

接的な関連はないが、文化センターも老朽化しており、現在、利用していない配線等が相当数あ

ることから、不必要な配線の遮断を検討しているとのことであります。 

 次は、１１款災害復旧費についてであります。１項農林水産施設災害復旧費には災害復旧工事

費として９,８００万円が、２項土木施設災害復旧費には同じく災害復旧工事費８,５００万円が

計上されています。 

 主な内容は、農林水産施設が農地４４件、施設２７件、土木施設が河川８件、道路１６件の災

害復旧に係る工事請負費であるとの説明であります。 

 質疑の中で、今回の補正に係る災害復旧工事の年度内完成の見込みについてただしましたとこ

ろ、農地等災害、公共土木災害とも相当数出ており、災害復旧工事を優先して発注したいと考え

ているが、全ての災害箇所の年度内完成は厳しいと捉えており、繰り越しの部分も出てくること

が予想されるとのことであります。 

 次は、「議案第５４号 平成３０年度さつま町上水道事業会計補正予算（第１号）」について

であります。 

 補正の主な内容は、鶴田中央浄水場の雷被害に伴う修繕費用３５０万円及び宮之城屋地五日町

地区の水圧・水量低下に係る改善策の調査業務委託料３５０万円等であるとの説明であります。 
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 質疑の中で、鶴田中央浄水場の災害掛金は年間９,２２４円であることから水道施設全体の掛

金の総額についてただしましたところ、水道施設ごとに施設の面積に応じた掛金で単価を設定し

てあり、水道施設に係る掛金の総額は年間約２１万６,０００円であるとのことであります。 

 また、宮之城屋地五日町の住宅建築が増えていることから給水計画の見通しについてただしま

したところ、五日町については民間アパートの建設、おしどり団地、東谷団地の造成計画なども

あり、さらなる水圧低下や水量不足が予想されるため、早目に改善策を検討するものである。給

水計画については、いろいろなケースが考えられるため、給水水系再編業務委託の予算を計上す

ることで対応策を検討し、早ければ来年度の当初予算に計上できる部分は計上していきたいとの

ことであります。 

 最後に、町長への総括質疑の中で、宮之城中学校校章レリーフの備品購入費が計上されている

が、陶器製の校章レリーフを制作するに至った経緯等を確認する必要があるとして中学校再編準

備事業に係る校章レリーフの取り扱いについて特に町長の見解をただしたところであります。 

 ３町合併から長年の歴史や伝統を受け継いできたそれぞれの４中学校が統合やむなきに至った

ところである。今回の校章レリーフの制作については、本町山崎出身の故帖佐美行氏と師弟関係

にあった長太郎焼の有山長佑氏に依頼しようとするものであり、過去に制作された実績もあると

ころである。生徒の皆さんにとって先輩たちの功績を学びながら自分の人生の学び方をしっかり

考えていただくきっかけにできたらという思いから陶器製の校章レリーフ制作を依頼しようとす

るものであるとのことであります。 

 以上で、文教経済常任委員会の報告を終わります。 

〔上久保澄雄議員降壇〕 

○議長（平八重光輝議員）   

 これから、文教経済常任委員長の報告に対する質疑を行います。質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（平八重光輝議員）   

 質疑なしと認めます。これで、文教経済常任委員長に対する質疑を終わります。 

 これから順に討論、採決を行います。まず、「議案第４９号 さつま町税条例等の一部改正に

ついて」から「議案第５１号 さつま町ひとり親家庭等医療費助成に関する条例の一部改正につ

いて」までの議案３件について一括して討論を行います。討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（平八重光輝議員）   

 討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

 これから、「議案第４９号 さつま町税条例等の一部改正について」から「議案第５１号 さ

つま町ひとり親家庭等医療費助成に関する条例の一部改正について」までの議案３件について一

括して採決します。 

 お諮りします。各議案に対する各常任委員長の報告は原案可決です。各常任委員長の報告のと

おり決定することに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（平八重光輝議員）   

 異議なしと認めます。よって、「議案第４９号 さつま町税条例等の一部改正について」から

「議案第５１号 さつま町ひとり親家庭等医療費助成に関する条例の一部改正について」までの

議案３件については、各常任委員長報告のとおり原案可決されました。 

 次に「議案第５２号 平成３０年度さつま町一般会計補正予算（第２号）」について討論を行
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います。まず、原案賛成者の発言を許します。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（平八重光輝議員）   

 次に、原案及び修正案に反対者の発言を許します。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（平八重光輝議員）   

 なしですね。 

 次に、修正案に賛成者の発言を許します。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（平八重光輝議員）   

 ほかに討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（平八重光輝議員）   

 討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

 これから、「議案第５２号 平成３０年度さつま町一般会計補正予算（第２号）」を採決しま

す。 

 本案に対する総務厚生常任委員長の報告は修正可決です。文教経済常任委員長の報告は原案可

決です。 

 総務厚生常任委員長の報告が修正可決ですので、まず総務厚生常任委員会の修正案について起

立によって採決します。 

 総務厚生常任委員会の修正案に賛成の方は起立願います。 

〔賛成者起立〕 

○議長（平八重光輝議員）   

 お座りください。起立多数です。よって、総務厚生常任委員会の修正案は可決されました。 

 次に、ただいま修正議決した部分を除く原案について起立によって採決します。 

 修正議決した部分を除く部分については原案のとおり決定することに賛成の方は起立願います。 

〔賛成者起立〕 

○議長（平八重光輝議員）   

 お座りください。起立多数です。よって、修正議決部分を除く部分は原案可決されました。 

 次に、「議案第５３号 平成３０年度さつま町介護保険事業特別会計補正予算（第１号）」及

び「議案第５４号 平成３０年度さつま町上水道事業会計補正予算（第１号）」の議案２件につ

いて一括して討論を行います。討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（平八重光輝議員）   

 討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

 これから、「議案第５３号 平成３０年度さつま町介護保険事業特別会計補正予算（第

１号）」及び「議案第５４号 平成３０年度さつま町上水道事業会計補正予算（第１号）」の議

案２件について一括採決します。 

 お諮りします。各議案に対する各常任委員長の報告は原案可決です。各常任委員長の報告のと

おり決定することに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（平八重光輝議員）   
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 異議なしと認めます。よって、「議案第５３号 平成３０年度さつま町介護保険事業特別会計

補正予算（第１号）」及び「議案第５４号 平成３０年度さつま町上水道事業会計補正予算（第

１号）」の議案２件は各常任委員長の報告のとおり原案可決されました。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第７「議案第５８号 平成２９年度さつま町歳入歳

出決算の認定について」、日程第８「議案第５９号 平

成２９年度さつま町上水道事業会計決算の認定につい

て」、日程第９「議案第６０号 平成２９年度さつま町

上水道事業会計未処分利益剰余金の処分について」   

○議長（平八重光輝議員）   

 次に、日程第７「議案第５８号 平成２９年度さつま町歳入歳出決算の認定について」から、

日程第９「議案第６０号 平成２９年度さつま町上水道事業会計未処分利益剰余金の処分につい

て」までの議案３件を一括して議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

〔町長 日髙 政勝君登壇〕 

○町長（日髙 政勝君）   

 それでは、議案第５８号から議案第６０号まで一括して提案の理由を申し上げます。 

 まず、「議案第５８号 平成２９年度さつま町歳入歳出決算の認定について」であります。本

決算につきましては、地方自治法第２３３条第２項の規定に基づき、監査委員の審査に付し、同

条第３項の規定により監査委員の意見をつけて議会の認定をお願いしようとするものであります。 

 平成２９年度の国の経済情勢につきましては、経済の再生を最優先課題と位置づけて、少子高

齢化という構造的な問題を克服するために、一億総活躍社会の実現に向けた取り組みを進め、Ｇ

ＤＰ６００兆円経済の実現、希望出生率１.８人、介護離職者ゼロという新３本の矢を引き続き

一体的に推進した結果、企業収益の増加や雇用、所得環境の改善が見られるなど、緩やかな回復

基調が続いている状況でございます。 

 こうした中、地方財政の計画におきましては、厳しい地方財政の現状及び現下の経済情勢等を

踏まえ、歳出面においては、一億総活躍社会の実現に向け、地方創生や働き方改革などの関連経

費の計上を行うとともに、平成２９年度補正予算におきましてはＴＰＰ関連事業や人づくり革命

として子育て関連事業等が盛り込まれたところでございます。 

 本町における平成２９年度当初予算においては、４月に町長選挙を控えていたことから、義務

的経費や継続事業等を主体とした骨格予算としまして編成いたしました。その後の補正予算にお

いて、第２次総合振興計画、まち・ひと・しごと創生総合戦略、マニフェストを基本に据えまし

て新規事業に積極的に取り組む一方で、既存事業の見直しなど事業の選択と集中を念頭に置きな

がら、国の補正予算への対応など総合的な調整を行ってきたところであります。 

 なお、普通交付税の段階的縮減期間も３年目に入りまして、さらなる減少が見込まれることか

らも、多様化する町民ニーズを的確に捉え、計画的な町民サービスを提供するために事務事業評

価の検証結果等を確実に反映した計画的かつ効率的な財政運営を行わなければならないと改めて

強く感じているところでございます。 

 今後におきましても、引き続き、議会を初め町民の皆様の御理解と御協力をお願い申し上げる

ところであります。 

 各会計の決算状況について申し上げますと、まず一般会計でありますが、歳入決算額において

は１５７億９,３００万円となり、前年度に比べますと８億３,６４８万７,０００円、５.６％の
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増となっております。 

 また、財源内訳におきましては、町税や分担金、負担金、使用料、手数料などの自主財源が

５４億３,３３１万９,０００円で、全体に占める割合が３４.４％となり、一方、地方交付税や

国県支出金などの依存財源が１０３億５,９６８万１,０００円で６５.６％となっております。 

 前年度と比較いたしますと、自主財源比率で１.１％増加したものの、全体に占める割合は低

く、依然として国県などへの依存財源の割合が高い状況でございます。 

 一方、歳出決算におきましては、１４４億９,５６７万９,０００円となり、前年度と比較しま

して１０億１８３万２,０００円、７.４％の増となったところであります。 

 歳出決算額を性質別に見ますと、公債費や物件費等が減となった一方で、投資的経費の大きな

伸びや人件費が増となっております。 

 歳入から歳出を差し引いた形式収支におきましては、１２億９,７３２万１,０００円で、これ

から翌年度に繰り越すべき財源１億５３万３,０００円を差し引いた実質収支は１１億９,６７８万

８,０００円の黒字となったところであります。 

 主な財政指標におきましては、経常収支比率が９１.１％から９０.３％へ０.８％改善いたし

ております。主な要因としましては、分母側において普通交付税の大きな減はあったものの、法

人町民税等の増により経常一般財源の減少が抑制されたということ、分子側におきましては物件

費や公債費の減によりまして経常経費が減少したことなどが上げられます。 

 また、実質公債費比率におきましては、公債費負担適正化計画に沿った取り組み等によりまし

て平成２９年度においても着実に改善いたしまして、３年間の平均値は５.３％ということにな

っております。 

 前年度に比較しまして、さらに１.１％改善いたしたところであります。 

 今後におきましても、引き続き計画的な取り組みを図っていく必要があると考えております。 

 さらに、基金の状況につきましては、財政調整基金において、前年度決算積み立てを含めまし

て６,４７２万６,０００円の増となり、特定目的基金においては、文化施設建設基金及び公共施

設整備基金を積み立てたこと等によりまして、基金の総額においては４億１７万４,０００円増

の８３億７,２２０万８,０００円となったところであります。 

 特別会計につきまして、まず国民健康保険事業特別会計でございます。歳入決算額４０億

４,２１５万５,０００円、歳出決算額３７億３,１１６万１,０００円、差し引き３億１,０９９万

４,０００円の黒字となっております。 

 安定した国保財政運営を図るため、引き続き国民健康保険基金に５,８１６万６,０００円を積

み立てたところであります。 

 歳出決算額の保険給付費総額においては、２３億４,１５３万９,０００円で、歳出全体の

６２.８％を占めております。当年度末の被保険者数５,２９３人で除した１人当たりの保険給付

費額は４４万２,３８４円となっております。 

 今後とも引き続き生活習慣病の早期発見、早期治療につなげまして、さらに被保険者の生活改

善につながるような個別面接型の保健指導等を実施しまして、医療費の適正化に努めてまいる考

えであります。 

 次に、後期高齢者医療特別会計でありますが、歳入決算額３億３,１５９万３,０００円、歳出

決算額３億２,８４５万２,０００円、差し引き３１４万１,０００円の黒字となっております。 

 歳出決算額のうち後期高齢者医療広域連合納付金が３億１,６９４万７,０００円を占めており

まして、歳出額全体の９６.５％となっております。 

 次に、介護保険事業特別会計でありますが、歳入決算額３３億６,７９１万４,０００円、歳出
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決算額３１億７,６３２万３,０００円、差し引き１億９,１５９万１,０００円の黒字となってお

ります。 

 歳出決算額は、対前年度比較で、２,８５２万２,０００円、０.９％の増となっており、うち

保険給付費の総額が２８億１,４７２万７,０００円で前年度と比較して５,７８９万７,０００円、

２％の減となったところであります。 

 また、介護認定者数におきましては１,７７５人ということで、認定率は２０.７％ということ

で、前年度に比較しまして０.１％の減であります。 

 今後におきましても、給付の適正化や介護予防、日常生活支援総合事業などの充実を図りなが

ら、住みなれた地域でいつまでも安心して暮らせるまちづくりの推進に努めてまいりたいと考え

ております。 

 最後に、農業集落排水事業特別会計であります。歳入決算額５,００２万４,０００円、歳出決

算額４,６２６万円、差し引き３７６万４,０００円の黒字であります。 

 また、加入戸数は３９６戸で、前年度に比較しまして１戸の増となっております。 

 今後におきましても加入促進を図りながら、区域内の水質保全と生活環境の改善に努めてまい

ります。 

 なお、平成２９年度具体的な施策成果につきましては、決算書及び主要施策の成果説明書並び

に総合振興計画の実績調書も添付してございますので、御理解いただきたいと思います。 

 次に、「議案第５９号 平成２９年度さつま町上水道事業会計決算の認定について」でありま

す。 

 水道事業につきましては、簡易水道の統合を進めまして平成２９年度から上水道事業を一本化

したところであります。その運営も上水道事業会計に一本化しております。 

 上水道事業におきましては、給水人口が年度末現在２万８７人ということで、前年度に比べ

３０２名の減、年間総給水量は２１６万２,７７５立方メートル、２万５,４３８立方メートルの

減ということであります。 

 経理の状況におきましては、収益的収支において、収入額が４億１,３４２万円、支出額が

４億３０１万３,０００円で、差し引き１,０４０万７,０００円の純利益となっております。 

 平成２９年度の純利益につきましては、前年度に比べ３１８万２,０００円の減少でございま

すが、これは２６年度から２８年度まで約５億円の投資で実施いたしました中央監視システムの

整備事業に伴う減価償却が始まったことによるものが大きな要因であります。 

 資本的収支において、収入額３,７２５万円に対しまして支出額は１億７,８２１万６,０００円

で、不足する額１億４,０９６万６,０００円については、当年度分損益勘定留保資金及び消費税

調整額で補てんいたしております。 

 主な施設整備といたしましては、新たに上向水源地のさく井工事のほか鶴田中央地区の石綿管

の更新や荒瀬水源地の取水ポンプの取りかえなど老朽施設の更新にも取り組んできたところであ

ります。 

 次に、「議案第６０号 平成２９年度さつま町上水道事業会計未処分利益剰余金の処分につい

て」であります。 

 未処分利益剰余金１,０４０万７,４５１円につきましては、建設改良積立金への積み立てによ

り処分しようとするものであります。 

 水道事業につきましては、給水人口は年々減少、反面、施設は老朽化が進む中、経営環境は厳

しくなる傾向にございますが、効率的な事業経営の推進により安全・安心な水の安定した供給に

努めてまいります。 
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 以上、御説明いたしました各議案のうち議案第６０号につきましては、地方公営企業法第

３２条第２項の規定に基づき議会の議決を求めるものであり、また議案第５９号の決算につきま

しては、同法第３０条第２項の規定に基づき監査委員の審査に付し、同条第４項の規定により監

査委員の意見をつけて議会の認定をお願いしようとするものであります。 

 以上、平成２９年度各会計決算の概要を申し上げましたが、これら各種の事業によりまして住

民福祉の向上及び社会資本の整備並びに水道事業の健全経営に努めてきたところであります。 

 最後に、議員各位の御理解と御協力に対しまして深く感謝を申し上げますとともに、あわせま

してよろしく御審議いただきますようにお願い申し上げまして、提案の説明を終わります。 

〔町長 日髙 政勝君降壇〕 

○議長（平八重光輝議員）   

 これから、質疑を行います。質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（平八重光輝議員）   

 質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

○新改 秀作議員   

 ここで動議を提出します。ただいま議題となっております議案３件につきましては、８人の委

員で構成する決算特別委員会を設置し、これに付託して閉会中の継続審査とされることを望みま

す。 

〔「賛成」と呼ぶ者あり〕 

○議長（平八重光輝議員）   

 新改秀作議員から、ただいま議題となっている議案３件につきましては、８人の委員で構成す

る決算特別委員会を設置し、これに付託して閉会中の継続審査とするとの動議が提出されました。

この動議は所定の賛成者がありましたので、成立しました。 

 お諮りします。本動議のとおり決定することに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（平八重光輝議員）   

 異議なしと認めます。よって、ただいま議題となっています議案３件については、８人の委員

で構成する決算特別委員会を設置し、これに付託して閉会中の継続審査とすることの動議は可決

されました。 

 お諮りします。決算特別委員会委員の選任については、さつま町議会委員会条例第７条第４項

の規定によって、宮之脇尚美議員、三浦広幸議員、舟倉武則議員、新改秀作議員、上久保澄雄議

員、米丸文武議員、朝倉満男議員、新改幸一議員、以上の８人を指名したいと思います。御異議

ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（平八重光輝議員）   

 異議なしと認めます。よって、ただいま指名しました８人を決算特別委員会委員に選任するこ

とに決定しました。 

 ここで、しばらく休憩します。再開は、おおむね１０時４５分といたします。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

休憩 午前１０時３５分 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

再開 午前１０時４５分 
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癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○議長（平八重光輝議員）   

 休憩前に引き続き会議を開きます。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第１０「議案第６１号 さつま町デジタル防災行政

無線整備工事請負変更契約の締結について」   

○議長（平八重光輝議員）   

 次は、日程第１０「議案第６１号 さつま町デジタル防災行政無線整備工事請負変更契約の締

結について」を議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

〔町長 日髙 政勝君登壇〕 

○町長（日髙 政勝君）   

 「議案第６１号 さつま町デジタル防災行政無線整備工事請負変更契約の締結について」であ

ります。 

 これは、さきに締結いたしましたさつま町デジタル防災行政無線整備工事に伴い請負金額につ

いて変更しようとするものであります。 

 さつま町議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定に基づ

き、議会の議決を求めるものであります。 

 内容につきましては、総務課長に説明させますので、よろしく御審議くださるようお願いしま

す。 

〔町長 日髙 政勝君降壇〕 

○総務課長（﨑野 裕二君）   

 それでは「議案第６１号 さつま町デジタル防災行政無線整備工事請負変更契約の締結につい

て」御説明申し上げます。 

〔以下議案説明により省略〕 

○議長（平八重光輝議員）   

 これから、本件に対する質疑を行います。質疑はありませんか。 

○岩元 涼一議員   

 ただいま変更理由について説明がございましたが、３番目の永野段地区、これについては、当

初の中継の施設ですか、そこの当初から継続できなかったというようなことですけれども、この

地区については不感地帯であるということは当初調査の時点で判っていたかと思います。 

 なぜかといいますと、集落無線が設置されておりますけれども、その設置の時点で電波が非常

に悪いということは業者のほうからもありまして、それに対する対策というものを確か講じたは

ずでございます。 

 そういう点からいけば、当初、設置の調査をするときに、もう既に不感地帯であるということ

は十分認識されていたかと思うんですが、そこ辺の最初に予定していた柱というか、それが継続

できなくなったということも含めてまた説明をお願いします。 

○総務課長（﨑野 裕二君）   

 用地の関係につきましては、ここを含めて１３件程度、今回、移設しております。もとのポイ

ントに設置できなかったところがあるということでありますが、この永野中継局が一番移動した

距離が幅が広いところでありました。 

 これは、結果としてではございますけれども、用地の相談が行かなかったことの理由につきま
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しては、地権者の、個人的なといいますか、理由がございますので、具体的な内容までは申し上

げられませんけれども、個人の都合でそのまま承諾がいただけなかったところであります。あわ

せまして、一番近い隣接地に理解をいただきまして設置したところであります。 

 段地区の電波状況につきましては、設計の段階でアンテナが必要ということでのただし書きが

ありましたので、アンテナを設置すれば受信可能だろうということで工事を進めてきたところで

ございますけれども、いろんなことが影響したと思われますけれども、結果的にアンテナを設置

しても受信状態が悪いということであったために今回修正しようとするものでございます。 

○議長（平八重光輝議員）   

 ほかにありませんか。 

○宮之脇尚美議員   

 ２点ほどお伺いいたします。 

 まず、柊野上地区の追加の関係でございますが、この対象戸数は何戸数なのか、お知らせいた

だきたいと思います。 

 それから、コミュニティー無線機の設備ということですが、このコミュニティー無線までの伝

搬装置というのはどのような方法をとられるのか。現在のデジタルの支所からそういう電波を出

されるのか。どういう形でやられるのか、そこら辺の説明をもう少し詳しくお願い申し上げます。 

○総務課長（﨑野 裕二君）   

 柊野地区でありますけれども、柊野上向江集落が一体的に対象となっておりまして、数字が、

４７戸だったかと思いますけれども、柊野上向江地区が全体的に聞こえづらいということで聞い

ております。 

 ４４世帯８３名がお住まいのようでございます。すいません。４７世帯８２名がお住まいのよ

うでございます。 

 それから、手法でございますけれども、団地内の池山公民館で中継を行って取り次ぐ予定でご

ざいます。 

○議長（平八重光輝議員）   

 よろしいですか。 

○宮之脇尚美議員   

 池山公民館のほうから再度電波を増幅して送るという形になるかと思うんですけれども、先ほ

ど岩元議員のほうからもあったわけでございますが、不感地区であるということは当初から判っ

ていたかと思いますし、これについて、最初からコミュニティー無線機器が必要であるというふ

うに調査としてならなかったものか、当初からこの地域については、岩元議員の話によると、不

感地区であったということは判っていたということもありますが、そこら辺のやりとりというの

はどういう計画をされたのか、再度お尋ねいたします。 

○総務課長（﨑野 裕二君）   

 先ほどもお答えしましたけれども、設計が上がってきた段階では、不感地域ということであり、

アンテナを必要とするということでただし書きが設けられておりました。 

 こちらも、奥のほうですので「電波が弱い地域じゃないですか。大丈夫でしょうか」というこ

とで確認しながら「確かに弱いです。ただ、アンテナを設置すれば大丈夫ではないかというふう

に受けとめております」ということでありましたので、その案を提案どおり受けとめたところで

ございます。 

○宮之脇尚美議員   

 この段地区は、そういうことでコミュニティー無線設備を設置するということでありますが、
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その他の地域で同類の地域というのはないのかどうか。そこら辺も全部調査をされてのことなの

か、そこら辺をお伺いいたします。 

○総務課長（﨑野 裕二君）   

 今、個別受信機の設置に合わせて、事業者のほうで、再度、そういった入りにくいところにつ

いては、もう一度、一々点検していただいておりますけれども、全部がまだ済んではいないかも

しれませんけれども、今のところ、最も厳しいと思われた段地区が気がかりでしたので、先に入

って点検していただいたところであります。 

 まだ半分ぐらいしか設置が済んでおりませんので何とも言えないところでありますけれども、

今のところでは疑わしいところをはかっていただいておりますので、何とかアンテナの設置で希

望がかなうんじゃないかというふうに受けとめているところであります。 

○議長（平八重光輝議員）   

 ほかにございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（平八重光輝議員）   

 質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

 お諮りします。本件は会議規則第３９条第３項の規定によって、委員会付託を省略したいと思

います。御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（平八重光輝議員）   

 異議なしと認めます。よって、本件は委員会付託を省略することに決定しました。 

 これから討論を行います。討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（平八重光輝議員）   

 討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

 これから本件を採決します。 

 お諮りします。本件は可決することに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（平八重光輝議員）   

 異議なしと認めます。よって、「議案第６１号 さつま町デジタル防災行政無線整備工事請負

変更契約の締結について」は可決されました。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第１１「報告第７号 平成３０年度さつま町土地開

発公社事業変更計画及び事業会計補正予算（第２号）に

ついて」   

○議長（平八重光輝議員）   

 次は、日程第１１「報告第７号 平成３０年度さつま町土地開発公社事業変更計画及び事業会

計補正予算（第２号）について」を議題とします。 

 報告の内容については説明済みであります。何かお聞きしたいことはありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（平八重光輝議員）   

 質疑なしと認めます。これで、「報告第７号 平成３０年度さつま町土地開発公社事業変更計

画及び事業会計補正予算（第２号）について」を終わります。 
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癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第１２「報告第８号 平成２９年度健全化判断比率

の報告について」、日程第１３「報告第９号 平成

２９年度資金不足比率の報告について」   

○議長（平八重光輝議員）   

 次は、日程第１２「報告第８号 平成２９年度健全化判断比率の報告について」及び日程第

１３「報告第９号 平成２９年度資金不足比率の報告について」の報告２件を議題とします。 

 内容の説明を求めます。 

〔町長 日髙 政勝君登壇〕 

○町長（日髙 政勝君）   

 それでは、「報告第８号 平成２９年度健全化判断比率の報告について」及び「報告第９号 

平成２９年度資金不足比率の報告について」であります。 

 これは、地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定に基づき、健全化判断

比率を同法第２２条第１項の規定に基づき、資金不足比率を公表しようとするもので、いずれに

つきましても、監査委員の意見を付して議会に報告するものであります。 

 内容につきましては、企画財政課長に説明させますので、よろしくお願いいたします。 

〔町長 日髙 政勝君降壇〕 

○企画財政課長（押川 吉伸君）   

 それでは、「報告第８号 平成２９年度健全化判断比率の報告について」内容を説明させてい

ただきます。 

〔以下議案説明により省略〕 

○企画財政課長（押川 吉伸君）   

 続きまして、「報告第９号 平成２９年度資金不足比率の報告について」内容を御説明申し上

げます。 

〔以下議案説明により省略〕 

○議長（平八重光輝議員）   

 ただいまの報告に対してお聞きしたいことはございませんか。 

○宮之脇尚美議員   

 町長にお伺いいたします。いわゆる将来負担比率が３５０ということで、ここに括弧書きにし

てございますが、当然、将来的にはこういう公債費というのが大きなウエートを占めてくるであ

ろうと。標準財政規模もそれなりに縮小してきておりますので、そういうウエートが高くなって

くるんではなかろうかというような懸念もされるわけであります。 

 市長会あるいは町村会、そういうところで、もう少し政府に対して繰り上げ償還等の、現在、

金利も非常に低いわけでありますから、ある程度、可能であるとすれば繰り上げ償還等を今のう

ちにしたほうが将来的にはいいのかなというふうな感じがするんですが、そこら辺の話し合いや

協議というのはされていないものか、お伺いいたします。 

○町長（日髙 政勝君）   

 今の健全化判断比率の状況について説明申し上げましたけれども、いずれも国が示す基準より

も非常に健全化がされているということでありますので、何も指摘するようなことはないわけで

ありますが、今、ありましたとおり、将来負担比率は３５０、これについても指数はあらわれな

いということですので、本町としてはいい結果になっておるわけであります。 

 ただ、標準財政規模、いわゆる普通交付税が、年々、１０年を経過して減っていきますし、分
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母が少なくなっていく。一方では、分子が増えるという状況もありますので、いかにそういう状

況を見込みながら分子のほうを以下に減らしていくかというのが課題になっておるわけでありま

す。 

 特に公債費比率については、合併当時は国が示している１８％を超えて２０％を超えておった

わけですけれども、今では５.３％まで比率が下がってきております。非常に健全化されている

と思っております。 

 ただ、これからも交付税がどんどん減っていく。来年までは減るということでありますし、税

収のほうも、これからは生産年齢人口が、いつも申し上げておるとおり増える状況ではありませ

んので、かなり厳しくなるだろうということであります。 

 したがいまして、こういう起債の償還については償還年限というのが起債の種類ごとに決まっ

ております。耐用年数に応じて償還の年限というのが決まっておりますけれども、状況によって

高い利率については繰り上げ償還をするという形で今までも取り組んできておりますが、特に認

められておりますのが、今では公営企業とか非常に高い割合のところは一時的にそういうものが

ありましたけれども、特段、各地方公共団体の償還金が決まっている中で、勝手にお金があるか

ら今繰り上げ償還しますとなると、今度は貸し付け側の立場から考えると資金繰りが悪くなって

くるんです。 

 当然、利子をもらってその運用をする予定だったのが、繰り上げ償還してしまうともらう利子

を取れないということですから運営が難しくなりますので、それはみだりに繰り上げ償還を認め

るということにはならないところでありますので、これは国のほうにも、財政の状況が、地方財

政全体が非常に悪くなった。 

 あるいは、今、アメリカのほうでも金利の情勢というのがだんだん上がって景気がよくなって

金利を上げようということになっていますけれども、日本の場合は、日銀のほうが、ずっと低金

利、特別な措置をしておりますので、これからも物価を２％に上げるまでは金利等については上

げないという、そういう政策的なことがずっと行われておりますので、そういう状況から見ます

と、繰り上げ償還というのは、なかなかこれからは難しいというふうに判断しております。 

 ただ、起債の額については、負担が生じないように今後も十分配慮しながら適正な規模の借り

入れを実施していきたいというふうに考えているところであります。 

○宮之脇尚美議員   

 ただいまの町長の答弁にありましたように、確かに政府指針等については、許可されない限り

繰り上げ償還はできないわけでありますので、金利の高いものから、町村会なり市長会なり、あ

るいは県なりも一緒になって、この手法で、現在高くなっている、そういう公債費の繰り上げ償

還、そういうものは、ぜひそういう首長さん方が一緒になって国に要請していくということも必

要かなというようなふうに思います。 

 これは、ひいては国が言っております地方創生にもつながってくると。財政的にも強化される

わけでありますから、そこら辺についての要請というのを、再度、また町村会等でも提案されて、

地道な活動というのも必要になるかなというようなふうに考えておりますので、これについては

強く要請いたしておきたいというようなふうに思います。 

○議長（平八重光輝議員）   

 ほかにありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（平八重光輝議員）   

 質疑なしと認めます。これで「報告第８号 平成２９年度健全化判断比率の報告について」及
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び「報告第９号 平成２９年度資金不足比率の報告について」の報告２件を終わります。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第１４「所管事務調査報告の件」   

○議長（平八重光輝議員）   

 次は、日程第１４「所管事務調査報告の件」を議題とします。 

 文教経済常任委員会が調査中でありました事項について報告を求めます。 

〔上久保澄雄議員登壇〕 

○文教経済常任委員長（上久保澄雄議員）   

 文教経済常任委員会所管事務調査の報告を申し上げます。 

 平成３０年８月７日から９日にかけて、徳島県の勝浦町においては「廃校施設を活用したグ

リーン・ツーリズムへの取り組み」について、高知県の四万十町においては「移住定住の促進に

向けた取り組み」について、調査いたしました。 

 まず、勝浦町は、徳島県の東部、徳島市から南西２０キロメートルに位置し、面積６９.８０平

方キロメートル、人口は約５,３００人で、葉っぱビジネスで有名な上勝町に隣接した町であり

ます。 

 勝浦町は、徳島ミカンの発祥の地として、江戸末期よりミカン栽培が盛んで、現在まで、基幹

産業としてまちの繁栄に大きく寄与してきています。また、観光面においては、四国八十八箇所

霊場第二十番札所の「鶴林寺」を有することから、多くの巡礼者の方が訪れています。 

 廃校となった坂本小学校は旧坂本村における一行政区で唯一の小学校でありましたが、平成

６年に小学校の統廃合問題が提起され、あくまでも複式学級になる前に統合を希望するとした保

護者の意向を尊重して、翌平成７年から活性化委員会を設置し、平成１０年には「若者と老人向

けの交流・宿泊施設」としての活用を図る旨の意見集約がなされ、平成１１年の３月に閉校、平

成１４年３月には農林水産省の「やすらぎの交流空間整備事業」により「ふれあいの里さかも

と」としてオープンしております。 

 農村体験宿泊施設の概要としては、本館１階にフロント、事務所、食堂、浴場、厨房、休憩室

を、２階に宿泊室を、３階に研修室、加工室が設置され、本館以外には小体育館、バーベキュー

ハウス、ピザ焼き釜、椎茸ハウス、多目的グラウンド及び体験農園などが整備されていました。 

 施設の運営は、地域住民が中心となり、地域の人材を活用した自主的な運営が行われており、

オープンから５年間だけは光熱水費に対する町からの助成がありましたが、それ以後については、

施設の修繕費用に対する年間５０万円の助成のみで、指定管理料もなく、独立採算により運営が

なされています。 

 なお、収入の５割は人件費に充てられ、事務と厨房部分に係る人件費など、地域住民の雇用の

場としての役割が大きくなっています。 

 オープン当初は年間５,０００万円の売り上げがあり、その大半は、食堂の売り上げで、主に、

お遍路さん、地域住民の方、合宿者等の利用者が中心とのことであります。 

 校舎改修に関する総事業費約２億１,０００万円については、大規模投資ということで町民の

不安感も強かったようでありますが、誰もが予想しなかった売り上げ実績となったことで、町民

の大いなる意欲へとつながる結果となったようであります。 

 そのほか、農業・農村体験事業やビッグひな祭りのイベントの実施など、高齢化率が５割近い

人口構成の中で、地区外との交流を図ることで携わる人々の生きがいとして地域の活性化につな

がっています。 

 次に、四万十町は、高知県の南西部に位置し、面積６４２.３０平方キロメートル、人口は約
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１万７,３００人を有し、集落は主に四万十川とその支流沿いの台地上や一部は土佐湾に面した

海岸部にあり、広大な面積の８７％は山林が占めています。 

 四万十町は、第一次産業が中心のまちであり、林野面積５万６,０００ヘクタール、耕地面積

１,９８２ヘクタールで、一次産業就業比率が３１.９％となっており、生産量日本一のショウガ、

販売額全国一位の椎茸、そのほか仁井田米の生産などが主力となっていますが、四万十川におけ

る天然アユは全国的にも有名であり、夏場には多くの釣り人が訪れています。 

 四万十町における「移住定住の促進に向けた取り組み」については、８つの柱を中心に事業の

展開がなされており、移住相談の対応、空き家の調査と情報の発信、お試し滞在施設の整備及び

管理運営、中間管理住宅の整備及び管理運営、移住支援住宅の整備及び管理運営、移住定住各種

補助制度の整備、地域おこし協力隊制度の活用及び四万十町東京オフィスの開設であります。 

 移住相談実績は、平成２９年度で２２７件と平成２３年の５０件に比較すると大幅に増加して

います。空き家等については、町のホームページにより情報発信を行い、町内の不動産業者との

連携により、現在８００件ほどの登録が行われています。 

 お試し滞在住宅は、旧職員住宅を改修し、３棟を１カ月単位で月１万円の家賃で貸与しており、

平成２４年度から平成２９年度までの移住の実績は１１組となっています。 

 中間管理住宅については、空き家を町が借り上げて改修を行い、移住定住希望者に賃貸してい

る施設で、国や県の補助及び過疎債等を活用し、平成２６年度以降１７戸を改修し、うち１６戸

は入居中とのことであります。 

 また、移住支援住宅については、移住希望者に限定した賃貸住宅で２ＤＫ３戸、４ＬＤＫ２戸

の５戸を有し、移住を希望する人が仕事や住居を見つけるまでの間に利用する施設として位置づ

け、入居できる期間を２年間としています。 

 各種補助制度については、移住に伴う家賃支援、空き家改修費補助、若者定住支援及び家族支

え合い支援に対する補助制度等が設けられています。 

 地域おこし協力隊については、平成２４年度から平成３０年度までに３９名の隊員を受け入れ

られ、このうち１６名が定住につながっています。また、隊員の募集内容については、地域づく

り、観光振興、魅力発信や伝統芸能継承（鍛冶屋・炭焼き）・町営塾「じゆうく」の運営が主な

内容となっています。 

 平成３０年度の新規事業として取り組まれている四万十町東京オフィスの開設については、株

式会社「ぱど」に委託し、首都圏での移住ニーズの把握、マーケティングの拠点及び四万十町応

援女子部の活動の拠点など、首都圏と町を結ぶパイプ役としての機能拡大が図られています。 

 なお、本年度からの３年計画で、１,０８０万円の委託料により移住プロモーション事業を実

施し、首都圏における四万十町ファンの発掘とつながりを継承する仕組みづくりを行い、四万十

町食材の販路拡大と知名度アップ、そのことによる交流人口、関係人口の増加を図り、将来的な

人口増加、地域経済の拡大につなげようとするものであります。 

 最後に、今回の研修を通して両町に共通して言えることは、将来への人口減を見据えながら、

現段階において何ができるか可能な限りの英知を出しながら、まずはチャレンジしてみるという

強い姿勢を感じたところであります。そのためには、他に先んじて常に新しい情報を把握するこ

と。また、一過性で終わることのない継続した行政側の強い支援体制と熱意ある姿勢、このこと

が極めて重要であると感じたところであります。 

 なお、今回の調査において、グリーン・ツーリズムを所管している「農政課」及び移住定住を

所管している「ふるさと振興課」の担当職員も同行し、短い時間ではありましたが、視察先の取

り組み内容について意見交換を行っております。 
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 視察した２自治体の活動内容については、それぞれの課内でも十分に情報共有を図りながら、

本町の施策に活用できるものは積極的に取り入れるなど、今後の取り組みに反映できることを期

待するものであります。 

 以上、調査の概要を申し上げ、報告といたします。 

〔上久保澄雄議員降壇〕 

○議長（平八重光輝議員）   

 これから、ただいまの文教経済常任委員長の報告に対する質疑を行います。質疑はありません

か。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（平八重光輝議員）   

 質疑なしと認めます。これで所管事務調査報告を終わります。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第１５「議員派遣の件」   

○議長（平八重光輝議員）   

 次は、日程第１５「議員派遣の件」を議題とします。 

 お諮りします。会議規則第１２９条の規定により、別紙のとおり次期定例会までの期間に開催

される研修会等について、議員を派遣したいと思います。御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（平八重光輝議員）   

 異議なしと認めます。よって、別紙のとおり議員を派遣することに決定しました。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△日程第１６「閉会中の継続調査について」   

○議長（平八重光輝議員）   

 次は、日程第１６「閉会中の継続調査について」を議題とします。 

 各常任委員会及び議会運営委員会並びに各特別委員会の各委員長から、会議規則第７５条の規

定によって、お手元にお配りしました各事項について、閉会中の継続調査の申し出があります。 

 お諮りします。各委員長からの申し出のとおり、閉会中の継続調査とすることに御異議ありま

せんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（平八重光輝議員）   

 異議なしと認めます。よって、各委員長からの申し出のとおり、閉会中の継続調査とすること

に決定しました。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

△閉  会   

○議長（平八重光輝議員）   

 以上で、本日の日程は全部終了しました。これをもって会議を閉じ、平成３０年第３回さつま

町議会定例会を閉会します。 

閉会時刻 午前１１時２３分   
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  地方自治法第１２３条第２項の規定により署名する。 

 

 

    平成  年  月  日 

 

 

                  さつま町議会議長 平八重 光 輝 

 

 

                  さつま町議会議員 川 口 憲 男 

 

 

                  さつま町議会議員 森 山   大 
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